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要約 

我が国企業が担うべきイノベーション・システムのフレーム・ワークを、製品アーキテ

クチャのダイナミズムという視点に立って論じた。21 世紀型の技術移転モデルを活用する

アーキテクチャ・ベースのプラットフォーム形成が、ビジネス・モデル・イノベーションの

代表的事例として取上げられている。自動車や建設機械、工作機械、プロセス型部品・部材

など、現在でも摺り合せ型の製品アーキテクチャを維持する製品では、イノベーション投資

が競争力に直結し易い。しかしながらアーキテクチャが瞬時にモジュラー型へ転換する産業

では、組織能力とアーキテクチャとの間に巨大な乖離が生まれ、同時にモジュラー化は技術

移転スピードを加速させてリニア・モデルを崩壊させる。このような“乖離”と“スピード”

の経営環境で技術イノベーションの成果をグローバル市場の経済価値へ転換させるには、ビ

ジネス・モデル側にこそイノベーションが必要となる。ここで取上げるアーキテクチャ・ベ

ースのプラットフォーム形成は、我が国の付加価値を効率良くグローバル市場へ運ぶキャリ

アとしてだけでなく、また効率良く経済価値へ転換させる経営ツールとしてだけでもなく、

NIES/BRICS とさえ呼ばれることのない人々の生活向上に多大な貢献することが、本稿から

理解されるであろう。行政側が担うマクロなイノベーション政策と企業が構築するビジネ

ス・モデルとの連携が、これまでに例がないほど重要になった。 
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１． 本稿の基本メッセージとその背景 

  本稿の目的は、我が国が担うイノベーションのあり方を製品アーキテクチャのダイナミ

ズムを前提に論じ、日本型イノベーションを再構築するためのフレーム・ワークを提案する

ことにある 1。その第一弾として 21 世紀型の技術移転としての新宅モデルを導入し、これを

活用するアーキテクチャ・ベースのプラットフォーム構築こそ我が国企業が採るべきビジネ

ス・モデル・イノベーションである、と主張している。本稿が定義するプラットフォームの

形成は、我が国企業とアジア諸国企業の共存共栄に向けた経営システムを構築するための基

本思想に位置づけられることも、密かに期待されている 2。 

本稿を書くに至った背景には、製品アーキテクチャが短期間に変わるとアーキテクチャ

と組織能力との間に乖離が生まれるという仮説があり、また先進工業国から開発途上国に向

けた技術移転のスピードが製品アーキテクチャによって際立った違を見せるという事実が

あった 3。“乖離”と“スピード”が我が国では 1990 年代の後半から顕在化したが、ここか

ら基礎研究者や技術者が担うテクノロジー・イノベーション/プロダクト・イノベーション

と同等以上に、経営側が担うべきビジネス・モデル側のイノベーションが重要になった。こ

れまでのイノベーション論はサイエンスやテクノロジー側のイノベーションおよびプロダ

クト側から見たイノベーションが中心であった 4。しかし本稿が特に着目するのは、我が国

が生み出すテクノロジーやプロダクト側のイノベーションを企業収益やグローバル市場の

競争力へ直結させるという仕掛け作り、すなわち人為的･強制的にリニア・モデルを成立さ

せる仕掛けづくりとしてのビジネス・モデル・イノベーションである。この視点が取り込ま

れないと我が国のトータル・イノベーション・システムは完成しない。 

リニアー・モデルは 1945 年 7 月に書かれたブッシュ・レポートによって戦後のアメリカ

科学技術政策に大きな影響を与えた 5。リニアー・モデルでは、いわゆる基礎研究で優れた

                                                      
1 本稿は 2007 年 11 月末に東京大学ものづくり経営研究センターのデスカッション・ペイパーとして

投稿されたが、その後の調査･研究を踏まえて加筆し、2008 年 2 月 20 日に再投稿された。主な加筆内

容は脚注の大幅追加と第７章の追加である。 
2 本稿は、2007 年 3 月９日に開催された同志社大学ワールドビジネス研究センター主催のワークシ

ョップで講演した内容の一部を抜き出し、これを大幅に加筆したものである。講演内容の全文は、2008
年３月に同研究センターが発行する紀要“同志社大学ワールドビジネスレビュー”掲載される。 
3 これは著者が 2004 年まで勤務したコンピュータ情報システム・メーカにおける経験および光ディ

スク産業の調査（小川、2006a,2006c）によって目にした事実である。 
4 筆者も企業の技術研究所に勤務していた 1992 年までこれと同じ視点で見ていた。 
5 イノベーションを語るとき必ずシュンペータが登場するが、シュンペータのイノベーションに関

する後世の解説図を見ると、明らかにリニアー・モデルとして捉えられている（例えば沼上、1999
の 524 ページ）。当時のブッシュとシュンペータの関係についてまだ調査していないので確信は持て

ないが、ブッシュはシュンペ－タのイノベーション論を拠り所にしていたのではないか。シュンペー

タは今日見るイノベーション論の基本理論を、新結合という表現で 1911~1912 年ころに提案した。、
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成果が出れば、これを契機に応用研究、開発、生産、販売が逐次的におこり、結果としてイ

ノベーションにつながるということが仮定されていた。この意味で特に基礎研究の重要性を

強調する目的を持って唱えられた主張であるが、この考え方は当時の多くの研究者にも共有

された科学技術政策であった（宮田、2007）。したがってその後のアメリカでも我が国でも、

大学や企業の研究所における基礎研究側（サイエンス/テクノロジー）と企業が生み出す製

品側（プロダクト）との関係に焦点を当ててリニア・モデルが議論されたように思う 6。  

企業の収益や国際競争力に貢献するプロダクト・イノベーションは、研究開発投資や科

学技術の蓄積といったサプライ・サイド側の要因に左右されると 1980 年まで言われ続けた。

いわゆるリニア・モデル信仰である。 その後、無線、電話、コンピュータ、自動車、家電

など、過去 100 年間に生まれた製品についてイノベーション論が展開され、サプライ・サイ

ドではなくむしろ有効需要の創出が重要である,と経済学者が主張するようになったのは

1990 年代になってからである。潜在的ニーズを引き出して新たな需要を切り開く商品を開

発できれば、すなわち売れる商品を開発できてグロ-バル市場に大量普及すれば必ず企業収

                                                                                                                                                                    
その後 1932 年にアメリカへ移り住んでから 10 年後の 194２年には以前の学説を大幅に修正したイノ

ベーション論が述べられている。シュンペータが 1911~1912 年ころにイノベーションの担い手として

考えたのは起業家である。現在でいうベンチャ－型の起業家であって決して大企業ではなかった。更

に言えば、この当時のシュンペータが考えたイノベーションに技術の役割が重視されていなかった。

シュンペ－タがフルセット統合型の大企業をイノベーションの担い手を位置づけ、またイノベーショ

ンを技術と密接に結び付けたのは、1942 年以降になってからである。しかしこのイノベーション論も

1970 年代にはイギリスやアメリカで吹き荒れたシュンペータ反革命の嵐で消えてしまった。我が国で

これらの経緯を踏まえたイノベーション論があまりなく、経営学者や経済学者は 1910 年代のシュン

ペータを、企業人は 1940 年代のシュンペータと 1910 年代のシュンペータを混同して使っているよう

に思える。また 1970 年代以降の欧米でおきたシュンペータ反革命を語るイノベーション論がまだな

い。したがって文部科学省によって書かれた平成 20 年版の科学技術白書の中でも、イノベーション

の定義が曖昧であり、素朴なリニア・モデルが仮定された古典的イノベーションで一貫している。 
なお根井(2007)の 102 ページによれば、1935 年ころにハーバード大学におけるシュンペータのセミナ

ーに優秀な大学院生が多数参加しており、シュンペータは当時のアメリカ経済学に大きな影響力を持

っていた様子が描かれている。しかしながらアメリカにおけるシュンペータの影響力はケインズの一

般理論登場とともに劣えていく。 
6 第７章で示すが、本稿が取上げるのは我が国が生み出すテクノロジーやプロダクト側のイノベー

ションを企業収益やグローバル市場の競争力へ直結させる仕掛け作り、すなわち人為的･強制的にリ

ニアー・モデルを成立させる仕掛けづくりとしてのビジネス・モデル・イノベーションである。この

意味で本稿では、イノベーションをサイエンス/テクノロジー・イノベーションとプロダクト・イノベ

ーション、およびビジネス・モデル・イノベーションに分けて論じる。これ以外に、トヨタ方式に代

表されるような製造技術や製造工程のプロセス･イノベーションもあり、これが我が国企業の競争力

に直結しているのは紛れも無い事実であるが、本稿では触れない。またサイエンス/テクノロジー側の

イノベーションとプロダクト・イノベーションの関係も改めて製品アーキテクチャの視点から再構築

されるべきだが、本稿ではこれに触れない。例えばアメリカのベル研究所から生まれたトランジスタ

ーの発明に対する固体物理学の貢献、あるいはゼロックスのパルアルト研究所から生まれた多種多様

なＩＴ関連発明に対する情報理論の貢献なども、後日取り上げられるべきであろう。前者はプロセス

型を代表し、後者はデジタル・ネットワーク型を代表する歴史的な発明である。 
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益に貢献する、ということが暗黙の内に仮定された主張であった。しかしながらパソコンや

デジタル携帯電話、カメラ・モジュール、デジカメ、DVD、液晶テレビなどの事例を詳しく

分析すると、国際競争力や企業収益に直結するか否かは、製品アーキテクチャに大きく左右

されていることが明らかになってきた。擦り合せ型のアーキテクチャが長期に維持される製

品であれば、確かに売れる製品を開発すると企業の国際競争力や収益に直結しやすい。しか

しながらマイコンとファームウエアの作用によってアーキテクチャが瞬時にモジュラー型

へ転換する製品は、プロダクト側のイノベーション以上にビジネス・モデル側のイノベーシ

ョンを同時に生み出さなければ、プロダクト・イノベーションの成果を企業収益に直結させ

ることはできない。擦り合せ型のアーキテクチャが長期に維持される製品であれば、確かに

売れる製品を開発すると企業の国際競争力や収益に直結しやすい。しかしながらマイコンと

ファームウエアの作用によってアーキテクチャが瞬時にモジュラー型へ転換する製品は（小

川、2008a）、プロダクト側のイノベーション以上にビジネス・モデル側のイノベーションを

同時に生み出さなければ、プロダクト・イノベーションの成果を企業収益に直結させること

はできない。21 世紀の我が国エレクトロニクス産業は、このような経営環境に置かれてい

るのである。 

 

自動車や建設機械、工作機械、プロセス型の素材産業や部品産業など、現在でも擦り合

わせ型のアーキテクチャを維持する製品では我が国企業が誇る統合型もの造り能力を極限

まで追求する姿勢そのものが競争力の源泉になっている。いわゆる企業内の緊密な人的ネッ

トワークやミドル・マネージメントの自由闊達な議論、あるいは優れた現場の創発とこれを

支えるミドル・マネージメント層の濃密な相互作用（沼上ほか、2007）など、これまで語ら

れてきた日本型の経営組織がグローバル市場の競争力に直結しやすい。このような経営環境

は、製品アーキテクチャが擦り合せ型を維持している限り、デジタル化、オープン化、モジ

ュール・クラスター化などのキ－ワードで表現される 21 世紀の現在でも変わっていない。

むしろ上記キーワードに代表される経営環境の到来によって NIES/BRICS 諸国の経済が活性

化され、営々と続く技術開発投資によってはじめて生み出される擦り合せ型の製品に、巨大

な需要が生まれたのである。我が国企業が持つ擦り合わせ型アーキテクチャ製品の国際競争

力が、改めて認識されたのではないか。組織の能力とアーキテクチャとの相性から生まれる

我が国企業の競争力（藤本、2007）が、NIES/BRICS 諸国企業の台頭によって改めて脚光を

浴びるようになったのである。その背景には、擦り合せ型の技術であれば拡散スピードが非

常に遅いという、モジュラー型の技術とは際立った違いを見せる事実があった。したがって

擦り合せ型のアーキテクチャを持つ製品で語るイノベーションとは、従来と同じ技術主導、
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すなわちテクノロジーやプロダクト側におけるイノベーションが中心であり、いわゆる本稿

が定義する意味でのリニア・モデルが比較的通用し易い経営環境に置かれた産業といっても

よいだろう。 

一方エレクトロニクス産業では、1990 年代後半から我が国企業のもの造り経営環境が

歴史的な転換期に立ち（小川、2007a）、国際競争力が 1980 年代と比べようもないほど弱ま

った（新宅、2006a,2006b, 小川、2005,2006a,）。マイコンとファームウエアなどのデジタ

ル・テクノロジーが製品設計に深く介在して製品アーキテクチャを瞬時にモジュラー型（組

み合わせ型）へ転換させ、アーキテクチャと組織能力との間に巨大な乖離を生みだしたため 

である(小川、2007a)。しかしながらアジア諸国企業の場合は、アナログ技術が中心の時代

に組織能力とアーキテクチャとの間に乖離があったものの、デジタル・テクノロジーが製品

設計に取り込まれた 1990 年代後半からこの乖離が解消された。デジタル・テクノロジーの

作用が我が国企業とアジア諸国企業でそれぞれ逆に働いたのであり、ここからアジア諸国企

業が躍進して我が国企業に大きな影響を与えるようになった。モジュラー形という特定のア

ーキテクチャだけを取り込み、もう一方の擦り合せ型が欠如したアンバランスな技術体系し

か持てない NIES/BRICS 諸国は、経済成長が進めば進むほど擦り合せ型技術を輸入せざるを

得なくなったのである。 

モジュラー型製品の登場でビジネス・チャンスを掴んだNIES/BRICs諸国の市場に、営々

と続く地道な技術開発でのみ生み出される擦り合せ型の製品に巨大な需要が生まれた。しか

しながら一方では、製品アーキテクチャが瞬時にモジュラー型へ転換する 21 世紀のエレク

トロニクス産業で我が国企業は、同じように営々と続けた開発投資がグローバル市場の競争

優位に直結しなくなった。モジュラー型製品を担うNIES/BRICs諸国の興隆によって、リニ

ア・モデルが通用し難いイノベーション環境に置かれたといってもよい 7。ここではテクノ

                                                      
7 いわゆる 1945 年のブッシュ・レポートで定義されたリニア・モデルは、早くも 1950 年代初期に

疑問視されたが、1957 年のスプートニク・ショックによって再び基礎研究が重要視されるようになっ

た(宮田、2007)。これによってリニアー・モデルに潜む本質的な問題の議論が封印された。その結果、

1970 年代後期のカーター政権時代に、まずはエレクトロニクス産業でアメリカ企業の競争力が修復で

きない状態にまで弱体化する。世界に誇る研究開発成果を上げたベル研究所でさえ、優れた研究者の

大量レイオフに追い込まれている。死の谷・ダーウインの海などいう表現も生まれたが、これらの表

現は当時のリニア・モデルが持つ課題の一面を捉えただけである。エレクトロニクス関連の民間企業

で最も優れたサイエンス/テクノロジー・イノベーションを起こした IBM も、1980 年代の後半から 15
万人ものレイオフに追い込まれており、本稿が定義する意味でのリニアー・モデルがここで完全に崩

壊する。その背景には、1970~1980 年代に急速に進む技術拡散・技術流出（アメリカの視点）があり、

結果的にこれを加速させることになる 1980 年代までのアメリカの特許政策や独禁法があった。これ

を我が国企業の視点でみれば、アメリカ企業による積極的な技術譲渡・技術提供があった。更に言え

ば、これらの背景には製品アーキテクチャのモジュラー化と産業構造のモジュール・クラスター化に

よって顕在化する“組織能力との乖離”や“驚異的な技術拡散スピード”があったのであり、1970~1980
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ロジー・イノベーションやプロダクト・イノベーションよりもむしろこれらのイノベーショ

ン成果を企業収益へ転換させるビジネス・モデル・イノベーションの方が遥かに重要となっ

たのである。イノベーション投資のあり方、内弁慶から脱してグローバル市場に勝ちパター

ンを作るビジネス・モデル、更にはこれらを支える組織能力の構築などが大幅に見直されな

ければならなくなった。 

例えば液晶パネルの技術は 1970 年ころから我が国が営々と研究開発を進め、数々の企

業がテクノロジー・イノベーションやプロダクト・イノベーションを生み出してきた。しか

しながら薄型表示デバイスとしての応用が始まる 1990 年代の初期から我が国企業の市場シ

ェアが 10 年以上にわたって下落し続け、テレビ用の大型パネルは 2006 年に約 10%まで下落

した 8。大型化への技術革新を徹底的に追及することで、常にパネルの製品アーキテクチャ

                                                                                                                                                                    
年代のアメリカでリニア・モデル崩壊を加速させた。一方、当時の我が国の視点でこれを見れば、技

術拡散・技術譲渡や産業構造のモジュール・クラスター化が我が国企業に躍進のチャンスを与え、ア

メリカ企業を追い上げたのである。このような姿は、20 年後の 1990 代後半から現在に至る我が国企

業とアジア諸国企業との関係でも再現された。その後 1980 年代以降のアメリカ政府は、徹底した知

財保護など、転換された製品アーキテクチャや産業構造に適応できるような制度設計を行うが、この

プロセスでアメリカ企業が徐々にリニア・モデルの課題を経営の問題として捉えるようになった。技

術やノウハウ獲得の手段として、自社の中央研究所によるＲ＆Ｄと同等以上にＭ＆ＡやＡ＆Ｄを重視

し、21 世紀になると世界で多くの企業が、サイエンス/テクノロジー・イノベーションやプロダクト・

イノベーションなど、川上側で抱えるディレンマを経営側の問題として明確に位置づけるようになっ

たのである(IBM,2006)。なお M&A や A&D による技術獲得は、オープン・イノベーションによって

多くの技術が次々に生み出されることが前提になっている。また中央研究所の役割や M&A や A&D
の有り方、更には Global Technology Outlook や Global Innovation Outlook などで表現されるイノベーシ

ョンとその成果獲得の有り方は、製品アーキテクチャと組織能力によって大きく異なるはずであり、

我が国企業は自らの組織能力を活かす A&D や M&Ａにすべきであるのは、言うまでもない。これら

の詳細は別稿で議論したい。 
8 液晶パネル全体では 2005 年の我が国企業のシェアが 22~23%だが、設備投資を競うテレビ用の大

型パネルでは 13%のシェアになっている（別の調査では 10%以下）。しかしながら最も品質・信頼性

の厳しい車載用のパネルでは我が国企業のシェアが約 70%(2006 年)と圧倒的に大きく、また超薄型・

低消費電力が必須の携帯電話用でも 50%以上（2006 年）のシェアを持ち、大型パネルと際立った違

いを見せる。この差異も製品アーキテクチャの視点で理解できるのではないか。例えば携帯電話用の

パネルは小型化・薄型化が最優先なので、同じ TFT 基板の上に液晶パネルと駆動回路を一体化・統合

化しなければならない。しかしながらアモルファス・シリコンでは電子移動度が結晶シリコンの 1/100,
ポリ・シリコンの 1/10~ 1/20 と非常に遅いので、ドライバー回路に求められる性能が出ない。したが

ってポリ・シリコンを使わざるを得ないが、ポリ・シリコン上へ液晶パネルとしての機能･性能･品質

を均一に歩留まり良く形成するには高度の摺り合せノウハウを必要とする(レーザ・アニールなど)。
また携帯電話のパネルはテレビと違ってサイズ、機能、性能が電話機メーカ毎に異なるので、パネル

のサプライヤーは今後数世代にわたるロードマップを示しながらそれぞれの電話機メーカと個別擦

り合せを繰り返さなければならない。車載用ではこの擦り合せが更に深く高度になる。我が国企業が

携帯電話用や車載用の液晶パネルで現在も非常に高いシェアを維持できる理由がここにある。ついで

に紹介すると、携帯電話などに使われるリチューム・イオン電池でも我が国企業が圧倒的なシェアを

持つが、携帯電話の場合はまず電話側のデザインやサイズが決まって電池の形状を決める、したがっ

て重層な技術陣を持って顧客擦り合せをするなどの総合力が必要となる。これが我が国企業の競争力

を支えているのである。 
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を擦り合せ型へ戻そうとするシャープだけが頑張っているに過ぎない。擦り合せ型に戻すこ

とで組織能力とアーキテクチャとの乖離を埋め、これによってシャープは競争力を維持して

いる、と言い換えられるであろう 9。またDVDの場合は、我が国企業が基本技術開発・製品開

発・製造技術開発、更には市場開拓や国際標準化の制定などの全てを主導して必須特許を

90%以上も持っているにも拘らず、世界市場でシェアが非常に小さい。PCC社（旧九州松下）

が擦り合せ型の粋を極めた超薄型DVDドライブで頑張っているに過ぎない（全DVDドライブの

シェアは、シャープの液晶パネルと同じく、約 10%である）。旧来の松下電器が持つDNAを守

ってプロダクト･イノベーションを徹底させながら製品アーキテクチャを擦り合せ型に戻し、

これによって組織能力とアーキテクチャとの乖離を埋めているのが現在のPCC社の姿である

10。 

我が国企業に代わってグローバル市場のリーダーになったのは韓国や台湾の企業であ

り、その後中国企業も登場するようになった。この背景にもやはり、モジュラー型技術の拡

散スピードが従来まで考えられなかったほど速いという経営環境が生まれていたのであり、

1960 年代に提案されたVernonの技術移転モデル 11ではなく、本稿の５章で提案する新宅モデ

ルを経営戦略に取り込まなければならない。エレクトロニクスおよびその関連産業が上記の

経営環境に置かれたのであれば、我が国企業のイノベーションの在り方やイノベーションの

成果をグローバル市場へ展開するビジネス・モデルそれ自身も、当然のことながら従来のモ

デルから転換させる必要がある。これが本稿で発する第一の問題提起である。 

本稿で発するする第二の問題提起は、企業の研究開発投資が生み出す営業利益が製品ア

                                                      
9 なおテレビ用の大型パネルは設備投資が非常に重く、またパネル・コストに占める減価償却費が

20~30%にもなるので、上記に延べた重層な技術対応力ではなく、新規投資に対する資金調達や国の

優遇政策などが国際競争力・市場シェアに大きく影響する。いうまでも無いが設備の減価償却費が製

品コストの 70％にも及ぶ半導体ではこれが更に大きく影響する。ここでは技術イノベーションよりも

政策イノベーション（例えば比較優位の制度設計など）がシェアを左右すると言ってもよい。さらに

は、我が国で作る液晶パネルの国際競争力に為替が大きく影響する。1990 年代前半におきた１ドル９

０円前後の為替レートが今後起きたとき、国内への巨大投資で作るシャープの液晶パネルは、ビジネ

ス制度設計で遥かに有利な台湾や韓国のパネルに対して競争力を維持できるであろうか。これらの分

析については別稿に譲りたい。 
10 多くの我が国企業は、常に擦り合せへの引き戻そうとしてプロダクト・イノベーションを追求し、

ユーザの要求を遥かに超える機能･性能の製品を次々に開発するが、その延長にイノベーターズ・デ

ィレンマ（クリステンセン、2001）が待っている。本稿の６章で詳述するように、その背景には製品

アーキテクチャのモジュラー化と新宅モデルの顕在化があった。液晶テレビのように大型パネルへの

挑戦がコスト低減と完成品の差別化に直結している間はイノベーションが競争力に直結する。しかし

ながら、記録容量が規格で決められているＤＶＤの場合は直結する領域が狭く、すぐにモジュラー化

がはじまって我が国企業の組織能力との間に巨大な乖離が生じる。これを打破したのが PCC 社の超

薄型化への挑戦や Super Multi DVD というコンセプトへの挑戦であった（小川、2006b,2006c）。PCC
社は我が国企業の得意技が生きる擦り合せ型のビジネス・ドメインを自らの力で創り出したのである。 
11 Vernon(1966) 
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ーキテクチャによって著しい違いを見せる点にあり、実はこの違いもアーキテクチャと組織

能力との相性や乖離によって生まれている、と考えられる。製品アーキテクチャがゆっくり

変わる擦り合せ型の製品では従来型の経営を徹底的に追求する姿勢が収益に直結するが、瞬

時にモジュラー型に転換するエレクロニクス関連製品では、経営側が担うべきビジネス・モ

デルそれ自身でイノベーションを起こさないと研究開発投資を企業収益に結びつけること

ができない。ここでもやはり、従来のイノベーション論が再検討を迫られていると考えるべ

きではないだろうか。これは企業の研究開発だけでなく、他の多くの公的研究機関でも例外

ではない。 

我が国では 1996 年から 2005 年まで続いた第一期と第二期の科学技術基本計画で 42 兆

円が、また 2006 年から 2010 年までの第三期では更に 25 兆円の税金が注ぎ込まれる。ここ

には、研究開発投資が生み出すテクノロジー・イノベーションが我が国企業の国際競争力を

高めて国富の蓄積に直結する、という暗黙の前提がある。第一期の成果が具体的な商品に結

びついた事例はまだ少ないとはいえ、世界経済のグローバル化がこれほど進んだ現在、我が

国エレクトロニクス産業の国際競争力が依然として低下したままである。先に述べたように、

1990 年代に圧倒的な技術力を誇った液晶パネルは特に第五世代が登場する 2002 年ころから

我が国企業の市場シェアが一段と下落した。1980 年代の後半から 1990 年代にかけて圧倒的

な技術力を誇った我が国のデジタル携帯電話も、1990 年代後半から海外市場で競争力を失

った。現在では日本市場だけに閉じ込められて世界市場（2007 年に 10～12 億台）の 5％以

下までシェアが落ちている。擦り合わせ型だから強いと言われ続けたノート・パソコンもつ

いに 2000 年の初頭から、製造シェアはもとより販売シェアも急落して 20%を切った。かつ

て 60%のシェアを誇った半導体やDVDも現在ではわずか 20%強に過ぎない。代表的な白物家電

の冷蔵庫は世界市場（年間 7,500 万台）の 15%以下、21 世紀のデジタル情報ネットワークを

支える基幹インフラとしてのルーターは、我が国市場の中でさえその 70％もの市場シェア

が海外企業に握られたままである。21 世紀の環境問題を解決すると期待される太陽光発電

も、NEDOと我が国企業の連携でテクノロジー・イノベーションやプロダクト・イノベーショ

ンでは大成功をおさめたが、大量普及が始まる 2007 年からグローバル市場で競争力を失お

うとしている。企業の研究開発投資が企業収益に直結しない悪循環がここまで拡大していた

のである 12。更には、21 世紀の省エネ技術と期待される固体照明のケースでさえその兆候が

                                                      
12 本稿では巨額のイノベーション投資によってテクノロジー・イノベーションやプロダクト・イノ

ベーションが生みだされた後のフェースを、しかも実用化後に製品アーキテクチャがモジュラー型に

転換されやすい分野を議論の対象にしている。一部に政府の巨額イノベーション投資が実用化に結び

つく投資効率を問題視する意見もあるが、効率の評価方法に議論は残るものの、基礎研究から実用化

に至る効率を正しく把握するのが困難なのはどの国でも同じである。この領域の投資効率を議論する
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見え隠れするようになった。テクノロジーやプロダクト側のイノベーションに対して必ずし

も貢献しなかった海外企業が、ビジネス･モデルで我が国企業を追い詰めてきたのである。 

ビジネス・モデルで我が国企業が劣勢に立つ背景には、製品アーキテクチャのモジュラ

ー化が生み出す驚異的な技術拡散スピーに対応できないという、アーキテクチャと組織能力

との間の巨大な乖離があるのではないか。乖離が大きくなれば、企業内の緊密な人的ネット

ワークやミドル・マネージメントの自由闊達な議論、あるいは優れた現場の創発とこれを支

えるミドル・マネージメント層の濃密な相互作用、などの表現で特徴付けられる企業組織が

例え理想的な姿であっても、グローバル市場で競争力を構築することができない。この意味

で液晶パネル、DVD、携帯電話、ネットワーク・システムなどの事例は、本稿の定義による

リニア・モデルの崩壊を示す象徴的な出来事であった 13。ラディカルな技術イノベーション

が競争力に直結するという経営環境は我が国でもこの時点から既に崩壊していたと考えら

れる。最近になって、垂直磁化記録を、我が国が生み出した代表的なイノベーションと称え

られているが、このテクノロジーを使う磁気ディスク・ドライブのビジネスで高い収益を上

げているのは全てアメリカ企業である。我が国のハード・ディスク・ドライブ・メーカは、

                                                                                                                                                                    
場合は、欧米諸国のケースと同じ土俵で比較する必要がある。少なくとも図 1と同じように企業の研

究開発投資の場合について分析をすると、本稿が議論の対象に据えたモジュラー型のアーキテクチャ

を除けば、我が国の投資効率は決して悪くはない。本稿で着目しているのは、政府及び企業の研究開

発投資によって生み出された太陽光発電、固体照明、燃料電池、有機ＥＬ，その他ナノテク関連など、

多数の有望技術を国や企業の国際競争力に直結させるための仕組み作りである。地方の有力大学を拠

点とする知的クラスター型イノベーションで、固体照明（山口大学）や有機ＥＬ（山形大学）が大き

な成果を挙げている。しかしながらこのような成果をグローバル市場で我が国企業の競争力強化へ結

びつけるという、ビジネス・モデル側のイノベーションがなければ、我が国のイノベーション・シス

テムは完結しない。これが本稿の基本メッセージである。なお上記のイノベーション成果を最も上手

に活用しているのが韓国企業ではないかと揶揄する意見もあるが、これは 20～30 年前の我が国がア

メリカで言われたことであった。 
13 繰り返すが、本稿ではテクノロジーやプロダクト・イノベーションの成果がグローバル市場で企

業の経済価値に転換されるか否かの視点に立ってリニアー・モデルを議論している。最近の技術世論

で“日本のエレクトロニクス業界は人々の生活を変えるような新製品を生み出していない”、あるい

は“日本企業は i-POD のような、組み合せ型・水平分業型で新製品をなぜ生み出せないのか”、とい

う意見が散見されるようになった。しかし DVD や薄型テレビ、デジタル携帯電話、メモリー・カー

ドなど、我が国エレクトロニクス産業は 1990 年代から世界に誇る多数のプロダクト・イノベーショ

ンを生み出してきたことを忘れてはならない。また i-POD と類似の商品もアップルよりも５年以上前

の 1990 年代後半から複数の我が国企業が既に開発済みであった。しかしながらこれが企業収益やグ

ローバル市場の経済的な価値へ転換できていない。この点こそ我が国企業が直面する最大の課題とな

っている。テクノロジーやプロダクト・イノベーションの成果をグローバル市場で企業の経済価値に

転換されるか否かの視点に立ってリニア・モデルを議論する本稿の主張がここにあることを再度強調

したい。この視点に立つこと無くして２章で示す図 1 や図 2 の深層にある問題の解明が不可能であり、

そして我が国の生み出すイノベーションの成果をグローバル市場の経済的な価値や社会的価値へ転

換させるためのビジネス・モデルを議論することができないからである。我が国のＭＯＴ教育でもビ

ジネス・モデル・イノベーションをもっと重視すべきではないだろうか。 



製品アーキテクチャのダイナミズムを前提にした日本型イノベーション・システムの再構築 

 
11 

赤字かあるいは極めて低い収益に苦しめられ、技術力を高めてもなぜ利益を上げられないの

かという悲痛な叫びがテクノロジーやプロダクトのイノベーション現場から多く聞こえる。

この実態を我々はどのように捉えればよいのだろうか。リニア・モデルを最終的に完成させ

る仕掛け作りが経営側のビジネス・モデル・イノベーションだとすれば、これが取り込まれ

ていない現在のイノベーション論で我が国企業が抱える切実な課題を解決するのは困難で

ある。 

非常に興味深いことだが、レンズ・シャッター・CCDモジュール・Ａ／Ｄ変換・画像エ

ンジンなど、基幹部品相互の依存性が非常に強いデジカメ（DSCで）は、例えコンパクトDCS

でも我が国企業の製造シェアが依然として 60％を越える 14。更に言えば超擦り合せ型の一眼

レフ・デジカメでは製造シェアも販売シェアもほぼ 100%であり、瞬時にモジュラー型へ転

換するDVDと際立った違いを見せる。この事例が示すように、摺り合せ型のアーキテクチャ

を持つ製品では、本稿で定義したトータル･リニア・モデルが明らかに成立しやすい。 

これまでの我が国企業は、競争力の源泉をまず生産現場に求め、その後 1980 年代から

生産現場とともにプロダクト・イノベーションにも求めるようになった。しかしながら現代

の我が国エレクトロニクス産業が経営環境の歴史的な転換期に立っているのであれば、生産

現場の組織能力とアーキテクチャとの巨大な乖離、さらにはプロダクト･イノベーションを

企業収益に直結させるリニア・モデルの崩壊とその背景を正しく把握し、ここから競争力の

源泉を再構築しなければならない。再度繰り返すが、我が国が生み出すプロダクト･イノベ

ーションの成果をグローバル市場の経済的価値（あるいは企業収益）に転換させる仕組み作

りとして、またこの過程で世界の社会的な価値創造に寄与する仕組み作りとして、特に製品

アーキテクチャがモジュラー型に転換しやすい産業においてこそ、研究・開発側よりもむし

ろビジネス・モデル側でイノベーションが求められているのである。あるいは技術や商品開

発を担う技術者が市場に出て、自らの手でビジネス・モデル側のイノベーションも同時に起

こすベンチャー起業家を、多数輩出させなければならない。我が国が生み出すテクノロジー

                                                      
14 世界的な調査会社であるガートナーによれば、一眼レフを含む全 DSC で我が国トップ７社（キャ

ノン、松下電器、ソニー、オリンパス、ニコン、富士フィルム、ペンタックス）の販売シェアは 2006
年で約 80%であった。コンパクト・デジカメだけを見ても我が国企業の製造シェアが約 65%に及んで

いる（販売シェアは 75%）。いずれにせよ大量普及がはじまった 1997 年ころから 10 年以上も経た現

在でも、我が国企業が世界市場を席巻しており、DVD や携帯電話、液晶テレビなどと際立った違い

を見せる。なお上記の我が国企業はコンパクト DSC の多くを中国（キャノン、ソニー、オリンパス、

富士フィルム）やタイ（ニコン）およびフィリピン（ペンタックス）で製造している。それでも技術

拡散がほとんど起きていないのは、CD や DVD などに使う光ピックアップ（小川、2007a）と同じく、

完成品としてのデジカメそのものが持つ擦り合せ型のアーキテクチャ特性が長期にわたって維持さ

れているためと考えられる。この詳細については DSC のアーキテクチャと携帯電話用のカメラ・モ

ジュールのそれを比較しながら別稿で述べたい。 
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やプロダクト側のイノベーションを企業収益やグローバル市場の競争力へ直結させるとい

う仕掛け作り、すなわち人為的･強制的にリニア・モデルを成立させる仕掛けづくりとして

のビジネス・モデル・イノベーションが取り込まれないと、我が国のトータル・イノベーシ

ョン・システムは完成しない。 

結論を先取りすれば、まず第５章に示す図８の新宅モデルや図９に示すアーキテクチ

ャ・ベースの技術拡散モデルの持つ意味を正しく理解することが重要である。たとえオープ

ン環境であっても、市場支配力と利益の源泉構築には技術モジュール相互の依存性強化、あ

るいはValue Chainを構成するビジネス・レイヤーの相互依存性を徹底的に強化しなければ

ならないことが理解されるであろう。オープン環境のモジュール・クラスター型産業構造の

中でもやはり、統合型のビジネス・モデルを追及することで市場支配力と利益の源泉構築が

可能になる。全てをオープンにして存続できる企業などあり得ないからである。本稿ではそ

の代表的な事例としてアーキテクチャ・ベースのプラットフォーム形成を取上げ、これを

新・日本型イノベーションと位置づけた 15。 

 

２．我が国の製造業が置かれた経営環境 

 

２．１ 製品アーキテクチャの視点で見る研究開発投資と営業利益 

図１に我が国の製造業に見る研究開発費と営業利益率との関係を示すが 16、いわゆる擦

り合わせ型に位置取りされる製品の業界では、研究開発投資をすればするほど営業利益が高

くなるという極めて正常な姿を示している。しかしながらモジュラー型に位置取りされるデ

ジタル家電、半導体デバイス・液晶パネル、コンピュータとその関連機器（ハードウエア） 

および情報通信では、研究開発投資が多いほど営業利益が少ないという異常な経営環境に我

                                                      
15本稿では、擦り合せ型の匠の技や知財を集中カプセルしたアーキテクチャ・ベースのプラットフォ

ーム形成（小川、2007b）をビジネス・モデル･イノベーションとして取上げるが、これ以外に、技術

ノウハウを分散カプセルさせた巨大モジュールとしての Turn-Key-Solution 型生産システム、およびノ

キアの携帯電話やアップルの i-Pod に代表される完成品側のビジネス・モデル・イノベーションが極

めて重要である。更にはキャノンが推進するコンパクト・フォト・プリント（ＣＰＰ）などに例を見

るように、巨大なインストールド・ベースに育ったデジカメやカメラ付き携帯電話市場で展開する擦

り合せ型完成品のビジネス・モデルも注目に値する。これらはいずれも、単に基幹技術をブラック・

ボックス化するだけではなく、ブラック・ボックス技術とオープン環境の技術モジュールや技術シス

テムとの相互依存性を強化することではじめて、あるいは摺り合せ型製品をユーザまで届ける道を標

準化によって徹底的にオープン化し、オープン領域を擦り合せブラック・ボックス領域からコントロ

ールすることによってはじめて、市場支配力と利益の源泉を構築している。 
16日本機械輸出組合の国際競争力委員会、2006 年 3 月時点“日米欧機械産業の国際競争力の現状”、

で報告されたデータを筆者が加工・編集。我が国エレクトロニクス産業には１社で多数の業種を担う

統合型企業が多いので、決算書からそれぞれの業種を抜き出して営業利益と研究開発費の関係を調べ

た。これらをそれぞれ加算して作ったのが図１に示すデータである。 
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が企業が置かれている。また図２に示すように、エレクトニクス産業に見る上記の経営環境 
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図1 我が国エレクトロニクス産業に見る研究開発の効率

出典： 日本機械輸出組合、2006年３月時点
“日米欧アジア機械産業の国際競争力の現状”
のデータを小川が加工編集した

 
が顕在化したのは 1990 年代の中期からであった。図２に示すデジタル家電、半導体デバイ

ス・液晶パネル、コンピュータ、情報通信などに携わる海外企業を見ると、例えばコンピュ

ータ産業ではインテルがありマイクロソフトがいる。ノート・パソコン市場における東芝（ノ

ート・パソコンのシェア：約 10%）などの一部の例外はあるものの、我が国企業の製品は多

くがグローバル市場に競争優位を築けず、国内市場に閉じ込められた。情報通信産業の代表

的な製品である携帯電話やネットワーク・システムでも、ノキア、モトローラ、クアルコム、

シスコ・システムズ、ルーセント・テクノロジーズなど、我が国の競合企業がグローバル市

場に多数存在する。そしてここでも我が国企業の製品がグローバル市場に競争優位を築けず、

国内市場へ閉じ込められた。 

これら外国の競合企業は例外なく 1970～1980 年代に興隆したベンチャー企業であり、 

1990 年代の中期から後半にかけて現在のビジネス・モデルを完成させている。ここでテク

ノロジー・イノベーションを経済的な価値（この場合は企業収益）に転換させる仕組みや世

界の社会的な価値創造に寄与させる仕組みは、すべて経営者側のビジネス・モデル・イノベ

ーションが担った。我が国企業は初期の段階で優位に立つが、市場がグローバルに展開する

フェーズになると徐々に劣勢に回って急速に市場シェアを失う。国際競争力が為替によって

大きな影響を受けたのは紛れもない事実だが、図２に示すように特にエレクトロニクス産業
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だけが為替以外の要因によって 1990 年代中期から競争力が急に衰えた。その背景には製品

アーキテクチャのモジュラー化現象が、まずエレクトロニクス産業でおきていたと考えられ

る。更に言えば、欧米のベンチャー型企業が生み出すビジネス・モデル・イノベーションに

よっても我が国エレクトロニクス産業が劣勢に立たされていたのである(小川、2007a,2007b)。 
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世界的なＩＴ
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しかしながら我が国企業のなかでも、特に擦り合わせ型製品に位置取りされるプロセス

型の素材産業や電子部品産業、精密機械産業などは現在でもグローバル市場で非常に高い市

場シェアを持っており、また工作機械や建設機械および自動車産業も 21 世紀に入って国際

競争力がさらに強まっているなど、図１に示すマクロなデータを裏づける事実が多く観察さ

れる。擦り合わせ型のアーキテクチャを維持する産業では、デジタル化、オープン化、モジ

ュール・クラスター化などのキ－ワードで表現される 21 世紀の現在でも、我が国企業が誇

る統合型もの造り能力を極限まで追求する姿勢そのものがグローバル市場で非常に強い競

争力を支えている。少なくとも擦り合せ型のアーキテクチャを持つ製品ならグローバル市場

の競争力が現在でも維持･拡大されており、長期にわたる高い営業利益率となって現れるこ

とが図２からも理解されるであろう。 

 

２．２ 製品アーキテクチのダイナミズムを前提とした組織能力のあり方、ならびに経営側が担うべ

きビジネス・モデル・イノベーションの役割 
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我が国企業が営々と磨いた 1970~1980 年代の組織能力が 21 世紀のグローバル市場で全

く通用しないのではない。我々が取り上げるべき論点は、まず第一に企業の組織能力が製品

アーキテクチャに適応して初めて高い競争力がグローバル市場で発揮されるという仮説で

ある。製品アーキテクチャに大きな変化がなければビジネス・モデルも組織能力も共に変え

る必要は無く、我が国企業が営々と磨いた組織能力がそのまま 21 世紀のグローバル市場で

競争優位に直結する。この経営環境下では沼上らの主張（沼上、2007）がそのまま当てはま

るであろう 17。 

第二の論点は、製品アーキテクチャが変わればそれに組織能力を適応させ、採用すべき

ビジネス・モデルを変えなければならないという仮設である。言い換えれば、図１や図２に

現れたエレクトロニクス産業の背景には、擦り合せ型製品に過剰適応した組織能力のままで

モジュラー型に転化した製品市場に突入し、ここから組織能力とアーキテクチャとの間に巨

大乖離ができてしまったのではないか、という議論が出てくる。組織能力と製品アーキテク

チャの乖離は、アーキテクチャの動態的な変化が起きて初めて大きな経営問題に転化された

という意味で、沼上らの主張はどこまで有効であろうか 18。いずれによせ従来のアーキテク

                                                      
17 擦り合せ型のアーキテクチャを持つ製品の場合は、技術拡散が起き難いので研究開発投資が企業

収益に直結しやすい。したがってこのような組織能力を蓄積してきた我が国企業は、沼上らの主張す

る企業内の緊密な人的ネットワークやミドル・マネージメントの自由闊達な議論、あるいは優れた現

場の創発とこれを支えるミドル・マネージメント層の濃密な相互作用の成果がそのままグローバル市

場の競争力に直結しやすい。これはアメリカ企業でも同じである。例えば擦り合せ型・ブラック･ボ

ックス型の MPU ビジネスを主導してきたインテルでも、ミドル・マネージメントの育成に最も心血を

注いできており（グルーブ、1996）、これがビジネス・モデル・イノベーションと一体になってイン

テルの市場支配力を維持してきた。インテルは MPU の技術革新を追及しながら知財戦略を徹底するこ

とで擦り合せ型技術の独占体制を磐石なものにしており、テクノロジー側のイノベーションがミド

ル・マネージメントを介して競争力に直結する構造、すなわちリニア・モデルを人為的に実現させる

組織構造と組織能力を徹底させていたのである。インテルでは 5年～10 年以上にわたる基礎研究がイ

ンテルの競争力を支えている。非常に興味深いことであるが、オープン環境の中でさえ擦り合せ型の

製品アーキテクチャを維持しているインテル社(MPU と Chipset) やシーゲート社 (HDD)は、長期の研

究を担う研究所と各事業部が担う短期の研究所を組み合わせるＲ＆Ｄ体制を維持しており、ここでは

本稿の定義によるリニア・モデルがほぼ成立している。一方モジュラー型のアーキテクチャを持つ製

品の場合は、アメリカ企業の多くが自社に研究所を持たずにＭ＆ＡやＡ＆Ｄによる新技術獲得が主流

である。一方、我が国エレクトロニクス関連企業は擦り合せ型の製品で成立する社内イノベーショ

ン・システム（Ｒ＆Ｄの仕組み）を維持しながら、モジュラー型製品の経営環境に突入してしまった。

我が国では、製品アーキテクチャを見据えたＲ＆Ｄの在り方がまだ議論の対象になっていない。 
18 例えば我が国の液晶技術を見ると、現場の研究者・技術者による営々として努力によって数々の

テクノロジー・イノベーションやプロダクト・イノベーションが生み出され、我が国企業は 1990 年

代に圧倒的な競争優位を築いた（沼上,1999 が出版される直前の 1996 年に約 80%）。しかしながら、

産業構造がモジュール・クラスター型に移行する第５世代から液晶パネルの製造システムが巨大モジ

ュールとしての Turn-Key-Solution 型へ転換させ、これをプラットフォーム化することが可能になった。

そして液晶パネルを使うテレビ側の製品アーキテクチャそれ自身がモジュラー型に転じるタイミン
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チャ論に見る静態二元論では、上記の第一の仮説を議論できるものの第二の仮説の背後に潜

む“乖離現象”や“スピード差”を導き出すことは困難である。 

図１で研究開発投資と営業利益の関係が正常な姿を示す産業に、自動車、化学工業、事

務機械、建設・農業機械、工作機械、プロセス型の部品･材料などが位置取りされている。

ここにもマイコンやファームウエアが多用されてはいるが、製品の基本機能を担う領域にデ

ジタル・テクノロジーが深くは介在できていない。基本機能はいずれも材料技術･部品技術･

光学技術・機械加工技術が担っており、その上でさらに設計の深部でこれらの部品・部材・

機械加工技術が互いに強い相互依存性を保って製品機能を支配している。したがって製品ア

ーキテクチャはモジュラー型に転換されていない。デジタル化、オープン化、モジュール・

クラスター化などのキ－ワードで表現される 21 世紀の現在でも、我が国企業が誇る統合型

もの造り能力を極限まで追求する姿勢が、エレクトロニクス以外の産業で非常に強い競争優

位を維持できている理由がここにある。更に言えば、例えエレクトロニクス製品であっても

1980 年代は全てアナログ技術で構成される摺り合せ型だったのであり、したがってアジア

諸国企業の参入は困難であった(小川、2007a)。擦り合せ型のままでは、当時のアジア諸国企

業が組織能力との巨大な乖離を埋められなかったためである。 

製品アーキテクチャが本質的に変らず組織能力との乖離がまったく無いなら、あるいは

設計の深部でアーキテクチャを常に擦り合わせ型に維持できる製品の場合では、我が国が得

意とする垂直統合型・フルセット形に最適化された組織能力を変える必要が全く無い、とい

うことになる。現在でも製品アーキテクチャが依然として擦り合せ型を維持している産業で

はアーキテクチャと組織能力との乖離は生まれず、我が国企業は 1980 年代から現在まで強

い競走優位を維持できている。これが図 1 や図 2 に示す擦り合せ型アーキテクチャ主体の産

業に対する説明となるであろう。しかしながらマイコンとファームウエアが製品設計の深部

で深く介在するエレクトロニクス関連の産業では、我が国企業とアジア諸国企業とに見る競

争優位の位置取りが、1990 年代の後半から劇的に変わった。デジタル・テクノロジーの作

用が我が国企業とアジア諸国企業でそれぞれ逆に働いたのであり、我が国企業はテクノロジ

                                                                                                                                                                    
グから、すなわちパネルや画像エンインがオープン市場で大量に流通するタイミングから、我が国企

業の競争優位は急速に劣えた。企業内の緊密な人的ネットワークやミドル・マネージメントの自由闊

達な議論、あるいは優れた現場の創発とこれを支えるミドル・マネージメント層の濃密な相互作用な

どが生み出す成果は、ここから国際競争力に直結しなくなった。液晶や DVD、携帯電話などのビジネ

ス事例が示す現在の姿は、我が国に見るリニア・モデル崩壊の象徴的な出来事だったのではないか。

現在の我が国が、テクノロジーやプロダクトではなくビジネス・モデル・イノベーションが主役にな

る経営環境に置かれているという意味で、特にエレクトロニクス産業では、いわゆる MOT もテクノロ

ジー側から見る視点だけではなく、むしろ本稿の図 15 に示すビジネス・モデル側に焦点を当てない

と、我が国企業がグローバル市場で勝ちパターンを作る人材育成に直結しない。 



製品アーキテクチャのダイナミズムを前提にした日本型イノベーション・システムの再構築 

 
17 

ーやプロダクト側と同等以上に、ビジネス･モデル側のイノベーションが迫られているので

ある。 

多くの我が国企業は、いわゆる 1960 年代のVernonモデルと同じように、アジア諸国を

完成品の組み立て地域としてのみ活用してきた。そしてアジア諸国企業との協業で生まれる

アーキテクチャ・ベースのプラットフォーム形成というビジネス・モデルで、我が国企業は

アメリカやヨーロッパ企業に先をこされてしまった。もしこれが図 1 や図 2 に見る擦り合せ

型の製品であれば、従来通りでも何ら問題はない。しかし瞬時にモジュラー型に転換する製

品で構成される産業では、我が国企業がこれまで経験しなかったビジネス・モデルが立ちは

だかっており、グローバル市場で勝ちパターンを構築するのが極めて困難になった。その上

で更に、欧米諸国との協業プロセスで身に付けたプラットフォーム・ベースのビジネス・モ

デルを当たり前のように取り込むアジア諸国企業が、我が国企業を脅かすまでになったので

ある。韓国のサムソンには日本企業をモデルに進めた経営をアメリカ型へ転換させる機運が

1990 年代の中ごろからあったが、1997 年のIMF管理下入りを契機にアメリカ型へ大転換さ

せた。日本的な垂直統合モデルをオープン・クラスター型の産業構造へ強制的に適応させた、

と言い換えられるであろう 19。 

後知恵ではあるが、図 1 や図 2 でモジュラー型に位置取りされる産業の場合は、Vernon

モデルではなく本稿の５章で提案する新宅モデルを経営に取り込みながらアジア諸国企業

との協業モデルを構築すべきであった。欧米企業の中でも特に伝統的な企業は、ごく最近ま

で我が国企業と同じ状況に置かれたが、1979~1980 年代に興隆したアメリカ・ベンチャー企

業群だけが、既に 1980 年代から Vernon モデルを捨てて無意識のうちに新宅モデルを活用し

ていたのである。 

製品の基本機能を担う中核技術にデジタル・テクノロジーが深く介在しやすいエレクト 

ロニクス産業で、オープン化、モジュラー化、モジュール・クラスター型などのキーワード

が生きる経営環境が生まれた。この転換が非常に短期間で起きたために、組織能力を適応で

きない企業はすぐ競争優位を失ったが、これは現在の我が国エレクトロニクス産業だけでは

なく、1980 年代の伝統的なアメリカ企業でも同じように起きていたのである 20。一方、

1970~1980 年代に興隆したアメリカ・ベンチャー企業や 1990 年代に興隆したアジア諸国企

                                                      
19 なおサムソンは 2007 年 12 月に開催されたサムソン・グループの幹部会で、2008 年から再び日本

重視へと基本戦略を 10 年ぶりに転換させた。サムソン・グループは自ら磨き上げた組織能力の可能

性と限界を常に理解して自ら変えて行くという組織能力を持っている。 
20 非常に興味深いことに、類似の現象が中国携帯電話産業でも 2005 年ころから観察される。これら

の体系的な整理は別稿に譲りたい。合意形成型が多い我が国企業は、サムソンに見るトップダウン型

の変革が極めて困難である。したがってまずは強力なスタッフ集団を養成し、その上で現在の組織能

力をオープン環境で活かすビジネス・モデル・イノベーションを、個別製品ごとに進めざるを得ない。 
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業は、当時の伝統的なアメリカ企業や現在の我が国とは逆に、デジタル・テクノロジーの進

化が製品アーキテクチャと組織能力との乖離を埋める作用をしたのであり、これが経済の活

性化に著しく貢献した。 

新興の欧米諸国企業やアジア諸国企業にとって、擦り合わせ型製品では現在でも 1980

年代と同じようにアーキテクチャと組織能力との間に大きな乖離があり、我が国企業の製品

に依存せざるを得ない。この意味で製品アーキテクチャがモジュラー型に転化されて作り出

されるモジュール・クラスター型の産業構造が、我が国の摺り合せ型製品に特需を生みだし

たのである。これもまた図１と図２に示す我が国企業の擦り合せ型アーキテクチャを持つ製

品に対する視点を変えた説明であることは容易に理解される。擦り合せ型製品に見る欧米企

業やアジア諸国企業で組織能力とアーキテクチャの巨大な乖離がある限り、擦り合わせ型の

製品を担う我が国企業は、現在の伝統的な組織能力を更に磨き上げながらこれまでのビジネ

ス・モデルを徹底的に追及することによって、オープン・クラスター型の産業興隆がもたら

す NIES/BRICs 諸国の特需を享受し続けるはずである。 

 

３．半導体に見る産業構造のダイナミズムと競争優位の位置取り変化 

前章までアーキテクチャがモジュラー型転換された製品、およびモジュール・クラスタ

ー型に転換されてしまった産業でこそビジネス・モデル・イノベーションが求められている

ということを、何度も繰り返した。また本稿の目的は、日本型イノベーションに関するフレ

ーム・ワークを提案することであった。これまで筆者は DVD や VTR およびパソコンの事例を

挙げながら産業構造がモジュール・クラスター型へ転換されるプロセスを紹介した（小川、

2006a,2007a）。本章では 1970 年代までプロセス型産業の代表といわれた半導体産業でも、

デジタル・テクノロジーが介在しはじめた 1980 年代から VTR や DVD 産業と類似の現象が

起きていたことを明らかにし、この延長で部品や素材が、更には自動車にさえ類似の兆候が

現れていることを紹介したい。 

 

３．１ 半導体産業に見る産業構造のダイナミズム 

1960~1970 年代の半導体産業は、フェアチャイルド、ロックウエルあるいは現在も残る

テキサス・インスツルメンツやインテルなどのベンチャー企業だけでなく、例えばIBMのよ

うに自社のコンピュータに使うのは自社で作るというフルセット統合型企業が半導体産業

を牽引していた。これが我が国のコンピュータ業界や家電業界でも事情は同じであり、自社

内部に半導体の設計・製造部門を取り込むことがグローバル市場で勝ちパターンを構築する

ための基本戦略であった。半導体それ自身が完成品のコスト・機能･性能で差別するための
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大きな役割を果たすようになり、付加価値が半導体デバイスへ集中するようになったためで

ある。ところが 1981 年に登場したIBM PCがパソコン市場を活性化させ、1990 年代の中期に

は年間数 100 万台という巨大市場を生み出すが、この時点からIBM互換パソコン市場に 200

社以上も参入する巨大市場となって半導体産業を巡るビジネス環境が一変した。パソコン本

体のIC Chipsetはもとより、キーボード、フロッピー・ディスク、ハード・ディスクやディ

スプレイ関連のIC Chipsetでも、アメリカ半導体産業が経験しなかった巨大市場が生まれた

のである 21。 

                                                      
21 1975 年に富士通が世界ではじめてバイポーラ型の高速ゲート・アレー開発に成功して商品化し、

1980 年代の初期にカルフォルニアのサンタ・クララにデザイン・センターを開設している。富士通に

よる高性能ゲート・アレーの商品化は、1981 年の IBM PC 登場とともに興隆する互換機ベンダーに多

大な影響を与えた。これが結果的にモジュール・クラスター型の産業構造を生み出すインフラになっ

て、アメリカＩＴ産業の本格的な興隆につながる。当時の富士通にゲート・アレーを大量注文した顧

客には、IBM 互換パソコンの Chipset で大きなシェアを持つに至った Chips&Technology 社はもとより、

ＨＰ，コンパックなどのパソコン・ベンダーの名前、および電子回路の CAD 設計ベンダーの名前が

多数見られる。ゲート・アレーの登場からいわゆる EDA ソフトの技術革新がはじまり、EDA（Electronic 
Design  Automation）の機能･性能が飛躍的に向上するにつれて EDA 側にパソコン Chipset やその周辺

機器 Chipset の設計ノウハウがゲート・アレー側では無く EDA のソフトウエア側に蓄積された。トラ

ンジスタをアレー状に敷き詰めたゲート・アレーは、EDA の技術イノベーションによって単なるハ

ード部品としての機能に位置取りされたのである。マイコンが内臓された SystemLSI ならマイコンを

動かすファームウエア、すなわち SystemLSI 側にパソコンのノウハウが蓄積されるが（小川、

2007a,2007b）、半導体デバイス側が単純ゲート・アレーに過ぎなかった当時は、半導体側でなくワー

ク・ステーションで動く EDA ソフト側にノウハウが蓄積されていった。そして EDA が進化するにつ

れてパソコン設計と半導体デバイス設計･製造との擦り合せが必ずしも必須ではなくなり,半導体は単

なる Passive 型の部品に位置取りされてしまった。このような 1980 代に Active 型へ転換した代表的な

半導体デバイスがインテル MPU である。インテル MPU は当時最も進化した SystenLSI であるといっ

てもよい。 
デザイン・センターを介して当時の富士通は、完成品としてのパソコンの技術ノウハウを多数のア

メリカ・ベンチャー企業から学ぶことができたのではないだろうか。IBM PC が発売された 1981 年に

はじめて FM-8 が出荷されており、２年後(1983 年)には本格的なパソコンの機能を持つ FM-7 と FM-16
が、更には IBM-PC/AT が出荷された 1984 年には、マルチ･メディア・パソコンの原型となる FM77
という名機が富士通から出荷されているが、これらのＦＭシリーズはいずれも富士通のコンピュータ

事業部門ではなく、ゲート・アレーで世界シェアの 80%を握った半導体事業部門から世に送りだされ

ていた。しかしながらＯＳは IBM 互換機の MS-DOS と異なっていた。これがその後の IBM と富士通

パソコン・ビジネスに決定的な影響を与えるが、その背後にはメインフレームＯＳの著作権問題が極

めて深刻な事態になっていたのではないだろうか（伊集院、2007）。富士通は Windows3.1 が出る数年

前に画期的なマルチメディア・パソコンといわれた TM-Towns を世に出し（小川、2006a）、IBM･PC
互換機としてアメリカ市場への展開も何度か起案されたが、ついに断念した。1980 年ころに勃発した

メインフレームＯＳの著作権問題が、Windows95 の登場まで日本のパソコン産業を拘束し続けたので

ある。IBM との関係が極めて良好だった松下電器でさえ、アメリカ市場のシェアが 10%を越えそうに

なったタイミングで IBM から BIOS の著作権侵害の訴えで輸出が止まり、海外市場における松下電器

のパソコン・ビジネスが頓挫した。また ACER など、台湾のパソコン・ベンダーも同じ状況に追い込

まれ、パソコンの OEM 生産やマザーボードのビジネスへ特化せざるを得なかった。しかしアメリカ

国内のベンチャー企業はその限りでなく、PC 互換機で IBM を追い詰めたのは多数のアメリカ・ベン

チャー企業群だったのである。 
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しかしそれ以上に注目すべきは、工場を持てない多数のベンチャー企業の出現によって、

設計と製造の分業化を強く求める経営環境が生み出された事実にある。1980 年代の中期に

興隆した 250 社に及ぶ互換機メーカはいずれも新興のベンチャー企業であり、半導体工場を

持つ資金力も技術も無く、パソコンに使うＩＣチップの製造を半導体メーカに依存せざるを

得なかった。ここから生まれたのがゲート・アレー・ベースのASICと呼ばれたApplication 

Specific ICのビジネス・モデルである。ASICのモデルは、当初半導体ベンダーが仕掛けたも

のであり、顧客（パソコン・メーカ、周辺機メーカおよび半導体デバイスの設計専業会社）

の求めるＩＣチップを正しく敏速に工場で量産するために、量産を担う企業が設計手法のキ

ットを提供して設計データを顧客側に全て用意させるという、当時としては画期的なビジネ

ス・モデルであった（三輪、2001）。当時は完成品側のノウハウよりも、むしろ半導体の製

造プロセスの中にデバイスとしての半導体のノウハウ（付加価値）が最も多く詰めこまれて

いたことが、このようなモデルを生み出す背景となっている。ASICのモデルを可能にした

背景に、半導体の設計ルール（デザイン・ルール）が業界標準としてデファクト規格になり、

これを支えるEDA(Electronic Design Automation)という設計ツール(ソフトウエア)が多数生ま

れていたことを挙げなければならない 22。その後アメリカの設計専業企業（ファブレス）は

徐々に品質の良いIC チップ製造を富士通などの我が国企業に委託するようになり、ASICモ

デルを生み出したアメリカ半導体製造会社の思惑が崩れる。アメリカ半導体ベンダーの品質

が非常に悪かったのである。 

これらの経緯を図 3 に示す 1960~1980 年代の姿にまとめたが、いずれにせよ IC Chip を

設計して使う企業と IC Chip を量産する企業が 1980 年代の中旬から別々になり, 分業化が進

んだ。このような背景で我が国の半導体産業も 1980 年代の後半から ASIC ベンダーへの道 

                                                      
22 我が国のエレクトロニクス企業もメインフレームなどのコンピュータに使う半導体設計で高度な

EDA を開発していたが、1990 年ころになると投入した EDA の開発投資を自社製品だけから回収する

ことが困難になり、アメリカ・ベンチャー企業の EDA を積極的に導入するようになった。アメリカ

EDA 企業は我が国半導体デバイス・ベンダーと協業するプロセスで設計ノウハウを EDA の機能に蓄

積させ、世界の半導体デバイス・ベンダーへ提供している。 
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ﾊﾞｲﾎﾟｰﾗ
GateArray

図3 半導体産業のﾓｼﾞｭｰﾙ・ｸﾗｽﾀｰ化でｱｼﾞｱ諸国企業が興隆

 
 

を歩んだが、パソコン本体の半導体チップはもとより、周辺器としてのキーボード、ディス

プレイ、プリンター、フロッピー・ディスク、ハード・ディスクなどの完成品側のノウハウ

を採り込む多種多様なＩＣチップに関する製品企画力や設計能力は、残念ながらこのタイミ

ングからアメリカ側の周辺機メーカや半導体デバイスの設計専業企業（ファブレス）が主導

権を握るようになった。我が国企業が担った ASIC では、完成品側の技術ノウハウを知らな

くてもファンドリーに徹するだけでよかったからである。 

日本国内の電卓や家電製品、あるいは自社製品をターゲットにICを設計していた 1970

年代は、半導体ベンダー側が完成品（セット）側と常時擦り合せを行いながら多種多様なIC

を設計し（金、2006）、これを量産していた。この時点までは半導体ベンダー側にセット側

のノウハウが蓄積されて大きな付加価値を享受できたのである。しかしながら 1980 年代に

興隆したASICモデルによって設計と製造の分業化が進み、IC チップを作る立場の我が国半

導体ベンダーは製造プロセスに特化したファウンドリーの役割だけを担えば済むようにな

った 23。翻って現在のテキサス・インスツルメンツ社の組織を見ると、半導体デバイスの設

                                                      
23 この意味で言えば、ASIC のファンドリーを担う組織能力は、多品種･少量生産というオペレーシ

ョンの問題を除けば、アプリケーション側のノウハウを取り込む組織能力を必要としないという意味

で、基本的には DRAM と大きな違いがないと考えられる。逆に言えば、DRAM と同じ組織能力でよ

かったがゆえに、我が国半導体メーカが 1980 年代から ASIC ファウンドリーへスムースに移行できた

のではないか。 
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計と同等以上にテクニカル・マーケテング部門が充実しており、例えば最先端を走るセッ

ト・メーカ（例えば携帯電話端末の会社）の設計チームとGive & Takeの関係を築きながらセ

ット側のノウハウをSystemLSIの設計情報として蓄積してきた。このようなテクニカル・マ

ーケテングを世界中の先端セット・ベンダーを相手に行いながら汎用のSystemLSIを開発し、

販売時には個々の携帯電話ベンダーに他社の重要機能を見せないようにして提供する。この

ような究極のカスタマイズはSystemLSIに内臓されたファームウエアを工夫すれば比較的簡

単にできるので、カスタマイズはコスト・アップでなく付加価値アップに直結した。 

これが常にイノベーションを進めながら担う ASSP ビジネスの本質である。しかし我が

国の半導体デバイス・ベンダーの多くは 1980~1990 年代の DRAM や ASIC のファウンドリ

ー･ビジネスに組織能力が最適化（あるいは過剰適応）し、セット側のノウハウを取り込む

ための組織能力を欠いた状態で 1990 年末から SystemLSI ビジネスへシフトしようとした。

多数の業界関係者にインタビューした結果によれば、セット側のノウハウを取り込む側にい

た多くの技術者が 1990 年代の末には主流を外れて離散していたようである。人材の流動が

極めて少ない我が国では、ある特定のビジネス・モデルに組織能力が過剰適応するとそこか

ら脱出するのはほとんど不可能であり、たとえできたとしても極めて長い時間を必要とする。

製品アーキテクチャが急激に変わると組織能力との間に巨大が乖離を生む背景がここにあ

る。完成品側のノウハウを持たなくても巨大市場に参入できるようになったという意味で、

ビジネスを支える基本思想は、基幹部品を買えば CD-ROM や DVD の巨大市場へ簡単に参入

できた 1990 年代後半の韓国･台湾･中国の企業に見るそれと同じである。 

1990 年代後半から我が国企業は、ASICビジネスの組織能力にトラップされたままで

System LSIビジンスへ転換したが、これが結果的に我が国半導体産業を更に深刻な状況に誘

導したように思えてならない。設計データを顧客側に用意させるというASICのビジネス･モ

デルによって、逆に製造プロセス以外の付加価値、すなわち完成品（セット側）に近いアプ

リケーション側のノウハウを半導体メーカが内部に取りこめないグローバルな分業体制が

出来上がったからであり、更にはここで成功体験を積んだ工場側の人々が 1990 年代中期以

降の我が国企業で半導体グループの幹部になったからである。我が国半導体ベンダーの組織

能力とビジネス・モデル・アーキテクチャとの間の乖離が、ASICモデルの登場で更に大き

くなった、と言い換えてもよい。SystemLSIの付加価値は、完成品側の（セット側の）ノウ

ハウを採りこんだ製品企画と設計にあるが、我が国の半導体産業は設計と製造が完全に分離

した 1990 年代に、製品企画とこれを半導体デバイスの機能へ落とし込むノウハウ蓄積の組

織能力を失った。図４で示すように、最先端機能を持つ高級デジカメ用途など、オープン環

境で流通しにくいASICではそれなりに成功した。しかしこれを世界市場で通用させる汎用
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ASSPへと展開させるビジネスでは欧米企業に完敗している 24。図４には示していないが中

国市場でASSPビジネスを展開する台湾企業にすら追い越されたという。 
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図4 我が国企業はグローバル市場を狙うASSPで完敗

我が国企業は、オープン環境でセット側（完成品側）のノウハウを取り込む

組織能力我まだ育成されていないので、ASICをASSPへ展開できない
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出典：産業競争力懇談会
２００６年度テーマ報告
２００７年４月

日本 日本

 

上記に述べた姿はモジュラー型の製品アーキテクチャに組織能力がトラップされてし

まう現在の中国DVD産業や携帯電話産業、あるいは台湾の半導体産業・薄型テレビ産業にも

見ることができる。中国企業は外国企業が提供したプラットフォームをベースに携帯電話市

場で一時的に圧倒的なシェアを取ったものの、Full-Turn-key-Solutionとしてのプラットフォ

ームにトラップされて、自社開発の差別化技術をベースにした付加価値を作り出すことがで

きない。ビジネス・モデルに長けた外国企業に利益を吸い取られて市場シェアを急落させ、

再び外国企業が提供する別のFull-Turn-Key-Solutionを使って別の業種へビジネスをシフトさ

せることを繰り返してきた。CD-RメディアやDVDメディアに見る台湾企業も同じ運命を辿

ったのである（小川,2006c）。我が国企業が提供したFull-Turn-Key-Solutionとしての製造設備

プラットフォームが 1995~2000 年に台湾のCD-Rメディア産業を興隆させたが、

Full-Turn-Key-Solutionはその後に興隆したインドやドバイ（中東）などのDVDメディア産業

もそのまま採用した。したがって、付加価値を生み出す上位レイヤーの技術を研究開発で蓄

積してこなかった台湾のDVDメディア業界は、インドやドバイから価格競争を強いられる深

刻な事態に直面して利益の少ないビジネスになってしまった。多くの企業が市場から撤退し

たので、2005 年以降に寡占化が急速に進んでいる。Full-Turn-Key-Solutionに頼る多くの台湾

DVD産業は、やはり現在の多くの中国企業と同じく自らの力で技術イノベーションを生み出

                                                      
24 産業協力懇談会(COCN),2006 年度推進テーマ報告『日本半導体の新たな挑戦』 
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せなかったのである 25。 

台湾TSMCなど世界最大のファウンダリーも、2005 年ころからアプリケーション側（デ

バイス設計側に近いレイヤー）にいるＩＰベンダーやファブレスとの協業を強く打ち出し、

セットや半導体デバイス側の付加価値を取り込むビジネス･モデルへ転換させようとしてい

る。単純ファウンダリーへの特化だけでは、設備投資を長期に支えるために必要な巨額の利

益獲得が難くなってきたのである 26。ビジネス・モデルが同じであれば必ず採りこむべきビ

ジネス・モデル・イノベーションといってもよいだろう。 

いずれにせよ図 3 で示すように、作る人と使う人とが分業するビジネス・モデルが半導

体産業で更に進化する 1990 年代になると、現在のクアルコム（Qualcomm）社に代表される

ように、設計だけして製造投資をしない、つまりファウンドリーに量産を委託するビジネ

ス・モデルが当たり前になった。ここから台湾のUMCやTSMCに見る製造専業の巨大ファウ

ンドリーが半導体業界で圧倒的な影響力を持つようになるが、その背景に台湾政府の手厚い

優遇政策があった。また 2000 年代になると、アーム社 27のようにASSPの一部を構成するソ

フトウエア・モジュール（IP：Intellectual Property）だけを持つ専業会社が大きな影響力を持

つようになり、半導体産業が更に細かく分業化された。現在ではアーム社と類似のビジネ

ス・モデルを担う専業企業が数え切れないほど輩出し、ASSPを構成するIPの流通とその活

用が当たり前になっている。これらのIPモジュールを組み合わせれば所望の機能を持つ

ASSPをEDAで設計できるので、電子データになった設計情報をファウンダリーに出せば半

導体チップとなって戻ってくる。このように、半導体産業は大変なスピードでモジュール・

クラスター型の産業構造に転化され、我が国企業が持つ組織能力との乖離がますます大きく

なった。    

半導体の技術イノベーションが多種多様な産業でイノベーション連鎖を起こすように

なったという意味で、半導体産業は 21 世紀の持続的な経済成長を支える基幹インフラにな

った。そして半導体産業のモジュール・クラスター化が世界の景気を循環サイクルから抜け

出させる上で大きな役割を担い、経済の持続的な成長を可能にしているのであれば、我が国

                                                      
25 1970 年代から 1997 年まで日本型経営をモデルにしていた韓国のエレクトロニクス企業は単に技

術モジュールを取り込むだけでなく、その背後にある設計思想やノウハウの理解に多くの資金を使っ

た。アメリカ・シリコンバレー型のモデルを導入した台湾や中国と韓国との差がここから来るのでは

ないか。 
26 2007 年後期の TSMC は営業利益が 30%を越えている。テキサス・インスツルメンツのプロセス技

術入手およびアプライド・マテリアル（AMAT）の製造装置を介して最先端のプロセス技術を入手で

きた TSMC は、自社内部の技術イノベーションよりも、むしろ顧客サービスやトータル SCM 側のビ

ジネス・モデル・イノベーションにリソースを集中してきた。 
27 ＧＳＭデジタル携帯電話とともに 1990 年代の初期から興隆。 



製品アーキテクチャのダイナミズムを前提にした日本型イノベーション・システムの再構築 

 
25 

半導体産業は図 3 のトレンドの延長で新たな勝ちパターンを再構築しなければならない。あ

るいは図 3 のトレンドを一旦離れ、我が国企業の組織能力と最も相性の良いアーキテクチャ

の半導体製品に全てを集中させ、ここからグローバル市場へ展開しなければならない。この

いずれの場合でも、我が国企業が深層で持つものづくり組織能力を重んじながら、経営側で

ビジネス・モデル・イノベーションを起こすことが期待されている 28。最近になって我が国

の半導体産業も、完成品（セット）側のノウハウを取り込む組織能力を再構築しようとして

はいるが、ごく一部を除いて成功の兆しが見えていない。他社より 3~4 年も早い 1995~1996

年の時点、すなわちDRAMビジネスが全盛を極めた時点で既にDRAMに見切りをつけて

29SystemLSIへの特化を決断し、その上で更に自社の完成品（家電製品群）のノウハウを刷り

込んで統合型プラットフォーム構築への展開（具体的には 1997~1998 年ころから）を狙った

松下電器のユニフィエ(UniPhier)、あるいは中国市場開拓に取り組み始めたルネサス・テク

ノロジー社やNECエレクトロニクスのソリューション・ビジネスに、我々は現状突破のビジ

ネス・モデル・イノベーションを期待したい 30。ユニフィエはフルセット型・統合型企業の

組織能力を最も生かせるビジネス・モデルであり、その成否は我が国半導体産業のビジネ

ス・モデル・イノベーションに大きな影響を与えるであろう 31。 

半導体技術のイノベーションによっていわゆるデジタル家電と称する完成品の（セット

の）機能･性能そしてコストや品質までもファームウエア・モジュール群として SystemLSI

の中に蓄積されるようになった。完成品のロードマップと SystemLSI のロードマップが一体

化するようになったのである。この意味で少なくとも理論的には、半導体のプロセス技術か

ら完成品までを全てもつフルセット型･統合型の企業が最も有利な立場にある。しかしなが

                                                      
28 本稿ではその一例としてアーキテクチャ・ベースのプラットフォーム形成を取上げるが、それ以

外に多様なモデルが散在しているので、これらを整理･体系化しながら本稿に続く一連のディスカッ

ション・ペーパーで論じたい。 
29 松下電器が DRAM から完全撤退を完了したのは 1998 年。 
30 類似の現象は欧米の半導体産業で多数観察される。現在でもまだ松下電器内部のクローズド・プ 
ラット・フォームが中心だが、徐々にオープン市場の ASSP ビジネスへ展開するのではないか。DRAM 
全盛期に撤退を決断し、我が国で最も早く統合型プラットフォーム形成への転換を図ろうとした松下 
電器のリーダーは、いわゆる半導体プロセスなど工場側の出身ではなく、アプリケーション側に近い 
ディスクリート型の半導体ビジネスを担ってきた人であった。 
31 Active 機能を持つ基幹部品に完成品側のノウハウを刷り込むには、半導体から完成品までを全て

持つフルセット型、統合型企業が最も有利な立場にある。しかしながら我が国の家電メーカは完成品

グループの力が非常に強く、部品側がプラット・フォーム・リーダーになる事例が極めて少ない。こ

のような組織能力のままで製品アーキテクチャがオープン環境でモジュラー型に転換すると、完成品

側の付加価値が極めて少なって市場撤退への道を歩むが、常に従属的な立場を強いられてきた部品部

門も同じように弱体して共倒れになる。この悪循環を断ち切るには、強力なリーダーの下で 21 世紀

の経営環境に通用するビジネス・モデルを推進しなければならない。この意味でも松下電器のユニフ

ィエに対する期待が大きい。 
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らこれまでの我が国では製品ごとに分割された事業部製あるいは社内分社化･分権化の壁に

よって、複数の製品機能を擦り合せてブラック・ボックス化する統合型のシステム製品を生

み出すことが不可能であった。 

これを可能にしたのが松下電器のユニフィエ・プラットフォームである。多様な製品の

機能をSystemLSIを介して共通プラットフォームの上にファームウエア・パッケージとして

載せることによって、既存の組織能力が生み出す擦り合せノウハウを全製品で共有すること

さえ、ユニフィエ・プラットフォームの登場によって可能になった。ハイファイ音楽プレイ

ヤー/レコーダー機能、ハイビジョン･テレビ機能、ビデオ・レコーダー/プレイヤー機能、カ

ム・コーダー（ムービー）機能、携帯電話機能/ワンセグ機能、デジタル・カメラ機能、ネ

ットワーク連携機能、セキュリティー･著作権保護機能、ナビゲーション機能など、多種多

様な機能が同じアーキテクチャのSystemLSI（ハードウエア）および同じアーキテクチャの

ソフトウエア・プラットフォームの上で統合化できるようになったのである 32。これによっ

て我が国企業が営々と蓄積した深層のものづくり組織能力を共通プラットフォームの上で

一体化しながらグローバル市場の付加価値へ転換することさえ可能になろうとしている。デ

ジタル家電と称する完成品の（セットの）機能･性能、そしてコストや品質までがSystemLSI

のファームウエア・モジュ－ル群として蓄積されるようになって初めて、このような経営環

境がこの世に生まれた。 

多数の製品ドメインにまたがる共通プラットフォームとしてのユニフィエ・プラットフ

ォームの登場は、更に垂直統合型の組織能力とグローバル・オープン環境との矛盾をも解消

する仕掛け作りとしての組織能力イノベーションさえも生みだそうとしている。半導体デバ

イスは製品の深層を支配する人工ゲノムとしてだけでなく、企業組織の深層を支える人工ゲ

ノムと位置取りされて“組織は戦略に従う”という 20 世紀型の経営理論から“組織は製品

アーキテクチャに従う”という 21 世紀型の経営理論を生み出すことであろう。インテルの

プラットフォームはパソコンという単一製品・単一産業で構築されたが、松下電器のユニフ

ィエは多種多様な産業に跨るプラットフォームとして我が国が生み出す独創的なプラット

フォームに位置取りされるのではないか。 

現時点では Blu-ray レコーダーのようにまだ国内市場を中心にした製品が中心であるが、

                                                      
32 ユニフェが持つ最大の特徴は、多種多様な製品機能を同じ SystemLSI のアーキテクチャで統合･

共有化する点にある。この意味で例え最新鋭の Blu-ray ドライブであっても従来と同じパソコン内蔵

の単機能製品である限りユニフェ本来の特徴を出すことはできない。 同じ Blu-ray でも複合型のプ

レイヤーやレコーダーなどで本来の特徴が生きてくることに我々は着目したい。この意味でもユニフ

ェは統合型の組織能力を磨いてきた我が国企業をデジタル・ネットワーク型のオープン市場で復興さ

せる可能性を内部に秘めている。  
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今後ユニフィエ・プラットフォームが SystemLSI として NIES/BRICs 市場に展開されれば、

我が国企業の組織能力が生み出す付加価値をグローバル市場の経済的価値へ転換させる

ASSP 型のビジネス・モデルへと進化して行くはずである。松下電器ユニフィエも、長い潜

伏期間を経た後の 2006 年ころから漸く ASSP への道を歩みはじめたように思う。 

 

3．2 半導体のプロセス・アーキテクチャ変遷と国別シェア推移 

 我が国半導体デバイスの競争力が過去 30 年にわたってどのように変わってきたかを図

５に要約した。我が国の半導体デバイスは、やはり統合型の DNA が最も良く適応した 1980

年代が最盛期であり、1988 年に全世界で 50%以上のシェアを握った（一説には 60%以上）。

しかしその後は急速にシェアを落としている。DRAM で我が国企業に取って代わったのは

韓国企業である。また ASIC とその延長にある ASSP では、台湾のファウンドリーと欧米の

ファブレス（設計専用企業）が分業しあって大きなシェアを持つに至った。最近ではシンガ

ポールや中国のファブレスも急速に台頭している。 

 

   

図5 半導体産業のビジネス・アーキテクチャ変遷と国別シェア推移
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半導体産業が 1980 年代にモジュール・クラスター型へ転換した背景に、半導体デバイ

スを設計するツールとしてのＥＤＡ（ソフトウエア）とこれを動かすワーク・ステーション

の興隆があった。産業構造がモジュール・クラスター型へ転換されていく姿は、
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CD-ROM/DVD や据え置き型 VTR がファームウエア（ソフトウエア）とマイコンの作用によ

ってモジュラー型へ転換する姿と全く同じである。ワーク・ステーションがマイコンに対応

し、また EDA がファームウエアに対応する。フルセット型・垂直統合型を得意とするわが

国企業がこのような経営環境の転換に対応できない姿もまた、上記の半導体デバイスだけで

なく、液晶パネル、ＶTR、DVD、携帯電話でも同じように観察された。グローバルなモジ

ュール・クラスター型への転換が、ここでも我が国企業の組織能力と製品アーキテクチャや

ビジネス・アーキテクチャとの間に巨大な乖離を生み出している。そして我が国企業は、

DVD や VTR および半導体デバイスでもグローバル市場で競争力を失った。 

このような現象は我が国だけではなく、アメリカやヨーロッパでも、垂直統合型の DNA

を持つ伝統的な企業が同じように直面していた。アメリカでは、オープン環境で興隆した新

興のベンチャー企業郡が組織能力と製品アーキテクチャとの乖離を埋め、伝統的なフルセッ

ト型・統合型の企業に代わってわって ASSP 型のビジネス・モデルを加速させながら 1980

年代後半からアメリカの半導体産業を復活させた。アメリカ半導体産業で 1960~1980 年代を

支配したフルセット型・統合型企業は、1990 年代以降の市場から殆ど消えている。図５に

示す国別のシェア推移は以上のような経緯が反映されている。 

製品アーキテクチャがモジュール型に転換され、産業構造がモジュール・クラスター型

になると、垂直統合型を得意とする我が国企業が例外なく国際競争力を失う事実については、

これまで何度も繰り返した。企業内の緊密な人的ネットワークやミドル・マネージメントの

自由闊達な議論、あるいは優れた現場の創発とこれを支えるミドル・マネージメント層の濃

密な相互作用などが、例え理想的な姿になっていても、グローバル市場で競争力を築くこと

ができない。我が国のエレクトロニクス産業はこのような経営環境に置かれてしまったので

ある。製品アーキテクチャが瞬時にモジュラー型に転換された液晶パネル、DVD、携帯電話、

ネットワーク・システムなどの事例は、その象徴的な出来事であったが、半導体デバイス産

業も例外ではなかった 33。 

我々はこの事実を直視し、その深層に潜む共通の原理を抽出しなければならない。我が

国企業が営々と蓄積してきた組織能力と製品アーキテクチャとの間に巨大な乖離が生まれ

るという経営環境の出現に、その本質が宿っていると考えざるを得ないからである 34。この

                                                      
33 本稿では、デバイスとしての DRAM や SystemLSI が擦り合せ型かモジュラー型かを問う視点では

なく、製造システムが Turn-Key-Solution としてのプラットフォーム化されて NIES/BRICS 諸国へ流通

する点に注目しながら、産業構造のモジュール・クラスター化を論じている。Turn-Key-Solution とし

ての製造システムが巨大モジュールとなれば、DVD やパソコンなどのモジュラー型の製品と同じ５

章、図 9 の位置取りになるというビジネス環境の到来を、本稿が取上げているのである。 
34 我が国企業の中で擦り合せ型、垂直統合型、ブラック・ボックス化などのキーワードが最もふさ

わしい松下電器は、ノート・パソコン（レッツ・ノート）のアーキテクチャを徹底的に擦り合せ型へ
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仮説を裏付ける目的で、次節では、同じ半導体産業の中でも我が国企業が圧倒的な競争優位

を維持できている事例を紹介したい。 

    

3．3 半導体材料や液晶材料に見るわが国企業の国際競争力 

 図５に見るように、我が国の半導体デバイスが 1980 年代後半から競争力を失ったが 35、

実は半導体デバイスを支える材料ではいまだに圧倒的なシェアを維持している。図 6 に示す

ように 2002 年の時点の加重平均では我が国企業のシェアが 70％であった。2005 年にはシェ

アが更に大きくなっている。典型的な擦り合わせ型のプロセス技術で製造される基幹材料な

ら我が国企業が圧倒的な競争力を持つ、という事実がこの事例からも理解されるであろう。

半導体のデバイスで大きな市場シェアを持つ韓国や台湾の企業がグローバルに市場を拡大

すればするほど我が国の素材メーカの収益に貢献するという構図が、現在でも続いている 36。

                                                                                                                                                                    
転換させることで、ニッチ市場で成功している。これは典型的なモジュラー型といわれ続けたパソコ

ン側の製品アーキテクチャを自社の組織能力に適合させていった事例として特記に値する。一般にこ

のような取り組みではニッチ市場から抜けられないといわれるが、パソコン産業が巨大化するにつれ

てニッチが巨大ニッチへ変貌する。半導体産業で巨大ニッチ市場になりつつあるのがパワーＰＣやデ

スクリートＩＣだが、この市場で３社以上は住むことはできない。 
35 我が国半導体産業の競争力が低下した理由に、日米半導体協定および台湾や韓国のビジネス・イ

ンフラの制度設計（税制なども含む優遇政策）、および 1998 年以降の韓国 Won の大幅切り下げがあ

った。しかしそれ以前に、台湾・韓国が台頭する底流には半導体産業のモジュール・クラスター化を

加速させる図３の流れがあったのである。半導体デバイスの設計・製造を分業化し、また分業を加速

させるＥＤＡソフトウエアの技術革新、更には分業化の中で製造装置（製造システムとしての巨大モ

ジュール）のプラットフォーム化（本稿の定義）とその流通が無ければ、技術蓄積の少ないキャッチ・

アップ型企業のビジネス参入は困難である。 
36 ただし半導体材料の市場規模は 2.8 兆円であり、利益率が相対的に高いものの売上高は世界半導

体市場 25 兆円（2005 年）の 10％強に過ぎない。また同じ年の製造装置産業も市場規模が６兆円弱で

ある。やはり材料以外のビジネス・レイヤーで勝ちパターンを構築しなければ、我が国半導体産業の

復興には結びつかない。なお 25 兆円の中で半導体デバイスの市場規模は約 15 兆円であり、材料の６

倍、製造設備の２．５倍である。 
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図６ 半導体材料に見る我が国企業の市場シェア
２００２年：日本企業のｼｪｱ：７０％（加重平均）

製品名
市場規模
（億円）

日系企
業シェア

主要日系企業

シリコンウェハー 7008 75% 信越半導体、三菱住友シリコン、コマツ電子金属他
化合物半導体ウェハー 850 89% 日立電線、住友電気工業、三菱化学、昭和電工他
マスク／レチクル 1849 55% 大日本印刷、凸版印刷、ＨＯＹＡ
フォトレジスト 852 61% 東京応化工業、ＪＳＲ、富士フイルムアーチ、信越化学他
薬液 1193 47% 関東化学、三菱化学他
バルクガス 1225 12% 日本酸素他
特殊ガス 950 38% 日本酸素、昭和電工他
ターゲット材 366 52% ジャパンエナジー、東ソー、住友化学他
層間絶縁膜用塗布膜 110 43% 東京応化、日立化成
保護膜用塗布膜 154 58% 旭化成、住友ベークライト、東レ
ＣＭＰ用スラリー 400 18% フジミ、日立化成他
リードフレーム 2068 84% 新光電気、三井ハイテック、大日本印刷、凸版印刷他
セラミック基板 1188 100% 京セラ、日本特殊陶業、住友金属エレクトロデバイス
プラスチック基板 1655 88% イビデン、新光電気、日本サーキット、日本特殊陶業
ＴＡＢテープ 626 98% 三井金属、新藤電子、日立電線、カシオ計算機
ダイボンディングペースト 112 42% 住友ベークライト、日立化成、京セラケミカル

ボンディングワイヤ 1420 93%
田中貴金属、住友金属鉱山、日鉄マイクロメタル、三菱マテリア
ル他

封止材 848 91% 住友ベークライト、日東電工、日立化成、信越化学、松下電工他
22874

2002年市場規模実績 2兆2874億円（日系シェア70 .6%、外資系シェア29 .4%）
2005年市場規模予測 2兆7738億円

備考：日系企業シェアの計算では、一部経済産業省での推計を含む。
出所：2004年版ものづくり白書
原出所：（株）電子ジャーナル「2003半導体材料データブック」

出典：東京大学、新宅純二郎氏

(2005年：市場規模が2.8兆円、日本のシェア：73.1%)

注２:２００２年の
データ

 
    

半導体デバイスと類似の経営間環境に置かれた液晶パネルの場合でも、シャープが孤軍

奮闘しているものの、我が国企業が製造する大型液晶パネル（主にテレビ用途）のシェアは

約 13％まで激減した。基礎研究と製品化研究を 30 年間も営々と繰り返した我が国の液晶パ

ネルも、設備主導型産業であるDRAMと同じような姿で急激に市場シェアを落としたのであ

る。しかしながらここでも我が国企業は、液晶パネルに使う材料で 67%という圧倒的なシェ

アを維持しており（2005 年の時点）、韓国企業や台湾企業が液晶パネルの市場が拡大すれば

するほど我が国の素材産業が潤うという構造は、全く崩れていない 37。完成品としての携帯

電話シェアも約 5％まで下がったが、ここで使われる部品・材料のシェアは 32%である。こ

れらのビジネス構造は、韓国・台湾・中国企業がCD-ROMやDVDを売れば売るほど我が国企

業が基幹部材や部品ビジネスで潤う構図（小川、2006a,Shintaku et al, 2006）とすべて同じで

ある。 

 

４．製品は時間と共にモジュラー型へ向かう 

 

                                                      
37 携帯電話でも完成品（セット）のシェアは 5%だが、部品材料のシェアは約 32%。特に超小型･軽

量化・低消費電力を必要とする携帯電話用の液晶ディスプレイでは 50%以上のシェアを持つ。 
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４．１ 摺り合せ型製品でも常に安泰とは限らない 

製品アーキテクチャが本質的に変らなければ、あるいは技術革新によって製品アーキテ

クチャを常に擦り合わせ型の状態に維持できる場合は、我が国が得意とする現在のビジネ

ス・モデルを敢えて変える必要はない。自動車、建設・農業機械、工作機械などにも、マイ

コンやファームウエアが多用されているが、少なくとも現時点ではまだモジュラー型に転換

されていない。 

1980 年代のアメリカ・エレクトロニクス産業では、多くの伝統的な企業がアーキテク

チャと組織能力の乖離をもたらす経営環境の歴史的な転換期に直面して苦境に立たされた。

しかしながら大規模企業からスピン・オフした人々が起こす多数のベンチャー企業群が、半

導体産業をモジュール・クラスター型の経営環境に転換させた。彼らが従来のエレクトロニ

クス産業を現在のＩＴ産業へと変貌させることによって、製品アーキテクチャと組織能力と

の乖離を埋めたのである。ここからアメリカＩＴ産業がグローバル市場を制するまでになっ

た。ＩＴ産業のアーキテクチャに適応したベンチャー企業の組織能力がアメリカの競争力を

復活させたと言ってもよい。 

我が国では、まずマイコンとファームウエアが深く介在し易いエレクトロニクス産業か

ら、擦り合わせ型のアーキテクチャが崩壊した。この兆候が最初に出たのが 1980 年代後半

の据え置き型 VTR だったが(2007a)、マグマとなって地上に噴出した代表的な事例が 1994

年の CD-ROM ドライブや 1998 年の CD-R ドライブであり、その延長に DVD プレイヤーと

現在のデジタル家電が位置取りされる。少なくとも我が国製造業に見る失われた 10 年とは、

デジタル・テクノロジーが製品設計の深部に介在して製品それ自身や製造システムなどの産

業構造がモジュール・クラスター型に転化したエレクトロニクス産業で起きた現象である。

モジュラー化によって引き起こされるモジュール・クラスター型の産業構造が我が国企業の

組織能力との間に巨大な乖離を作り、従来型の組織能力が機能しなくなってしまった。さら

に言えば、1990 年代に興隆したアメリカＩＴ産業がこのタイミングと重なったのである。

図１と図２に示す失われた 10 年が、既に失われた 15 年まで延びようとしている。 

過去 30 年に見る代表的な製品を取り上げ、製品アーキテクチャがモジュラー型に転換

されるタイミングを図７に整理した。マイコンとファームウエアの機能・性能は今後も飛躍 

的な発展を続ける。したがって 21 世紀の我が国企業を支える産業の中で、多くの製品がモ

ジュラー型に転化するという流れに誰も逆らうことはできない。そしてモジュラー型に転換

されると、テクノロジーやプロダクト側のイノベーションよりも、むしろビジネス・モデル

側でこそイノベーションが求められるようになるのである。  

マイコン/ファームウエアの作用が設計・製造のプロセスだけでなくコストや品質まで
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をも支配し、また競争優位の位置取りさえも変えてしまい、更には企業の生存を賭けたビジ

ネス・モデルにまで変更を迫るようになったという意味で、人間社会のあり方までも左右す

る人口ゲノムに位置取りされるようになる（小川、2008a）。 

   

図７ デジタル・テクノロジーの介在で製品はモジュラー型に向かう
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例えば、これまで擦り合わせ型だから安泰と思われてきたプリンターや複合機も、アメ

リカの Xerox 社から擦り合わせ型の技術ノウハウを得たサムソンの市場参入によって擬似

モジュラー型に転換され、我が国企業のシェアが海外市場で急落しつつある。またライン型

インクジェット方式と MEMS スキャナー技術の登場など（大内、内田、2007）、擦り合わせ

技術領域を大幅に減らすテクノロジー・イノベーションによって、モジュラー化が更に加速

される兆候も出てきた。その背後にも、SystemLSI に内蔵されたマイコンとファームウエア

がプリンター設計や複合機設計の深層で深く介在しているのである。擦り合わせ型が得意な

我が国は、モジュラー型に転換されるタイミングを正しく把握して組織能力をアーキテクチ

ャに適応させるか、あるいは彼らの先を行くテクノロジー・イノベーションによって製品ア

ーキテクチャを擦り合わせ型に戻さなければならない。当然のことながら、従来の擦り合せ

型ではなく、グローバル市場で通用する製品としての擦り合せ型でなければならない。ある

いは擦り合わせ型技術を核にしたプラットフォームの構築でなければならない。プリンター

や複合機でさえ図１のエレクトロニクス産業と同じ道を辿る可能性が出てきたのであり、擦
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り合せ型だから常に安心という領域がますます狭くなっていることを我々は理解しなけれ

ばならない。 

 

４．２ 部材・素材も例外ではなくなった 

例え部材・素材であっても、部材・素材の特性を完成品全体の機能･性能･品質へ結び付

けるノウハウが、ファームウエア・モジュールとしてSystemLSIに蓄積されるようになった。

このとき部材･部品が SystemLSI と一体になって流通すれば、実質的にモジュラー型へ転化

されたと同じ経営環境が生まれる。固体照明における基板材料・蛍光材料、あるいは太陽光

発電の基盤素材やセル、更には有機ＥＬパネルに見る各種の基礎素材やモジュールでも、ま

たナノテクの MEMS でさえ例外とは言えない。このような環境では、素材レベルから Value 

Chain の全領域を支配すような仕掛け作りを狙うビジネス・モデル・イノベーションが必ず

出てくる。擦り合せ型だから安心といわれたプロセス型の素材･部材の領域にさえ、エレク

トロニクス産業と類似の経営環境が内包されているのである。事実、三菱化学の記録型 DVD

メディアに見る AZO 色素がその代表的な事例だったのであり（小川、2006c, 2007b）、色素

とスタンパが作り出す擦り合せ型のスペクトルが、マイコン上で動くソフトウエア・パッケ

ーの作用（Write Strategy）によって Value Chain の全域に分散カプセルされた。このビジネス・

モデル・イノベーションが、オープン化、モジュール・クラスター型の産業構造で強力な市

場支配力を生み出している。 

擦り合せ型技術といわれるPDPパネルでも、製造プロセスに最適化されたパネル駆動ノ

ウハウがファームウエア・モジュールとしてLSI Chipに詰め込まれているはずであり、これ

と画像エンジンがテレビ組み立てや試験のレファレンスとともに一体提供することで、アー

キテクチャ・ベースのプラットフォームを構築することができる。液晶テレビでビジネス・

モデル・イノベーションを進めるアメリカの典型的なベンチャー企業、ビジオ社は、多くの

我が国企業が差別化の原点と位置付けるパネルも、ドライバー（マイコンとファームウエ

ア・モジュールで駆動）も、また画像エンジンをも全く作らず外部調達し、組み立て製造ま

でアウトソーシングに徹している。2006 年の第一四半期にわずか数パーセントだったアメ

リカ市場で、全くブランド力の無かったビジオ社がサムソン・ソニー・シャープと同じトッ

プ・グループへ躍進したのである(2007 年 2Q)。ＰＤＰの場合はパネルの製造工程そのもの

が強い相互依存性も持っていて技術が拡散し難く、わが国企業の競争優位が維持されやすい

技術であるといわれてきた。しかしながらビジオ社は、ドライバー付きのパネル・モジュー

ルと画像エンジン（マイコンとファームウエア・モジュール）とを外部調達し、液晶テレビ



 

 
34 

小川 紘一 

と同じようなビジネス・モデルでＰＤＰテレビを大量販売しようとしている 38。擦り合せ型

だから安心といわれたＰＤＰテレビの市場にさえ、フルセット型・垂直統合型と対極にある

“水平分業型のビジネス・モデル”が市場の前線に出てくるようになった 39。以上のように、

例え部材・素材の産業であっても、これを使いこなすファームウエアが材料の基本特性を生

かすような機能を持って産業構造の深部に関与しはじめた。今後も加速するマイコンの高性

能化や超小型化の技術革新から見て、誰もこの流れに逆らうことはできない。そして残念な

がら欧米諸国や中国・台湾企業が、この流れを先取りしてビジネス・モデル・イノベーショ

ンを生み出している。 

同じ思想を内部に秘めたビジネス・モデルは、既に太陽光発電の市場で中国のサンテッ

ク社（SunTek）やドイツのキュー・セル社(Q-Cell)によって強力に推進されており、圧倒的

な技術力を誇る太陽光発電ですら我が国企業はビジネス・モデルで劣勢に立たされはじめた。

サンテックのビジネス・モデルやキュー・セルのモデルは、1990 年代前半に見るインテル

のビジネス･モデルに極めて近い。完成品としての太陽光発電システムは、基幹部品の相互

                                                      
38 液晶パネルの製造プロセスにも、ＰＤＰほどではないが相互依存性が存在する。液晶の原理は、

バックライトの光を通すか遮断するかを決める液晶分子の方向を、電圧パルスすなわち On-Off シャ

ッター機能によって制御をする点にある。したがってたとえパネル製造プロセスで多種多様なレイヤ

ーの相互擦り合せが完全でなくても、”On-Off” デジタル型のシャッターが不完全性を排除する役割

を果たす。後工程のパネル駆動が結果的には前工程の相互依存性を排除する機能を持つので、多種多

様な個別技術の摺り合せを必要とするパネル製造のレベルでさえ、多数の企業が知恵を出し合う企業

間の水平分業が問題なく成り立つ。シャッター窓の形状にバラツキがあっても液晶分子の On/Off 動
作に大きな影響は与えない、と言い換えられるであろうか。特に微細な液晶機能が均一に作りやすく

なるアモルファス・シリコンＴＦＴ基板が登場することによって、例えカラー用のパネルであっても

製造プロセスにおける擦り合せ操作が大幅に緩和された。パソコンや携帯電話など、典型的なモジュ

ラー型製品を特徴付ける２社購買の部品調達オペレーションが、液晶パネルの製造プロセスでも可能

になっている。 一方ＰＤＰの場合は、高電圧放電によって生まれる紫外線で蛍光体を発光させる、

というアナログ現象を利用している。したがって、PDP パネルの製造プロセスに不具合が出れば、放

電というアナログ駆動方式であるがゆえにこれをカバーできないのである。この意味で、パネル製造

レベルの水平分業が起こりにくい。しかしこのような擦り合せ型の PDP パネルでも、駆動回路と一

体化されたモジュールとして調達できれば、さほど画質にこだわらない市場でビジオ社のようなビジ

ネス・モデルが可能になる。ビジオ社は、ビジネスをする上で PDP パネルの内部に封じ込められた

摺り合せノウハウを全く知る必要がなく、Turn-Key-Solution として調達するだけでよい。なお有機Ｅ

Ｌのパネルも、電流の強弱によって発光をコントロールするという意味で PDP と本質的に同じアー

キテクチャになっている。 
39 例え垂直統合型であっても世界的なブランド力と販売チャネルを有する場合は、ビジオ社のよう

な企業群の台頭によってシェアは下がるものの市場撤退への道を歩むことはないが、シェアが下がり

すぎると固定費が重荷になって巨額赤字へ転落する。したがって社運を賭けながら一気にシェア獲得

へ向う以外に勝ち残ることはできない。しかしながら比較優位の制設計に支えられた外国企業は、常

にバリュー・チェーンの一部に全リソースを集中させて水平分業を加速させ、垂直統合型企業を脅か

す。半導体デバイスはもとより太陽光発電システムがその代表的事例だったのである。垂直統合型を

支える要件は独占に近い市場シェアで価格をコントロールする点にあり、例え市場が非常に大きくて

も同じ市場の企業数は我が国でせいぜい２～３社でないと垂直統合型は危険に晒される。 
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依存性が比較的弱いので技術が拡散し易く、短期に国際的なモジュール・クラスター型の産

業構造が出来上がった。この２社に代表されるビジネス･モデルが非常に大きな力を持ちは

じめたのは、このような背景による 40。類似の兆候が 21 世紀の省エネを担う固体照明の産

業にさえ見え隠れする。 

しかしながら我が国企業でも、擦り合せ型アーキテクチャの場合なら、このようなオー

プン・クラスター型の経営環境ですら勝ちパターンを構築できることを忘れてはならない。

海外企業が仕掛けるビジネス・モデルの本質さえ理解すれば、十分に対抗できるのである。

詳細は別稿に譲るが、例えばモジュール・クラスター型の産業構造では、モジュラー型のレ

イヤーと擦り合せ型のレイヤーがスペクトルとなって必ずオープン環境で分散する。したが

って我が国企業は、まず業界全体のバリュー・チェーンを冷静に分析し、自社の組織能力が

最も生きるビジネス・レイヤーを選択してここに擦り合せ型の技術モジュールをカプセルさ

せる戦略を徹底させればよい。具体的には、自社の擦り合せ型技術を核に周辺の技術を統合

するか、あるいは自社技術をValue Chainの主要レイヤーへ分散カプセルする戦略を事業戦略

の中枢に据えるかの２つが考えられる。前者は三洋電機の光ピックアップに見るビジネス・

モデルであり、後者は三菱化学のAZO色素材料に見るビジネス・モデルであった（小川、

2007b）。以上のように、モジュール・クラスター構造を持つ業界には、短期間で大量普及さ

せる手段として完全オープン・モジュラー型へ転化させるレイヤー以外に、利益の源泉とし

て基幹素材・基幹部品を核にしたブラック・ボックス型のプラットフォーム・レイヤーが必

ず存在する。この領域こそが我が国の組織能力が最大限に発揮できるレイヤーであり、擦り

合わせ型の製品アーキテクチャを封じ込めるターゲット・レイヤーとなる。そしてその延長

でアーキテクチャ・ベースのプラットフォーム（小川、2007b）を欧米諸国企業より先に形

成できれば、超高収益のビジネスが待っているであろう。オープン環境のモジュール・クラ

                                                      
40 我が国企業が太陽光発電のビジネスでシェアを落とした理由として政府の支援縮小を挙げる意見

も散見されるが、例え我が国政府が従来通りの支援をしても、国内市場は一時的に拡大するものの、

グローバル市場における我が国企業のシェア急落を避けることはできない。我が国企業は生産量の約

70%を輸出しており、海外市場でシェアを急落させているからである。政府の政策は確かに国内市場

を活性化してシェアの急落は止まるかもしれないが、我が国の技術イノベーション成果をグローバル

市場の経済価値へ転換できない状況は改善しない。むしろ国内市場優先の姿勢に組織能力がトラップ

されることで、これまで以上に内弁慶となって行くであろう。日本市場に過剰適応したビジネス・モ

デルで海外市場の異なるビジネス･モデルに敗退しているこの姿は、他のエレクトロニクス産業と同

じである。製品アーキテクチャのモジュラー化によって急速に進むグローバル産業構造のモジュー

ル・クラスター化を冷静に見つめ、ここで通用するビジネス・モデルを創りださなければならない。

これが現在の我が国に求められているのである。産業構造に必ず存在する高付加価値の擦り合せ型ス

ペクトル・ドメインを見出し、ここにリソースを集中しなければならない。21 年も前に類似の経営環

境に直面したアメリカの IBM は、自社の組織能力が最も生きる擦り合わせ統合型のスペクトルをソ

リューション・ビジネスに求め、10 年以上の年月を経て完全に蘇った。 
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スター型産業構造で我が国の部品・部材産業が採るべき選択と集中の方向がここにあるので

はないか 41。例え素材・部材産業であっても、これを巨大なグローバル市場へ展開するには、

モジュール・クラスター型のエレクトロニクス産業で構築された我が国企業の勝ちパターン

が極めて有効であり、その詳細は別稿に譲りたい。 

 

４．３ 自動車産業は安泰か 

2006 年暮れの北京自動車ショーに見る多数の中国製自動車に、我が国の某社が提供す

る自動車エンジンとこれに最適化されたアメリカ某社のエンジン制御ソフトが使われてい

た。乗用車の価格は日本車の 65~70％と、非常に安い。この自動車に試乗した我が国自動車

メーカの専門家によれば、10 万Km走行試験後の乗心地も決して悪くはないという。我が国

エレクトロニクス産業が 1990 年代に直面した経営環境と類似の、オープン環境でおきるモ

ジュラー化や水平分業化、あるいはモジュラー型を得意とする企業によって擦り合せ型製品

が強制的に引き裂かれる垂直分裂（あるいは水平分業）の兆候が、擦り合わせ型と言われる

自動車産業でも中国市場から顕在化している。その背景にもやはりマイコンとファームウエ

アの技術革新がある。自動車産業の中でマイコン/DSPとファームウエアを中核に据えた電子

部品の付加価値が急速に高まっており、高級車に使われるマイコン/ＤＳＰは 100 個を超え、

全コストに占めるエレクトロニクス関連部品の割合が 50%に近づいた。小型乗用車でも 40

個を越える 42。 

2004 ころから今年にかけてBRICS市場をターゲットにした低価格の乗用車開発がアナ

ウンスされるようになった。ルノーが 2004 年にアナウンスした 5,000 ドルの“ロガン”が

代表的な例であり、その後 3,000 ドルをターゲットにした開発競争にルノー・日産連合やイ

ンドのタタ・モーターおよび韓国の現代自動車も参入した。このような 3,000~5,000 ドル乗

用車でもやはり我が国企業が誇る超･超擦り合せ型の自動車作りが期待されるのだろうか。

あるいはこれまでの作り方で 3,000~5,000 ドルという、現在の 1/2~1/3 の価格が可能になるの

だろうか。少なくとも現在の日・欧・米の市場で受け入れられている 1 万ドルから数万ドル

以上の自動車には、機能･性能・品質・安全性・燃費などが重要なセールス・トークと位置

付けられており、これらはいずれも営々と蓄積された深層の擦り合わせ技術を介して表の競

争力に転化されるものであった。この意味で、例えマイコンとファームウエアが擦り合わせ

型の技術をモジュラー型へ垂直分裂を加速、あるいはオープン環境の国際的な水平分業を加

                                                      
41 この延長線上に製品アーキテクチャのダイナミズムと組織能力の関係から国や企業の比較優位・

競争優位を論じる視点が必ず出てくるが、その詳細は別稿に譲りたい。 
42マイコンや DSP は自動車の ECU に内蔵されて使われる。ここでいうマイコン/DSP の個数は ECU
の個数とほぼ同じと仮定している。 
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速させるにしても、長い時間を必要とするはずであり、我が国企業の組織能力を適応させる

ための時間的な余裕を十分に持てるであろう。しかしながらモジュラー大国の中国では、自

転車やオートバイに見るモジュラー型の思想で、当たり前のように乗用車を設計している。

また中国はもとより、3,000~5,000 ドルの乗用車を必要とする他のBRICS諸国では、燃費を除

いて、自動車の機能･性能・コストに対する要求が明らかに我が国や欧米諸国と異なる。し

たがってこのような市場では、3,000~5,000 ドルの低価格実現のためにも、もっと速く・早

くモジュラー化が進むのではないか 43。 

自動車には走る・曲がる・止まるなどの基本機能（1900 年代初期の自動車やＴ型フォ

ードなど）、および運転する喜びや所有する喜びも満たさなければならない（1920 年代以降

の GM 社に見る Chevrolet, Cadillac など）。その後は安全性や燃費（1970 年代以降）を経て環

境性や省エネ (1990 年代以降)、および自動安全走行へと技術革新が続き(2000 年以降)、常

に擦り合わせ型へ回帰してきた。しかしこれらが要求される度合いは、先進工業国と BRICS

諸国とで決して同じではない。この意味でマイコンやファームウエアが安全・環境性・燃費・

省エネ関連、さらには自動安全走行の技術ですらモジュラー型へ転換させ機能を持つに至る

２１世紀で、例え中古車の下取り価格という特殊事情があるにせよ、擦り合わせ型の自動車

だから我が国企業がグローバル市場で勝てるというシナリオを、BRICS 諸国市場のどのマー

ケット・ドメインなら描くことが出来るであろうか。 

主要な自動車関連企業が集まるヨーロッパの標準化団体Autosorでは、自動車の標準化

活動が我々の想像よりも遥かに深いレベルで行われており、その基本思想は紛れもなくモジ

ュラー型への転換という、本稿が定義するプラットフォームの構築にある。基幹業務システ

ムを支えるソフトウエア産業で起きたコボル言語からオブジェクト指向への転換と同じ経

営環境の実現が、Autosorグループのゴールにあるように思えてならない。基幹業務システ

ムをプラットフォーム・インデペンデントなオブジェクト指向言語で開発するのは絶対に不

可能といわれてきたが、半導体の技術革新に支えられたマイコン・DSPの飛躍的な性能向上

によって不可能が可能になりつつある。オブジェクト指向言語の深層には多種多様なレイヤ

ーが重なりあっており、これらの下層レイヤーではレガシー技術であるコボル言語のソフト

ウエア・モジュールが、そのまま動く構造になっている。すなわち部品レベルではレガシー・

テクノロジーによる擦り合せ型の構造になっているのである。擦り合せ型だから常に安泰と

いわれ続けた自動車でも、マイコンやDSPの技術革新によってまずBRICS諸国市場の乗用車

                                                      
43まだ全貌が明らかにはなっていないが、インドのタタ・モーター社が最近明らかにした１０万ルピ

ー・カー（約２９万円）は完全なモジュラー型の構造を持つ乗用車だといわれる。例えば前輪駆動の

モジュールとハンドル関連モジュールは独立であって相互依存性が無い。互いに勝手に動くという。

組み立ても実に簡単であって、将来は修理工場で組み立てられるようになると言われる。 
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でＥＣＵのレベルからモジュラー化が進むではないか 44。自動車の製品アーキテクチャが、

個別部品設計の深層で深く静かに変化しようとしている 45。この延長で、もしAutosarが標準

化しようとしている論理構造の側から自動車のアクチュエータ制御を支配するようになっ

たら、自動車ビジネスの競争ルールが変わって産業構造が激変するであろう。電気自動車で

は間違いなくモジュラー型に近づくであろう。 

自動車の恩恵を受けている人は、現在のところ１２億人程度で全人類の 1/5 以下に過ぎ

ない。その中で擦り合わせ型の機能･性能･品質を優先する人は数億人であろうか。１２億人

の中の他の９～１０億人はもとより、これまで自動車の恩恵を受けてこなかった残る５０億

の人々が住む地域へ自動車が普及しはじめるとき、特にヨーロッパの部品サプライヤーが中

国企業やインド企業と連携しながら主導するビジネス・モデル・イノベーションが産業構造

を激変させる、と考えるのは間違いであろうか。世界最大の自動車部品メーカであるドイツ

のボッシュは、すでにインテル型のビジネス・モデルを自動車産業で追求しようとしている。 

例えこのようなものづくり経営環境になっても、特に部材・部品の視点からみれば、エ

レクトロニクス産業の場合と同じく、我が国企業が営々と蓄積した擦り合せ型のものづくり

組織能力が極めて重要な差別化要因となるのは間違いない。更に言えば、完成品がモジュラ

ー型あるいは擬似モジュラー型に転換されるような経営環境が興隆するとき、基幹部材･部

品に絡むマイコンやファームウエアの作用は完成品の機能・性能・品質・コストを支配する

方向へ強化される。これが VTR、パソコン、DVD, 薄型テレビ、デジカメ、携帯電話、ある

いはハード・ディスクなどで例外無く観察された事例であった。そして最近では上記の純エ

                                                      
44 自動車部品メーカー（サプライヤー）で技術開発に携わる人々はおそらくこれを否定するであろう。

1990 年代に DVD の開発を担った人も例外なく“こんなに擦り合せを必要とする DVD を韓国や台湾が、

ましてや中国企業が作れるはずがない”と信じていたことが多くのインタビューによって確認されて

いる。そもそも開発や設計行為そのものが擦り合せ型のプロセスだからである。しかしながら工場で

量産されるステージでは単純組み合わせ型のモジュール型へ転換されていなけばならない。設計行為

とは擦り合せ型をモジュール型へ転換させるプロセスである。このモジュール化の度合いとオープン

化の度合い（あるいはオープン環境の標準化）が業界の産業構造を決定する。 
45 擦り合せ型アーキテクチャの粋を極めた製品として、本稿の５章や６章で取上げたハードディスク

（HDD）がある。HDD もパソコン環境から大量普及したので何度か企業間・国際間の水平分業へ転

換する動きもあった。現在でも高い利益率を誇っているのは、フルセット型のシーゲート社（HDD
完成品）だけでなく、基幹部品を中核にプラットフォームを作る TDK(磁気ヘッド)、日本電産（超精

密モータ）およびマーベル社（System LSI）などの基幹部品サプライヤーである。この構造はパソコ

ンというオープン環境でインテルが構築したプラットフォーム、あるいは三洋電機が DVD プレイヤ

ー市場で構築したプラットフォーム(小川、2007b)と同じである。HDD と DVD はともに年間５億台の

産業だが、このような巨大市場になると、たとえ超擦り合せ型の製品でも強制的に擬似モジュラー化

への道を歩みはじめ、ここから擬似的なオープン環境が生まれて企業間の水平分業がはじまる。HDD
と乗用車では次元の異なる製品であり、しかもブランドの持つ意味が全く異なるので、これも含めた

議論が必要だが、3,000~5,000 ドル乗用車に使われる ECU なら、HDD 産業と同じ経営環境が生まれる

可能性は十分にある。しかし我が国以外の欧米部品サプライヤーが、先に仕掛けるではないか。 
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レクトロニクス関連だけでなく、擦り合せ型メカトロニクスの代表的な例である省エネ型エ

ンバータ方式のエアコンでもその兆候が出てきた。 

基幹部材･部品を核にしながら市場支配力や利益の源泉をNIES/BRICS諸国市場で強化

するには、間違いなくビジネス・モデル側でイノベーションを起こさなければならない。例

えば、中国自動車市場のボリューム・ゾーンで我が国の部品サプライヤーが勝ちパターンを

構築するには、ECUを含む機構技術モジュールの擦り合せ型技術を研くだけでなく、技術モ

ジュールと他の技術モジュールとの相互依存性をマイコンやファームウエアの作用で強化

するビジネス・モデルがこれに加わらなければならないであろう 46。擬似モジュラー型の経

営環境で市場支配力と利益の源泉構築を支えるプラットフームは、ここから構築されるので

はないか。 

ここで我々は、トヨタなどに代表される我が国自動車メーカがモジュラー型のビジネ

ス・モデルへ転換すべきといっているのではない。これまで営々を勝ちパターンを繰り返し

てきたわが国企業の組織能力を変えるのは非常に困難である。少なくとも完成品としての乗

用車については、これまでの擦り合せ型の追求を徹底させるであろう。ただし巨大市場に育

つ BRICs 諸国で多くの海外乗用車メーカがモジュラー型の戦略を採る場合には、我が国の

部品サプライヤーはこれに先手を打って対応しなければならない。 

 

５．日本型イノベーション・システムの構築に向けて 

 

５．１ ２１世紀型技術移転としての新宅モデルの登場 

 ここでは 21 世紀型の技術移転モデルとして、図８の右側で示す新宅モデルを議論の起点

に据えたい。これまで先進工業国から開発途上国に対する技術移転･技術拡散について、赤

松の雁行形態論 47やVernon48のプロダクトライフサイクル仮説（図８の左半分）によるモデ

ルが支配的だが、これは製品アーキテクチャの転換が起きないことを暗黙の前提にしたモデ

ルである。 

1966 年に提起されたVernonのプロダクトライフサイクル説では、まず先進国の企業が製

品を開発して先進国で生産され、先進国市場で普及させることが、前提になっている。次の

                                                      
46ここでトヨタなどに代表される我が国企業がモジュラー型へ転換すると言っているのではない。 
我が国企業の組織能力を変えるのは非常に困難であり、またブランド維持の戦略もあるので、少なく

とも完成品としての乗用車については、これまでの擦り合せ型を追求すると予想される。ただし巨大

市場に育つ BRICS 諸国で完成品（乗用車）側にモジュラー化を加速する兆候が出てくれば、我が国

の部品サプライヤーはこれに先手を打って対応しなければならない。これが本稿の主張である。 
47 Akamatsu.K(1962) 
48 Vernon(1966) 
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段階では、先進工業国の競合他社が追いかけて価格競争が激しくなるので低コスト製造を目

的に中進国や後進国で生産されるようになる。この場合でもVernonのモデルは、工場の建設･

操業も、また工場で作られるも製品の販売も、あくまで先進工業国の企業が担っている。そ

の後市場の伸びが止まって誰もが利益を取れなくなった頃に、あるいは技術が枯れてしまっ

たころに、この技術を取り込んだ後進国企業が製造するようになるが、これらの製品の販売

先が先進国では無く後進国の市場である、ということも暗黙の前提になっている。当時の

Vernonにとって最大の関心事はアメリカの直接投資が引き起こしつつあった貿易の流れを

説明することであり、後進国の技術キャッチ・アップや生産向上に関心は無かった。また赤

松のモデルは日本の産業興隆を念頭におきながら後進国の発展メカニズムそのものを対象

としているため，同じようにプロダクトサイクル的な視点を出発点としながら後進国の成長

に焦点をあてている。しかしこの場合でも常に、先進工業国が雁行の先頭になって途上国を

リードするモデルになっている 49。ここでもその基本思想は、先進国が市場を創り、十分普

及した後で途上国の企業が受け継いで経済を活性化するモデルである。 

   

先進国
先進国の
市場で消費

開発途上国
途上国の
市場で消費

先進国
巨額の研究開発投資で
新製品を開発するが、
すぐ市場撤退への道を
歩む

1960年代後半に提案
されたＶｅｒｎｏｎモデル
Product Life Cycle説 開発途上国

モジュラー型の完成品を

先進国市場へ輸出

生
産
高

完
成
品
の
生
産
高

図8 技術移転に関するVernonのモデルと21世紀型の新宅モデル

製品出荷後の時間経緯 製品出荷後の時間経緯

モジュラー型の製品で
顕在化した21世紀の
新宅モデル

 

これまで多数の事例で観察されたように、マイコンとファームウエアが製品の内部構造に

深く関与してアーキテクチャを瞬時にモジュラー型へ転換する製品では、あるいは製造シス

テムが巨大モジュールとしてのTurn Key Solutionとなって流通する業界では、図８の左側に

示すVernonのモデルが全く通用しない。また赤松のモデルも適用できない。確かに 21 世紀

                                                      
49 Vernon や赤松のモデルについては、アジア経済研究所の川上桃子氏にご教授頂いた。 
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の現在でも多くの新規コンセプト製品は先進国で開発される。しかしながら技術が枯れてか

らではなく、先進国の企業が新規の製品を市場投入したごく初期の段階から、すなわち技術

が全く枯れていない段階でも、韓国や台湾・中国などの企業が大挙して先進国市場に参入で

きるようになった 50。このような技術移転の姿をモデル化したのが図８の新宅モデルである

51。 

特に注目すべき点は、製品開発を主導したはずの先進工業国ではなく、キャッチ・アッ

プ型のアジア企業群の方が瞬く間に世界市場でシェアを奪い、生産量を急増させる事実であ

る。我が国から見たエレクトロニクス産業ではこれが 1990 年代に何度も繰り返されており、

研究開発投資を企業の収益に直結させるのは非常に難しくなった。図１や図２に見る我が国

エレクトロニクス産業の異状事態がここに起因したのである。1960~1970 年代の Vernon にと

って想像すらできなかった経営環境が、アメリカでは 1980 年代のパソコン産業で、また我

が国では 1990 年代後半にコンピュータ周辺機器やデジタル家電から顕在化した。 

本稿では、製品アーキテクチャが瞬時にモジュラー型に転換する産業で図８の新宅モデ

ルを必要とすること、更には図９で示すように、技術拡散のスピードが製品アーキテクチャ

によって際立った違いがあることを前提に議論を進めたい。これらのモデルを前提に生み出

される２１世紀型のプラットフォーム形成こそが、我が国企業が誇る摺り合わせ型の技術や

匠の技をグローバル市場で社会的な価値創造へと転換させ、その上で我が国企業をも富ませ

るビジネス・モデル・イノベーションだからである。 

新宅モデルが顕在化する経営環境は、やはり製品アーキテクチャがオープン環境でモジ

ュラー型に転換し、産業構造がモジュール・クラスター型へ移行することで大きな潮流とな

った。類似の現象は 1970 年代後期のアメリカ・ミニコン産業に見られるようになったが、

少なくとも大きな潮流として顕在化することはなかった。我が国企業の製品でこれが顕在化

したのは、特にマイコンとファームウエアが製品設計に深く介在する 1990 年代の後半から

であり、Vernon や赤松のモデルが通用しなくなったのは、いずれも製品アーキテクチャがモ

ジュラー型に転換された製品の業界で観察される現象であった。そもそも擦り合わせ型の完

成品産業であっても、21 世紀になって観測される事例に Vernon のモデルを適用できるもの

は少ない。擦り合せ型とモジュラー型が同じ市場で混在する 21 世紀の現在では、例えグロ

                                                      
50 モジュラー型製品の場合は、自国に市場が育つよりも遥かに速く途上国が最先端の完成品を作れ

るようになるためである。 
51 このモデルは、東京大学ものづくり経営研究センターの新宅先生が 2005 年ころに中国・広州の中

山大学で講義中に考え出したものである。筆者もその講義を聴いていた。図８の右側にあるモデルは

Shintaku et.al(2006)に記載されている。ここで筆者は“技術移転（Transffer）という表現を使ったが、

日本を含む多くの先進国企業はこれを”技術拡散（Diffusion）と表現し、移転という表現を使いたが

らない。 
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ーバル化が進んでも技術移転あるいは技術拡散の姿が 1980 年代以前と全く変わってしまっ

たのではないか。この意味で我が国企業は、自社の製品とその産業構造の位置取りを製品ア

ーキテクチャという視点から冷静に見つめ、ここから図８に示す新宅モデルの活用方法を考

える必要がある。 

   

図9 アーキテクチャ・ベースの技術拡散モデル

擦り合せ型・ブラックボックス化された匠の技

モジュラー型の完成品

技
術
の
拡
散

製品出荷後の時間経緯

技術拡散が非常に速い

技術拡散が非常に遅い

 

図８の右側に示す新宅モデルでは、技術拡散スピードが製品アーキテクチャによって極

端な違いがあるという図９のモデルが背後に隠れている。そして製品アーキテクチャのモジ

ュラー化が完成品技術の移転スピードを速め、モジュラー型の製品を得意とする

NIES/BRICS 諸国と先進工業国とのグローバルな水平分業を加速させて経済を活性化してき

た。これまで国際間の水平分業化が、ネットワークの興隆に起因すると言われてきた。これ

は 1980 年代に興隆したアメリカ・ソフトウエア産業にそのまま当てはまるかもしれない。

ユーザのワーク・フローと濃厚な擦り合せを必要とする基幹システムを除き、ソフトウエア

は一般的に汎用あるいは汎用に近いモジュールの組み合わせで製品化される。しかしハード

ウエア主体の製品の場合は、その前にアーキテクチャのモジュラー化現象が起きていなけれ

ばならない。 

例えばミニコン市場では、1970 年代の後半で既にモジュール・クラスター型の産業構

造がグローバルに形成されていた。ハード・ディスク・ドライブとミニコン用のSMD（Storage 



製品アーキテクチャのダイナミズムを前提にした日本型イノベーション・システムの再構築 

 
43 

Module Drive）インタフェース 52がオープン環境で業界標準になった 1970 年代の後半に、ア

メリカから遠く離れた日本の富士通が、例えミニコンそれ自身に関する技術知識を持たなく

ても、オープン化されたＳＭＤインタフェースだけをガイドにハード・ディスク・ドライブ

を開発すれば、アメリカ市場でビジネスをすることが可能になったのである。その後の富士

通は、1980 年代初期のアメリカ・ミニコン市場で、ハード・ディスクOEMビジネスのリー

ダー企業となった 53。 

以上のように、アメリカでインターネットが興隆する前に新宅モデルの萌芽を見ること

ができ、1990 年代にはすべてのデジタル･ネットワーク型産業でこれが大きな潮流となった。

スタンフォード大学職員だったレオナルド・ボザックとそのパートナーのサランド・ラーナ

ーの２人は、IBM が PC/AT をアナウンスした年と同じ 1984 年にシスコ・システムズを立ち

上げたが、一般用のインターネットが出現するのは 1987 年であり、また現在のインタネッ

ト・プロトコルがオープン環境化するのは 1990 年になってからであった。富士通のハード・

ディスクがアメリカのミニコン市場へ参入するのがその 10~20 年前の 1970 年代後半だった

という意味で、モジュール・クラスター型の産業構造、あるいはグローバルな水平分業が起

きたのは、いわゆる現在の我々がいうネットワークの登場と無関係だったといえる。製品ア

ーキテクチャのモジュラー型への転換がグローバルなモジュール・クラスター型の産業構造

を生み出した。本稿は光ディスク産業を念頭に新宅モデルを紹介しているが、その萌芽が

1970 年代のミニコン市場にあったのである。新宅モデルを事業戦略に取り込んだ代表的な

事例が 1995 年以降のインテルである。これによって先進国のパソコン完成品メーカは、瞬

時にシェアを落とした。代わって台湾などのキャッチ・アップ型企業がグローバル市場のパ

ソコン製造リーダー躍進した。 

図９の技術拡散モデルは、急速にモジュラー化する完成品製品と、擦り合わせ型を長期

にわたって維持する基幹技術モジュールとが同じ業界でともに大量流通する場合に、その特

徴がもっとも強く現れる。以上のことを念頭に図８のVernonモデルと新宅モデルをもう一度

比較してみたい。たとえばパソコンや携帯電話、DVDドライブなどは、本質的にモジュラー

                                                      
52 正確には当時のハード・ディスク・ドライブとそのコントローラをつなぐインタフェースが SMD
である。コントローラは別のホスト･インタフェースによってミニコン本体と接続される。 
53 当時のミニコン市場はコンピュータ本体と OEM 調達する HDD とをつなぐために、コントロー

ラ・ハウスと呼ばれた多数のベンチャー企業が存在した。富士通はコントローラ・ハウスと緊密な擦

り合を行うことによって、例えインタフェースが摺り合せ型の SMD であってもすぐアメリカ市場へ

参入できた。当時はまだ完全オープン環境のモジュラー型インタフェースが世に現れていなので、擦

り合せを得意とした富士通などの我が国企業が、アメリカの HDD ベンダーを押さえて瞬時にアメリ

カ市場を席巻できた。しかしながら本稿の５章５．４で述べるように、1987 年以降におきるモジュラ

ー型インタフェースの登場によってアメリカ市場における富士通の HDD ビジネスは急速に国際競争

力を失った。一方ベンチャー企業型のアメリカ HDD ベンダーは、ここから大躍進がはじまる。 
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型へ転換されやすい製品であって瞬時に国際的なモジュール・クラスター型の産業構造が出

来上がる。したがってVernonの技術移転モデルは全く通用しない。一方、典型的な擦り合わ

せ型アーキテクチャを持つ光ピックアップ（OPU）、セラミックコンデンサー、光学デバイ

スなどの部品産業、および半導体材料、液晶材料、磁性材料、機能化学材料、自動車用鋼板、

などに代表されるプロセス型素材産業は、本質的に擦り合せ型であってそれ自身がブラッ

ク・ボックス化されているので、何れも単独で世界市場へ普及する能力を持っていない。モ

ジュラー型に転化された完成品がキャリア（運び役）となることによってはじめて擦り合せ

型の基盤部材･部品が世界市場に運ばれる。この意味で先進工業国が生み出すブラック・ボ

クス型の付加価値技術は、モジュラー型の完成品に組み込まれて初めて世界の隅々へ瞬時に

普及するようになるのである 54。我が国の素材産業･部品産業が 1990 年代の後半から圧倒的

な競争力をもってグローバル化しはじめた背景がここにあったが、いずれにせよこれを

Vernonのモデルで説明するには無理がある。 

 

５．２ プラットフォーム形成から見たアーキテクチャ・ベースの技術拡散モデルと 

我が国企業が採るべきビジネス・モデル 

 

 これまで我が国企業の国際競争力が強いケースとアジア諸国が強いケースは、製品アー

キテクチャによって明確に区別できることを色々な事例で述べた。この区別が生まれる背景

として図８の新宅モデルと図９に示すアーキテクチャ・ベースの技術拡散モデルがある。し

かしそれ以外にもうひとつの大きなファクターとして、プラットフォームと呼ばれるビジネ

ス・モデルが持つ、極めて大きな力を取上げなければならない。 

プラットフォームが持つ作用を、図９に示すアーキテクチャ・ベースの技術拡散モデ

ルと組み合わせて論じるのが、ここで紹介するアーキテクチャ・ベースのプラットフォーム

論である(小川、2007b)。特にモジュラー型の完成品ビジネスを得意とするアジア諸国企業の

場合は、Turn-Key-Solution としてのプラットフォームが提供されることで、擦り合わせ型の

匠の技がそのままモジュラー製品の中へ簡単に組み込まれる仕組みができあがる。例え技術

移転･技術拡散が非常に遅い擦り合わせ型のアーキテクチャを持つ匠の技の部品・部材であ

っても、モジュラー型に転換された完成品に封じ込まれさえすれば、先進工業国だけでなく

                                                      
54 なおクローズド環境でもモジュラー化が必ずおきるが、普及スピードや市場規模はオープン環境

の 1/10～1/20 に制限されることが観察されている。Mini Disc と CD-R の対比がその代表的な事例であ

る。いずれにせよ図８の新宅モデルは、モジュラー型に転換された製品と擦り合せ型が維持されてい

る製品がともに共存する図９の経営環境で成立し、オープン環境ならその効力がクローズド環境の 10
倍も顕著に現れる。 
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開発途上国の市場へも完成品がキャリアとなって瞬時に運んでくれるのである。図 10 で模

式的に示したように、プラットフォームの形成が途上国の産業を興す上で非常に大きな役割

を果たす。更に言えば、先進国と開発途上国がともに成長する 21 世紀型の経済環境もここ

から創出される 

  

摺り合せ型・匠の技と知財

摺り合せ型・匠の技が刷り込まれたブラック・ボックスとして
のプラッフォームを完成品に組み込んで世界市場へ展開

例：インテル・モデル、クアルコム･モデル
サンヨーとメディアテックのモデル
三菱化学のモデル

大量普及と高い利益率の同時実現

技
術
拡
散

プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
構
築

東京大学ものづくり経営研究ｾﾝﾀ：小川紘一

拡散スピードが非常に
速く、瞬時に巨大市場

普及スピードが遅く
利益の源泉を担う

図10 アーキテクチャ・ベースのプラットフォーム形成

製品出荷後の時間経緯

①プラットフォームの
外部インタフェースだけを
オープン環境で標準化する。

②プラットフォームが
Turn-Key-Solutionとして提供
されるので、モジュラー型製品
への組み込みが容易になる。

 
 

 

５．３ 製品アーキテクチャから見た中国企業の市場参入モデルと我が国企業が採るべき 

ビジネス・モデル 

 

中国企業は、製品の技術革新が止まって単純組立て型に転換された時点、すなわち製品ア

ーキテクチャがオープン環境でモジュラー型に転換された時点から市場に参入することが、

多くの事例で明らかになってきた。これが図８の新宅モデルで表現されるケースに対応する

ことは、すぐ理解できるであろう。電子レンジ、エアコン、ブラウン管テレビ、携帯電話、

液晶パネルといった製品でこの傾向が例外なく観察されるが 55、同時にこの傾向は別稿で述

べたパソコンやDVDプレイヤーの事例でも同じであった（小川、2006a,2007a）。例えばDVD

                                                      
55 本稿の参考文献に挙げた藤本隆弘氏（2005）や新宅純二郎氏、善本哲夫氏などの一連の研究、お

よび丸川知推氏や今井健一氏、川上桃子氏による一連の研究成果を活用させて頂いた。 
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プレイヤーという完成品は、中国企業が世界シェア 60%(2006 年)という圧倒的な生産力を持

つ。しかしながらＤＶＤプレイヤーのコストの 30%以上も占めて最も付加価値の高い擦り合

せ型の光ピックアップ（OPU）は、未だに我が国の企業が提供している。しかもOPU単体で

はなく他の機構系と一体になったトラバース・ユニットという機構モジュールになって提供

され、その上でさらにこれを動かすLSI Chipが一体提供されないと、中国企業はDVDプレイ

ヤーを作ることができない。トラバース・ユニットとLSI Chipが一体化されて提供するこの

ビジネス・モデルを、筆者はアーキテクチャ・ベースのプラットフォーム形成と定義したが

（小川、2007b）,図 10 の右下に位置取りされる擦り合わせ型技術（内部がブラック・ボッ

クス化された技術モジュール）は、それ単独でアジア諸国企業に提供されても産業興隆に寄

与しない。多くの擦り合わせノウハウを内部に詰め込みながら一体化されたブラック・ボッ

クスにし、同時に外部インタフェース・外部仕様それ自身をオープン環境で標準化しなけれ

ばならない 56。この場合はデジュール規格、デファクト規格、フォーラム規格のいずれでも

かまわない。これは図 9 のモデルの中で擦り合わせ型・匠の技（図９の下）を技術拡散スピ

ードの速いモジュラー型の完成品(図９の上)へ組み込み易くなることを意味し、オープン環

境でモジュラー型の完成品組み立てを得意とするアジア諸国企業の役立つ技術モジュール

となって瞬時にグローバル市場へ普及する 57。この場合に先進国企業にとっては、長期のＲ

＆Ｄ投資を経て生み出された擦り合せ型・ブラッ・ボックス技術や匠の技、すなわち図９や

図 10 の下側に位置取りされる“拡散スピードは遅いが高い付加価値が詰まった”技術モジ

ュールが利益の源泉である。アーキテクチャ・ベースのプラットフォーム形成というビジネ

ス・モデル側のイノベーションによってはじめて、これらが市場支配力と高収益へ転換され

る。 

善本哲夫氏の研究 58によれば、ブラウン管テレビは世界で 1 億 6000 万台の市場規模で

あり(2005 年)、中国企業のシェアはこの 60%を越えているが、偏向ヨークとコイル（DYコ

イル）が事前に貼り付けられたブラウン管を買って組み立てている。電位ビームの動きを正

確にコントロールしながら色むらや色ずれなどを無くして画質を整えるITC調整の擦り合せ

                                                      
56 我が国が誇る超摺り合せ型の白物家電はブランドや販売チャネルがエンド・ユーザに向けた外部

インタフェースと位置取りされる。ただし本稿で述べるモジュラー型完成品の場合はアジア諸国企業

の競争優位を活かして低価格品へ転換するものの、超擦り合せ型の我が国白物家電でこれができず、

BRICS 諸国の市場参入が困難となる。 
57 デジカメで移した写真をパソコンで加工･編集する場合のフォーマット規格やデジカメ出力を家

庭で簡単にプリントするプリンター（ＰＣＣ）のドライバーを規格化する動きは、まさにここで述べ

る考え方と同じである。これを製品アーキテクチャの視点で言えば“中擦り合せ･外モジュラー”と

位置取りされる。 
58 本稿の参考文献にある善本氏の論文および善本氏のご好意によって提供された情報による。 
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ノウハウを持たなくてもそのまま使えるようなTurn-Key-Solutionが提供されたとき、すなわ

ち図 10 のモデルに示すプラットフォームが提供されたとき、中国企業が大挙して市場参入

した。さらに善本氏の研究を引用させてもらうと、エアコンの世界生産台数は 2005 年の段

階で 4,000 万台だが中国のローカル企業の生産シェアは 50％以上であり（一説に 60%）、完

成品としてのエアコンでは、中国が世界市場で圧倒的な強さをもっている。しかしエアコン

の心臓部であるコンプレサーを製造できる中国企業は非常に少ない。またインバータ制御の

エアコンは省エネで非常に効果的であり、現在の中国政府が最も必要とする技術だが、擦り

合わせ型のアーキテクチャを持つためか、中国企業は作ることができない。インバータのデ

バイス単体を日本から買って組み立てても省エネ・エアコンにならないためである。 

インバータはパワー半導体の一種だが、いわゆるコンプレッサーを駆動する大電流パル

スの発生デバイスであり、パルスの幅や周波数がマイコンとファームウエアによって制御さ

れることで省エネ効果が発揮される。またこの制御は、コンプレサー側の負荷変動に連動し

てリアル・タイムに最適化しないと省エネ効果が生まれない。したがってエアコン・システ

ムとしての完成品側のトータルな擦り合せ型・省エネノウハウを、マイコン側のファームウ

エア・モジュールに取り込まれなければならない。コンプレッサー側を複数の負荷モデルに

区分し（あるいは標準化し）、それぞれの負荷に最適化されたインバータとその制御ノウハ

ウとしてのファームウエアとを統合化し、その上で更に現場でほんの少しだけカスタマイズ

することで最適化できるようなリファレンスとを一体化できるようになれば、図 10 に示す

Turn-Key-Solution 型のプラットフォームを形成できるであろう。携帯電話に見るケースと同

じように、このプラットフォームをデザイン・ハウスに提供して完成品ベンダーへ流れるよ

うにすれば、我が国企業の付加価値が中国企業を介して世界市場へ大量に運ばれるはずであ

る。これはインテルのビジネス･モデルの基本思想であった。 

例えば携帯電話は、ヨーロッパのノキアやアーム、テキサス・インスツルメンツなどが

作ったプラットフォームによって、またアメリカのクアルコム(CDMA 方式など)やテキサ

ス・インスツルメント（GSM 方式など）が図 10 の Turn-Key-Solution としてのプラットフォ

ームを形成することによってはじめて、中国企業が大挙して市場に参入できるようになった。

その背景に WTO 加入直前の 1999 年１月に発令された中国政府の保護政策が確かにあった

が、この政策がすぐに効果を表した背景には、ヨーロッパ GSM 方式のプラットフォーム形

成があったのである。携帯電話の基本機能が全て詰まった DSP+MPU とファームウエアおよ

びインタフェースなどが一体化して提供されたプラットフォームの作用がここにも観察さ

れる。 

たとえば台湾のメディアテック社は徹底した Turn-Key-Solution 型のプラットフォーム
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を中国のローカル企業へ提供し、一気に市場支配力を強めた。これは 1990 年代のインテル

がパソコン産業で採ったビジネス・モデルと同じである。これによって中国携帯電話産業で

も、China Mobile のような伝統的な携帯電話メーカがパソコンにおける IBM のケースと同じ

ように市場撤退への道を歩んだ。代わって興隆したのが全くの新興企業群である。DVD プ

レイヤーに見る三洋電機やメディアテックが提供したプラットフォーム流通（小川、2007b）

と同じ経営環境がないと、やはり中国の新興企業が躍進するのは不可能だったのである。 

製品アーキテクチャから見た我が国企業と中国企業の相互依存関係を図 11 に要約した 59。 

中国企業はモジュラー型の完成品ではグローバル市場に圧倒的な競争力を示すが、完成品を

支える基幹部品としての摺り合せ型技術は、多くが我が国企業から提供されていることもこ

の図から理解できるであろう。 

   

図11製品アーキテクチャから見た中国企業と日本企業の相互依存関係

モジュラー型
の完成品

擦り合せ型･匠の技

例：光ﾋﾟｯｸｱｯﾌﾟ
日本企業のシェア＞９０％

例；ｴｱｺﾝ用ﾉｺﾝﾌﾟﾚｯｻｰ
15年後の現在でも日本企業のシェア＞８０％

例：ｶﾗｰＴＶ用のIC/LSI
20年後の現在でも日本企業のシェア＞８０％

例；電子ﾚﾝｼﾞ用のマグネトロン
日本企業のシェア＞６０％

例：DVDﾌﾟﾚｲﾔｰ、2006年に２．２億台
５年後に中国企業のシェア＞７０％

例：エアコン、2006年に4,500万台
中国企業のシェア＞５０％

例：ｶﾗｰＴＶ、2006年に1.6億台
中国企業のシェア＞６０％

例：電子レンジ、2006年に6,400万台
中国企業のシェア＞６５％

技
術
拡
散

市場投入後の経過年数
東京大学ものづくり経営研究ｾﾝﾀ：小川紘一

技術拡散が
非常に速い

技術拡散が遅い

中国企業

日本企業

 
 

ただし非常に残念なのは、我が国企業から提供される基幹部品はいずれも部品として

の単品であり、アーキテクチャ・ベースのプラットフォーム形成による市場の独占体制にな

っていない。我が国としては圧倒的なシェアを維持してはいるものの多くの企業が同じ中国

市場で競争し合っているのである。利益率がインテルより遥かに低いレベルに留まる理由が

ここにあるが、その背景に我が国企業が作る基幹部品のいずれもパッシブ型であってプラッ

トフォーム形成に必須の強力なアクティブ機能を持っていないことが挙げられるであろう

                                                      
59 この図は新宅純次郎氏、善本哲夫氏および丸川知雄氏の研究をベースに筆者が作った。 
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60。製品設計の深部にマイコンとファームウエアが深く介在する 21 世紀の現在、基幹部品を

核にしたプラットフォーム形成を経営ツールとして取り込まなければならない。 

 

５．４ アメリカ・パソコン産業に見るビジネス・モデル・イノベーションと我が国企業が学ぶべきビ

ジネス・モデル 

 

  アメリカ企業が 1990 年代に完成させたビジネス・モデル・イノベーヨンとして、イン

テルによる独創的なプラットフォーム形成を挙げることができる。図 12 は立本氏の研究 61を

引用しながら、1981 年に登場したIBM PCの製品アーキテクチャが徐々にモジュラー型へ転

換して行く様子を示したものであり、右端に書いた 1993 年ころの内部構造が現在のパソコ

ン構造とほぼ同じである。MPUの下にインテル仕様のホスト・バス経由でNorth Bridgeが繋

がっており、ここにはリアル・タイム高速処理を必要とするメイン・メモリ（DRAMなど）

や画像デバイスなどが、標準化されたインタフェースを介して繋がる。この下に高速PCIバ

スを介してSouth Bridgeがあり、South Bridgeにはパソコン内蔵のハード・ディスクやDVDお

よびUSBインタフェースで外付けされるデバイスなど、必ずしも高速リアル・タイム処理を

必要としないデバイスが、オープン環境で標準化されたインタフェースを介して繋がる。

South Bridgeは 1980 年代からサポートされ続けてきたレガシー・デバイスをそのままサポー

トする役割を担っている 62。このようにNorth BridgeやSouth Bridgeなどと呼ばれる緩衝レイ

ヤー（プロセッサーとメモリが担う割り込み処理とデータ・バッファリングの組み合わせ）

を設けることで技術革新とレガシー技術を共存させたが、これはパソコンの製品アーキテク

チャをモジュラー型に転換させるプロセスそのものであった。言い換えれば、ユーザの支持

を得ながら、すなわち旧来のユーザ資産を守りなから技術革新（イノベーション）の成果を

                                                      
60  Active とは、ブラック・ボックス領域（内部）からプラットフォームの外部インタフェースをコ

ントロールする作用である。たとえばインテルのＵＳＢインタフェースもＭＰＵが直接介在して初め

て機能する構造になっているので、インテルはＵＳＢインタフェースを介して外部のオープン環境で

繋がるデバイスを間接的に支配できる。DRAM メモリは、ブラック・ボックス化されたインテルの

North Bridge とオープン・インタフェースを介してつながるが、DRAM のコントローラは North Bridge
側にあってインテル側から DRAM インタフェースを完全に支配しているので、DRAM は Passive 型と

定義される。この意味で HDD も Passive 型である。Passive 型とは、与えられたインタフェースに繋

がるだけのデバイスであり、基本的にはネジ・クギのようなビジネスとなって価格競争を強いられる。

一般に Active 型はマイコンとファームウエアがインタフェースに介在するようになって初めて経営

環境に大きな影響を与えるようになった。このようなビジネス・モデルの原型が、1990 年代の前半に

インテルによって確立された。現在では全てのデジタル関連製品で当たり前になっているが、我が国

企業の幹部でこれを経営戦略の視点から捉える人は意外と少ないように思う。 
61 立本博文（2007a,2007b）。 
62 1990 年代の後半から North Bridge が Media Control Hub へ、また South Bridge は I/O Control Hub へ

改称されている。 
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企業収益や社会的な価値へ転換させるには、ユーザ資産として蓄積された巨大なインフラの

上に技術イノベーションの成果を継ぎ足す仕組みづくりが必要であり 63、これを担うBridge

のコンセプトがパソコン産業それ自身をモジュラー型へ転換させたのである。 
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図 12 の左端に示すように、1981 年に出た最初のIBM PCでは、MPUからフロッピーや

キーボードなどの末端デバイスまで一本のバスを介して統合化されていた。1980 年にアメ

リカの著作権法･特許法が改定されてソフトウエアに知財権が認められたので、IBMはBIOS

など論理仕様書をオープンにしたが、周辺デバイスを繋ぐためのバスのタイミング・チャー

ト仕様(ハードウエア側の擦り合わせノウハウ)は開示していない。したがってIBM以外のベ

ンダーが周辺器をアフター・マーケットで販売する場合は、全てIBMの認定を受けないと互

換性を保証できなかった。ましてやIBM互換パソコンを作るには、IBM PCのバス仕様など

に精通し、その上でさらにデジタル･技術に対する高い技術力を持っていないと不可能だっ

                                                      
63 パソコン産業に見るこのような仕組み作りは、CD-ROM との双方向互換を最優先させた CD-R の

開発思想(小川、2006a)や DVD-ROM との双方向互換性を優先させた DVD±R(小川、2006b),さらには

巨大なユーザ資産を守る開発思想を優先させた 1990 年代初期のインテル CISC プロセッサー(バーゲ

ルマン、2006)にも事例を見ることができる。 
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た 64。基幹部品としてのMPUをインテルから調達したことを理由にIBM PCが初期の段階か

らモジュラー型である 65、とこれまで多くの経営学者から言われてきた。しかしパソコンの

場合は、メインフレーム・コンピュータと違ってIBMがフルセット型を採らなかっただけの

ことであり 66、例えばデジタル・パルスのタイミング・チャートなどの設計・組立てなどの

細部ノウハウ、あるいは電圧降下を防ぐバッファー・アンプ（アナログ）の配置・配線ノウ

ハウなどは、すべてIBMという企業の内部で閉じていて公開されない。この意味でメインフ

レームと同じように、少なくとも設計レベルではクローズド・モジュラー型だったものの、

組立て製造は相互依存性が非常に強い擦り合わせ型であった 67。したがってインテルが技術

革新によってMPUの性能を飛躍的に向上させても、MPUだけを入れ替えてパソコンの機

                                                      
64 当時の松下電器は独力で互換 BIOS を開発し、IBM PC に精通した技術陣を揃えてアメリカ市場に

参入したが、市場シェアが 10%を越えるタイミングでアメリカ政府が税関で輸入指し止めに出ている。 
1980 年の著作権法改定によってソフトウエアにも知財権が認められ、BIOS がそれに該当するとみな

されたのである。そして松下電器は、自社ブランドを付けたパソコン・ビジネスから撤退した。しか

しアメリカ国内のベンチャー企業にはこれが厳密に適用されていない。その後の松下電器は、IBM へ

OEM でパソコンを供給することになり、その延長に超擦り合せ型パソコンとしての現在のレッツ・

ノートがある。 
65 この考え方は、1980 年代後半にアンディー・グルーブ（当時インテルのＣＥＯ）がスタンフォー

ド大学のビジネス・スクールで何度も繰り返した表現の一つである。当時全盛だったメインフレー

ム・コンピュータやミニコンの垂直統合型（アンディーは Vertical Silos と表現）から、パソコン産業

を水平分業（アンディーは Modular Cluster と表現）へ転換させようとした経営思想であった。当時は

MPU という単なる部品ベンダーに過ぎなかったインテルにとって、パソコンという完成品ベンダー

から付加価値を奪って業界の主導権を握るためには産業構造を水平分業化（モジュール・クラスター

型）へ転換させる以外に手はなかった、と言い換えてもよい。このようにアンディー・グルーブが狙

った Modular Cluste への転換は自社のビジネス戦略だったのであり、結果的にそうなったものの、IBM 
PC が最初から組み立て製造も含めてモジュラー型だったのではない。ある意図を持って語られたこ

とと事実とを峻別しないと、市場の前線に陣取る現在の我が国企業の事業部長を誤った方向へ誘導す

る。 
661980~1981 年当時の IBM はメインフレーム・ビジネスの全盛期であり、パソコンはおもちゃのよう

な扱いだったといわれる。パソコンが IBMの売り上げに貢献するビジネスになるのではないかと IBM
内で思われはじめたのは、当時まだ非常に高価だった（現在の 5~10 倍）パソコンの市場が年間 1,500
万台に近づいた 1985~1986 年ころである。我が国の富士通も IBM PC の出荷(1988 年 10 月)とほぼ同

じ 1981 年の末に FM-8 を出荷している。しかしこれを担ったのはコンピュータ部門でなく半導体部門

であった（３章、3.1 の注を参照のこと）。1985 年ころからようやくコンピュータ部門がパソコン・ビ

ジネスを担うようになるが、一部に世界レベルの専門家はいたものの新入社員も非常に多かったとい

われる。 
67経営学者の一部に、“デジタルなのになぜ擦り合せを必要とするのか”、という発言が散見されるが、

企業の現場でデジタル機器の開発･設計に携わる技術者にとって、これほど困惑する発言はない。た

とえパソコンであっても、部品の単純組み合わせによって商品としての信頼性を持たせるまでになる

には、設計側で相当の擦り合せ作業を必要とする。ましてや 1980 年代のパソコン設計にとって、論

理的な結合としての基本機能は確かに技術モジュールの組み合わせによって可能になるが、ユーザが

安心して使えるまでの信頼性を提供するための設計・組立て・試験などのノウハウを確立していくプ

ロセスは、まさに擦り合せそのものである。デジタル論理結合としての基本機能はモジュラー型だが、

商品として世に受け入れられる信頼性は擦り合せ型の設計プロセスから生まれる。これらの体系的な

議論は“公差論”として別稿で紹介したい。 
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能・性能を向上させることができず、インテルによる技術革新の恩恵がユーザに届くことは

なかった。当時のインテルは、全てIBMの意向に左右される隷属的な関係から脱することが

できなかったのである。 

しかしながら技術革新を進めるプロセスが、パソコンの内部構造を徐々にモジュラー型

へ転換させた。技術革新の第一弾は 1984 年のPC/ATに見るハード・ディスクの標準装備で

ある。図12に示すように、IBMが1984年出したハード・ディスク付のIBM PC/AにはBus Buffer

という緩衝レイヤーが設けられており、MPUへ影響を与えないでBus Bridge配下の技術革新

を進めようとした。インテルが握る基幹部品（MPU）との相互依存性を断ち切ってハード・

ディスクをパソコンに付け、これによってIBMが更に主導権を握ろうとした経営戦略がここ

に見られる 68。 

当時のデジタル技術の粋を集めたBus Bufferのコンセプト（プロセッサーの割り込み処

理とメモリの組み合わせによる緩衝レイヤーの設定）によって相互依存性を排除するプロセ

スそのものが、パソコンを部品の単純組み合わせ、すなわちモジュラー型への道を歩ませた。

IBMがハード・ディスクの搭載という当時のパソコンで画期的な技術革新を進めるプロセス

がモジュラー型へ転換する第一歩であったが、モジュラー型に転換されて相互依存性が無く

なったことでIBM以外の互換機ベンダーにビジネス・チャンスが生まれることになる。IBM 

PCの互換機メーカであるコンパックも、ベンチャー企業の宿命である弱いブランド力を高

い技術の採用でカバーしながら、その上で更に価格を下げるしかビジネス維持ができなかっ

た 69。ここから生まれたのが図 13 に示すコンパック主導のBus・Bridgeのコンセプトであり、

Bus・Bridgeの導入によってIBM PCで使われたユーザ資産と 

   

                                                      
68ＩＢＭはインテル MPU を採用した時点からインテル互換 MPU の製造権を持っており、インテルか

ら調達する以外に 1980 年代から内製してきた。また次々に興隆する互換機ベンダーに手を焼き、IBM
独自のマイクロチャネル・アーキテクチャ・バス（MCA）やＯＳ２への布石も既に 1980 年代半ばに

考えられていたようだ。これらの全貌が 1986 年から表面化し（1987 年に正式発表）、コンパックが盟

主となった互換機ベンダー連合が更に高速の EISA バス（Enhanced ISA）をオープン環境で標準化さ

せるに至る。そしてここから IBM の市場支配力が更に弱まった。 
69 1982 年の COMDEX でアナウンスされ 1983 に出荷されたコンパックの IBM 互換パソコンは、IBM 
PC の半額であったが、1980 年代の後半になると 15%程度低い価格に設定されている。 
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してのレガシー・デバイスをオープン標準の ISA(Industry Standard Architecture)バスでパソコ

ン側へ接続したのである。コンパックはこれによってはじめて、高い付加価値を追求する独

自の技術革新が Bus・Bridge で切り離された上位レイヤーで可能になった。IBM の手のひら

から離れて主導権を握れるようになったのである。キャッチ・アップ型の互換機ベンダーで

あるコンパックは、IBM が支配するレガシー・デバイスとコンパックが独自開発する新規技

術との相互依存性を完全に排除する仕掛けとしての Bus・Bridge を導入しなければ、すなわ

ちパソコンというシステムの内部構造をモジュラー型にしなければ、コンパック独自の技術

革新を製品の競争力に直結できなかった。これを IBM の視点で見れば、図 13 の左側で IBM

が狙った Bus Buffer と AT Bus のレイヤーがオープン環境で標準化された ISA・Bus にとって

変わられたために、IBM の付加価値が失われたことを意味する。オーバー・ヘッドが小さく

身軽でスピードのあるベンチャー企業群との戦いをオープン環境という土俵で強いられた

IBM は、ここから急速に市場シェアを失う。 

ISA・Busに繋がるハード・ディスク（HDD）に当時の半導体技術革新に支えられたデ

ジタル・インタフェースが採用されたことは、完成品としてのパソコン本体ビジネスと同等

以上に、その後の周辺機器ビジネスに大きな影響を与えた。コンパック･コナー連合が市場

に登場させた 3.5 インチHDDドライブには、図 13 に示すようにアナログ変復調回路やコン

トローラ回路が全て内蔵されており、“外モジュラー・中摺り合せ”の完全モジュール構造

になったからである。完全モジュラー型に転換された 3.5 インチＨＤＤは、デジタル・イン
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タフェースになっていてパソコン側とHDDとの擦り合せ協業を必要としなかった。オープン

化されたインタフェース仕様さえ守れば誰でも市場参入できるようになったので、3.5 イン

チHDDメーカはそれぞれ知恵を絞って高密度化・大容量化および高性能化を競い合う経営環

境となり、ここからすざましい技術革新がはじまった 70。インタフェースのオープン・モジ

ュラー化がHDD産業を飛躍させた様子を図 14 に示す。 

一方、アナログ回路をパソコン側のボードに持つ IBM PC/AT では、HDD ドライブを開

発する場合に常に IBM PC 側との擦り合せを必要とした。したがって当時のシーゲート社や

日本 IBM のような、IBM のパソコン部門と特別の関係を持った企業でなければ HDD の開発

が困難であった。5.25 インチ HDD ドライブにアナログ変復調回路とコントローラが内蔵さ

れていないので（図 13 の左）、当時のシーゲート社は記録密度・記録容量や性能アップをす

る場合に、常にパソコン側の拡張ボードと緊密な擦り合せ協業を必要としたのである。 

IBM PC/ATとＨＤＤの相互依存性が非常に強かったという意味で 5.25 インチＨＤＤは

擦り合せ型のインタフェースであり、ＨＤＤドライブ単独のイノベーションが困難であった。

したがって5.25インチのHDDの技術革新スピードが3.5インチＨＤＤにくらべて非常に遅く、

記録密度でも性能でも劣勢に立ってパソコン市場から消え（図 14）、ミニコンやワーク・ス

テーションなど、旧来から続くニッチ市場に追い込まれた 71。当時のデスクトップ・パソコ

ンで必ずしも必要とされなかった 3.5 インチという小型サイズのHDDが、大容量でしかもビ

ット・コストの安い 5.25 インチHDDに完勝できた理由は、クリステンセン(2001)のいう表面

的な現象ではなく、製品の深層で起きたアーキテクチャの大転換にあったのである。これら

については６章で議論する。 

                                                      
70 誤解を招かないように言うと、例えインタフェースがオープン環境で標準化されていてもパソコ

ン側と単純結合で動くような HDD を開発するには、HDD に内蔵されたコントローラ設計プロセスそ

のものがアナログ回路側と膨大な擦り合せ作業を必要とした。 
71 オープン化・モジュラー化がクローズド・擦り合せ型のアーキテクチャに比べて遥かに普及速度

が速いことが、ここからも理解されるであろう。アーキテクチャによる技術拡散スピードの違い（図

9）がここでも観察された。当時の 3.5 インチ HDD はほぼ全てパソコン環境で使われたので、1980
年代後半以降のパソコンの出荷台数も、図 14 に示す 3.5 インチ HDD の伸びとほぼ同じ傾向で急激に

伸びたと推定される。 
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3.5インチが市場を牽引HDDのインチ別世界出荷量（千台）
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図 14 に示す 3.5 インチＨＤＤの市場拡大は、オープン化・モジュラー化が市場の活性

化や経済活性化に与える影響を具体的な数字 72として示しているが、その後のHDD産業はテ

クノロジー・イノンベーションやプロダクト・イノベーションが価格競争と同時進行した。

熾烈な価格競争と高い利益を上げるためのビジネス・モデル・イノベーションとが同時進行

し、ここから多くのベンチャー企業が脱落しはじめる。HDDビジネスへ参入する企業は 1985

年まで増え続けて 100 社を超えたが、ISA/EISAバスに直結できるモジュラー型のインタフェ

ースが登場する 1987 年ころから、参入企業の数が急激に減少へ転じた。これは製品アーキ

テクチャがモジュラー型転換され、モジュール・クラスター型の産業構造が生まれる場合に

共通して現れる経営環境である 73。マイコンやファ－ムウエアが製品設計の深部で深く介在

した1980年代後半の据え置き型VTR, あるいは1990年代デジタル携帯電話、CD-ROM/DVD、

液晶テレビ、さらには３章で紹介した半導体産業でも同じように観察される。 

                                                      
721987年からはじまるHDDドライブの市場拡大スピードは,10年後に同じオープン標準化で普及した

DVD やデジタル携帯電話の普及スピードにわずか及ばないだけである。DVD とデジタル携帯電話

(GSM)は大量普及の兆候が出て 5 年後の 1998 年に年間 8,000 万台の市場へ急成長、10 年後には 5 億

台を超えた。 
73新宅(1994)によれば、パソコン産業が起きる前の 1970 年代に我が国の電卓産業でも類似の経営環境

が観察されているが、我が国エレクトロニクス産業はこれを経営の本質的な問題として捉えた様子は

ない。 
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以上のように 1986 年ころにオープン環境でISAバスの標準化を主導し、標準化を事業戦

略の中枢に据えることで互換機メーカがIBMから付加価値を奪った。しかしながら単なる部

品ベンダーに過ぎなかった当時のインテルにとって、コンパックなど完成品ビジネスを担う

パソコン・ベンダーの配下で隷属的なビジネス構造を強いられている状況に置かれたままで

あった。この事態を打開したのがPCIバスの登場 74とそのオープン標準化であり、図 13 の右

半分に示すコンパックの付加価値領域をオープン化する事業戦略であった。それには標準化

という多くの人に受け入れ易い手法が最も効果的である。その上で更にインテルは、自社の

付加価値領域（ブラック・ボックス領域）をプロテクトする手段として新たにNorth Bridge

という参入障壁を設けたが、同時にこれはPCI Busに繋がるレガシー・デバイスとインテル

MPUの技術革新のレイヤーの相互依存性を完全に排除する機能も兼ねていたのである 75。パ

ソコンのアーキテクチャがここから更にモジュラー型へ転換されていったことは容易に理

解できるであろう。 

以上がパソコンに見るモジュラー化の進化メカニズムであり、東京大学ものづくり経営

研究センターの立本博文氏による最近の研究（立本、2007a,2007b）によって漸く実証された。 

デジタル・テクノロジーで構成される製品でもBaldwinやClarkのいうように最初からモジュ

ラー型になっているのではなく、技術革新を事業戦略に取り込むプロセスで製品アーキテク

チャがダイナミックに変化しながらモジュラー型へ転換していったのである。Baldwinや

Clarkの著作 76は 1970 年代のミニコン産業を念頭に高度 1,000mから論じる経営論であるが、

彼らがモデルにしたミニコン･ベンダー群は 1990 年代に市場から消えた。企業経営の現場に

立つ事業部長と同じ 1.5mの目線でみれば、彼らの理論は経営のプロが担うビジネス現場で

は全く通用しないものだったのではないか 77。一方、パソコン産業のモデルは、その後 21

                                                      
74ＰＣＩバスはインテル・アーキテクチャ・ラボで開発され、当時の EISA バスより４～５倍も高速

であった。インテルがＰＣＩバスをベースに North Bridge や South Bridge などの Chipset を独自に開発

できる立場となり、Chipset と MPU をリンクさせたプラットフォーム構築への道を歩むことができる

ようになった。 
75 インテルは MPU と North Bridge の間のインタフェースを完全にはオープン化せず、これによって

市場支配力を強化している。North Bridge というブラック・ボックス領域を強制的にオープン化させ

てインテルから付加価値を奪うダイナミック戦略は、その後どの企業も仕掛けていない。 
76 Baldwin & Clark(2000)。 
77 なおシスコが構築した市場支配力の源は、一般に言われるように完全オープンではなくオープン

環境の中の統合モデルであことをここで再度強調したい。その詳細は別稿に譲るが、オープン化とは

1990 年前後にシスコが IBM の牙城を切り崩すときに使った戦略であり、パソコンにおけるコンパッ

クと IBM との関係に、その基本メカニズムがまったく同じである。 例えばシスコ社のルーターは、

通信プロトコルを介してシステム全体を支配しており、オープン化を装いながらインテルよりも更に

強い市場支配力を構築した。日本のネットワークを支えるルーター市場で、我が国企業のシェアは

30%にも満たない。個別技術では圧倒的に高い技術力を持つ我が国企業がビジネス・モデルで劣勢に

立たされた事例がここにも見られる。  
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世紀のビジネス・モデル・イノベーション担う現場の経営ツールとして、世界中に普及して

いった。インテルのモデルはパソコン産業を高度 1.5mという市場の前線に陣取る事業部長

の目線で構築される代表的な事例だったのである。 

この意味で我が国企業が今後生み出すであろうビジネス・モデル・イノベーションに向

けて、インテルの事例に学ぶべきことが多い。図８に示す新宅モデルを念頭に、図９の技術

拡散モデルや図 10 に示すプラットフォーム自身のアーキテクチャ・コントロールを経営戦

略として取り込むのが、21 世紀型ビジネス・モデルの基本パーンだからである。以下でも

う少しこれを詳しく説明したい。 

インテルは MPU という基幹部品のベンダーに過ぎない。パソコン産業のプラットフォ

ーム・リーダーとなって自社へ利益を集中させるには、経営側でビジネス・モデル・イノベ

ーションが必要であった。最も効果的なのは、完成品としてのパソコンの内部構造をオープ

ン環境で標準化し、強制的にモジュラー型へ転換させることである。オープン・モジュラー

型になれば完成品から付加価値が消えるだけでなく、擦り合わせ型のノウハウが詰まったイ

ンテル MPU にパソコン本体のノウハウを取り込むチャンスが生まれる。またモジュラー型

に転換されれば誰でも完成品のビジネスに参入できるようになり、既存の完成品ベンダー以

外に多数の潜在顧客をインテルが獲得するビジネス・チャンスも広がる。 

例えば 1990 年ころのインテルにとって、コンパックやIBMの影響力を弱めないとパソコ

ン業界のプラットフォーム・リーダーになることはできなかった。IBMやコンパックの影響

力を弱める戦略は、パソコンの売上高総利益（粗利）を極度に小さくして研究開発能力を弱

体化することに尽きる。それには、粗利率が小さくても問題なく市場参入できるという特長

を持つアジア諸国企業の活用が効果的だが、これらの企業は技術の蓄積が少ないので技術的

な知識を持たなくても完成品を簡単に組み立てられるようなプラットフォーム提供しなけ

ればならない。インテルは 1994 年ころから徐々にこの戦略を進め、まずはPentium MPUか

らNorth BridgeのChip、およびここからPCIバスを介して繋がるSouth Bridgeまでを、全て一連

のChipsetとして握った。同時にその前後から、IBMやコンパックなど完成品ベンダーの強い

反対を押し切ってPentium搭載を目的としたマザー・ボード・ビジネスを強化した 78。North 

BridgeとSouth Bridgeが搭載されたマザー・ボードとMPUを買えば、ちょっとパソコン技術を

知る人なら誰でも組立てられるプラットフォーム形成に、インテル自身の経営資源を集中し

たのである。ここから台湾のマザーボード・ベンダーが躍進するが、同時にインテルのプラ

                                                      
78 当時のインテルは 486MPU から PentiumMPU へ転換させてパソコン用 MPU ビジネスの覇権を握

ろうとしていたが、パソコン・メーカであるコンパックや IBM などが積極的に採用する動きを見せ

なかった。インテルが PentiumMPU を普及させる手段としてマザー・ボードのビジネスへ傾斜してい

った背景がここにもあった（立本、2007a, 2007b）。 
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ットフォームでないとパソコンを量産できない経営環境も定着した。これがインテルによっ

て形成されたプラットフォームの作用である。台湾のマザーボード・ベンダーが参入するこ

とによって完成品としてのパソコン・コストが下がって市場が急拡大するので、インテルの

MPUとChipsetがますます売れる仕組みがここで完成する 79。 

インテルのプラットフォーム形成によって台湾産業が興隆する様子は、これまで説明し

た東京大学の立本氏によるインテル研究とアジア経済研究所の今井健一氏・川上桃子氏のグ

ループによる東アジア IT 産業の興隆に関する精緻な実証研究（今井、川上、2007）とを、

年代別に突き合わせることで漸く明らかになった。インテルに見るビジネス・モデル・イノ

ベーションが台湾の経済活性化を生み出していたことも、この突合せによって明らかになっ

た。同時に台湾企業を介して中国の IT 産業興隆にも大きな影響を与え、これが中国の経済

成長に多大な貢献をしていた。 

しかしながらこれを先進工業国の市場で見ると、インテルが形成するプラットフォーム

が統合化・巨大化すればするほど先進工業国の既存パソコン・ベンダーが付加価値を奪われ

ることを意味し、IBM やコンパックなど高い付加価値化を求めて開発投資をした企業は、例

外なく市場撤退への道を歩んだ。我が国のパソコン・ベンダーも例外ではない。Dell などの

ように最初から研究開発投資をせずに少ない粗利でも利益の出る組織能力の企業だけが、パ

ソコン産業のリーダーになったのである。これが顕在化したのはインテルによるプラットフ

ォーム形成が完成した 1995～1997 年のことであった。パソコン産業のインテルやマイクロ

ソフトのように、オープン環境に置かれた先進工業国では独占体制に入った企業だけが生き

残ってきた。この意味で本稿が定義するプラットフォームとは、オープン・クラスター型の

産業構造で作る強力な独占体制と言い換えられる。 

これまで独占それ自身が技術イノベーションを阻害すると言われてきた。パソコン産業

がインテルに独占されることによって技術革新スピードに遅れが出たであろうか。高い利益

率によって人材を集め、自ら築いたプラットフォームに世界の技術イノベーションを集中さ

せるビジネス・モデルが独占の弊害から抜け出させた可能性もある 80。またそれと同等以上

                                                      
79 ハード・ディスクのインタフェースがオープン環境でデジタル化されれば図 14 に示すように大量

普及が始まるが、その背景に急激な価格下落があった。立本(2007a,2007b)に紹介されているように、

インテルのプラットフォームと DRAM メモリやグラフィックス関連デバイスがハード・ディスクと

同じようにデジタル・インタフェースで標準化されたが、標準化はパソコン関連デバイスの価格を年

率 20 ~40%のスピードで下落させる役割を果たした。しかしながらインテル MPU の価格はさほど低

下していない。インタフェースがオープン環境で標準化されることの恩恵は、全てプラットフォー

ム・リーダーとしてのインテルだけが独占できたのである。インテルに見るプラットフォームとは、

オープン環境でインテル１社が高い利益率を享受するための仕掛け作りであった。 
80 現在のインテルの組織能力は 1990 年代にアンディ・グルーブによって形成されており、社員のど

のレイヤーから見ても同じ、いわゆる金太郎飴になっている。この組織能力とインテルが持つ製品の
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に重要なのは、特定セグメントを独占することによって生まれるプラットフォームが、むし

ろNIES/BRICS諸国の産業を興隆させるプロセスで経済の活性化に多大な貢献をし、同時に先

進工業国の経済をも活性化させた事実である 81。これまで言われてきた独占企業の弊害は、

フルセット垂直統合型企業による全てのバリュー・チェーンを独占するケースだったのでは

ないか。21 世紀を特徴付けるオープン化やモジュール・クラスター型の産業構造の中で特

定セグメントだけを独占することは、むしろ産業活性化に結び付き易いように思えてならな

い。これを実証してくれたのがインテルであった。 

なお半導体やエレクトロニクスなどで観察される国際的な水平分業構造が、エレクトロ

ニクス関連産業に固有なものなのか、あるいはモジュラー型製品全般にあてはまる普遍的な

ものなのかも議論する必要もあるが、本稿の論点から言えば技術蓄積の少ないNIES/BRICS

が受け入れ易い”技術移転の容易さ”、あるいは“技術拡散スピードの速さ”がまず先にある。

これを可能にするのが、モジュラー型への転換されたFull-Turn-Key Solutionとしてプラット

フォームや製造システムである。この意味でモジュラー型製品全般に当てはまる普遍的なも

のと考えられる 82。 

 

 ５．５ 我が国企業とアジア諸国企業の共存共栄に向けた経営システムを具体化する 

アーキテクチャ・ベ－スのプラットフォーム戦略 

インテルが史上稀に見る市場支配力をオープン環境で作り上げ、同時に驚異的な利益の源

泉を構築したという意味で、1990 年代のアメリカがオ－プン環境で生み出すビジネス・モ

デル・イノベーションの典型をインテルに見ることができる。このように、オープン・クラ

スター型の産業構造の中でプラットフォームを形成し、アジア諸国企業と連携することで生

まれるこのビジネス・モデル・イノベーションこそ、本稿が紹介するアーキテクチャ・ベー

スのプラットフォーム形成である。パソコンの内部構造を強制的にモジュラー型に転換させ

ることによって、インテルはブラック・ボックス化された自社の付加価値をグローバル市場

へ展開させた。これが成功する背景には、技術移転に関する 1960 年代の Vernon モデルでは

なく現在のデジタル型製品が作り出す新宅モデル（図８）およびこれをベースにしたアーキ

テクチャ・ベースの技術拡散モデル（図９）がグローバル経営環境で生まれていたことは、

先に述べた。 

                                                                                                                                                                    
アーキテクチャとの間に乖離を作らず組織能力をインテルの強さへ直結させるためには、1990 年代に

完成させたビジネス・モデルを最大限に生かす市場の拡大以外に、手が無かったのである。これが結

果的に独占の弊害から抜け出す原動力となった。 
81 これらの詳細は別稿に譲りたい。 
82 これらの詳細は別稿に譲りたい。 
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もし IBM やコンパックなどに見る完成品ベンダーがパソコン業界のリーダーになって

いたなら、たとえアメリカ企業であってもアジア諸国の企業をパソコン市場に参入させない

か、あるいは単なる組立ての下請けに活用するだけだったのではないか。1980 年代から 1990

年代のパソコン製造における IBM と松下電器の関係がその代表的な事例である。ここに見

る当時の IBMの姿こそが現在の我が国企業に見る姿と同じであり、図８の左側に示すVernon

モデルが無意識に想定されているように思えてならない。もしこれが２章の図１や図 2 に見

る擦り合せ型の製品であれば、従来通りでも我が国企業はグローバル市場で競争優位を維

持･拡大できてきたであろう。しかしながらエレクトロニクス産業のように瞬時にモジュラ

ー型に転換する場合は、新しいビジネス・モデルが我が国企業に立ちはだかるという意味で、

図８と図９が意味する経営環境を産業のバリュー・チェーンのそれぞれのレイヤーで使い分

ける知恵が、強く求められている。 

なお図９に示すアーキテクチャ・ベースの技術拡散モデルは、互いに異なるアーキテク

チャ特性を持つ産業構造を対象にしたマクロな視点でも、また既にモジュール・クラスター

型に転換された産業の中の、それぞれのバリュー・チェーンの特定レイヤーで考えるミクロ

な視点にも適用できる。特に留意すべき点は、本稿の主題であるビジネス・モデル・イノベ

ーションが、技術拡散スピードの極端に異なる２つのアーキテクチャ、すなわち擦り合わせ

型とモジュラー型とが同じ産業構造の中に混在していることで成立する、という事実である。

前者の代表的な例が匠の技で構成される基幹部材や基幹部品であり、後者が完成品であるこ

とは、図 9,図 10,および図 11 から容易に理解されるであろう 83。 

これまでの我が国企業に見るように、完成品ベンダーはアジア諸国の企業を完成品市場に参

入させないようにするか、あるいは単なる組立ての下請けに活用するだけであった。これでは我

が国が生み出すイノベーションを世界の社会的価値創造へ転換させることはできない。インテル

は、技術拡散し難くいがゆえに利益の源泉になり易い擦り合わせ型のプラットフォームと、技術

拡散し易いので世界市場へ瞬時に普及するモジュラー型の完成品とをビジネス・モデルとして峻

別した。我々がこれを後知恵で整理すれば、インテルは無意識のうちに図９の技術拡散モデルを

取り込み、図 10 に示すTurn-Key-Solutionとしてのプラットフォーム形成を経営戦略の中枢に据

えていたことになる 84。利益の源泉としてのブラック・ボックス化されたプラットフォームは、

                                                      
83 この理論を更に拡大すると、我が国が得意とする摺り合せ型の完成品についても、技術拡散スピ

ードの速いモジュラー型の技術モジュールと組み合わせることで、グローバル市場に通用するビジネ

ス・モデル・イノベーションを生み出すことができる。 
84 インテルは自ら構築したプラットフォームを港に例え、使用料のいらない良い港を作れば異国の

船がドンドン入港し、全く予期しなかった文化が生まれる、と何度も語っている。しかしその良港の

仕組みは細部までインテルにコントロールされた港であり、異国の船はその港湾施設に合わせて建造

されていないと寄港することができない。港湾設備の内部がブラック・ボックスになっているのは言
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図 10 の下半分で示すように、それ単独で技術拡散しない。すなわちそれ単体ではグローバル市

場へ普及し難い。したがってインテルは標準化の力を使ってプラットフォームの外部インタフェ

ースを全てオープン化し、インテルの付加価値が詰まったブラック・ボックスとしてのプラット

フォームの外部だけをモジュラー型へ転換させたることで、図 10 の上半分で示す技術拡散の姿

へと転換したのである。台湾のマザー・ボード組み立て企業は、技術拡散スピードの速いモジュ

ール、すなわち深い技術蓄積が無くてもビジネス参入できるTurn-Key-Solutionをプラットフォ

ームとしてインテルから提供されることによってはじめて、インテル・プラットフォームのグロ

ーバル化に多大な貢献をすることができた。同時にこれが台湾のIT産業興隆に大きな貢献をした

のはいうまでもない。図 10 のモデルだけでなく、これらの現象は図 11 の観察事例からも理解さ

れるであろう。アメリカの経営学者がプラットフォームを議論するとき、なぜかアジア諸国企業

などのキャッチ・アップ型工業国との協業に言及することはなかった。インテルのプラットフォ

ームを語る場合でも、台湾のマザーボード・ベンダーが果たした役割を取上げた議論はまだ聞こ

えてこない。 

インテルが生み出したビジネス・モデル・イノベーションは、欧米はもとより台湾や中

国、インドなどで多数の企業が当たり前のように取上げるビジネス・モデルとして、世界中

に普及している。しかし、残念ながら我が国ではあまり知られていなかった。我が国企業は

これまでフルセット型・垂直統合型のビジネス・モデルで成功してきたし、またエレクトニ

クス産業以外の多くの擦り合わせ型製品の産業では、現在でも従来のモデルを徹底させるこ

とで成功しているためであろう。ここではインテル型のモデルを取らなくても勝ちパターン

を構築できるからである。しかしながら、図７に示すようにデジタル・テクノロジー（マイ

コンやファームウエア）の作用で製品アーキテクチャが瞬時にモジュラー型に転換される産

業が急速に増えてきており、ここでは経営側でビジネス・モデルのイノベーションに真剣に

取り込むことなくしてグローバル市場へ打って出ることは困難である。 

インテルのビジネス・モデル・イノベーションについて、インテル側の視点ではなく我

が国企業の視点に立って再構築する時代環境が、漸く登場したのではないか。当然のことな

がらここでも、図 8 や図 9 で模式的に示した時代環境を認識しながら、我が国企業の組織能

力や擦り合わせ型・匠の技を中核に据えたビジネス･モデル・イノベーションでなければな

らない。欧米企業やアジア諸国企業の組織能力と我が国企業の組織能力との違いを正しく理

解し、その上で我が国の得意技を中核にしたプラットフォームを形成しなければならない。

図 10のモデルや図 11の事例がこれを我々に示してくれた。このような事例は、我が国のDVD

産業で三菱化学の事例や三洋電機の事例に見ることができた。フルセット型・統合型の組織

                                                                                                                                                                    
うまでもない。 
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能力を持つ我が国は、これらのモデルを拡張するプロセスで独自のビジネス・モデル・イノ

ベーションを起こすことができるのではないか 85。 

実は我が国企業の経営者の中にも、擦り合わせ型の典型と言われるあのハード・ディス

ク産業で、独創的なアーキテクチャ・ベースのプラットフォーム構築を進めた人々がいた 86。

TDKのハード・ディスク用磁気ヘッドや日本電産の超精密モーター・ビジネスがその代表的

な事例である。現在のハード・ディスク産業で高い利益率を誇っているのは、フルセット型

のシーゲート社（HDD完成品）だけでなく、基幹部品を中核にプラットフォームを作る

TDK(磁気ヘッド)、日本電産（超精密モータ）およびマーベル社（System LSI）などの基幹

部品サプライヤーである。後者の企業群はHDDがコモディティー化した現在でも、きわめて

高い利益率を維持している。基幹部品サプライヤーは、超擦り合せ型のHDDドライブを強制

的に擬似的なモジュラー型へ転換させ、自社の基幹部品にHDDドライブ側のノウハウを取り

込むことによってプラットフォームを形成しながら市場支配力と利益の源泉領域を拡大し

てきた。 

TDK が超擦り合せ型の磁気ヘッドを核にして、また日本電産も同じく擦り合わせ型の

モータを核にしながら構築したプラットフォームは、三洋電機に見るビジネス・モデル・イ

ノベーションと同じく、日本から遠く離れた香港や中国・広州の地域で生まれていた。いず

れも強力なリーダーの存在によってはじめて具体化されているものの、残念ながら日本国内

の伝統的な組織能力から生まれたのではなかった。我が国にはフルセット型の構造を持つ企

業が多いので、オープン環境のプラットフォーム形成に向けた組織能力がまだ育成されてい

ない。1990 年代に進んだ企業グループ内の分権化や分社化が、海外市場で勝てない内弁慶

の大きな要因になっているのではないか。三菱化学、三洋電機、さらには TDK や日本電産

のモデルを自社製品へ応用する姿勢さえあれば、ここから新しい日本型のビジネス・モデ

ル・イノベーションを生み出せるはずである。例え擦り合せ型の基幹技術をバリュー・チェ

ーンの特定レイヤーに集中カプセルするビジネス・モデルを採るケースでも、TDK や日本

電産、三菱化学のように材料から完成品までの技術知識を持っている我が国企業の方が、オ

ープンあるいは擬似オープン環境におけるプラットフォーム形成にとって遥かに有利なの

だから。 

                                                      
85 我が国企業の得意技を中核に据えたプラットフォーム形成以外に、ノキアの携帯電話やアップル

の i-Pod に代表されるビジネス・モデル・イノベーションの中にも、我が国企業の得意技を刷り込む

ことが可能である。これらの詳細は、新・日本型イノベーションとして本稿に続く一連のデスカッシ

ョン･ペーパーで取上げる。 
86 。 
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６．日本型イノベーション・システムから見た新宅モデルの意義 

 

本章では図８と図９のモデルが問いかける意味をもう一度考えてみたい。再度繰り返す

が、パソコンや携帯電話、DVD ドライブ、さらには半導体デバイス、液晶テレビなどは、

本質的にモジュラー型へ転換されやすい製品であって瞬時に国際的なモジュール・クラスタ

ー型の産業構造ができあがる。ここで Vernon のモデルが通用しないことは先に説明した。

一方、典型的な擦り合わせ型アーキテクチャを持つ光ピックアップ（OPU）、セラミックコ

ンデンサー、光学デバイスなどの部品産業、および半導体材料、液晶材料、磁性材料、自動

車用鋼板などに代表されるプロセス型素材産業はいずれも擦り合わせ型の製品アーキテク

チャを持つが、ここでも Vernon のモデルがまったく通用しない。 

例えば光ピックアップ（OPU）の場合を例にとると、韓国･台湾･中国などの企業による

要請で、我が国から多くの技術者が技術指導に行った。また台湾などは政府機関が大々的に

技術や人材を育成する動きも見られたので OPU の設計はできるし試作もできる。しかし未

だに低コスト量産ができていない。擦り合わせ型の技術を企業の中で定着させるには、長い

開発期間と投資が必要なためである。したがって、モジュラー型の製品で簡単に市場参入で

きて、しかもこれがアジア諸国の経済活性化に寄与しているのなら、敢えて擦り合わせ型技

術に手を出すモチベーションがアジア諸国の企業に生まれないであろう。この意味でのモジ

ュラリティー・トラップとアジア諸国でアーキテクチャの比較優位がとリンクしているので

ある。 

本稿の狙いは、我が国が担うイノベーションのあり方を製品アーキテクチャの視点から

論じ、“日本型イノベーション論”のフレーム・ワークを提案することであった。我が国企

業で最も広く普及しているイノベーション論はクリステンセンのイノベーターズ・ディレン

マ 87ではなかろうか。本稿の締めくくりとして、クリステンセンのイノベーターズ・ディレ

ンマを製品アーキテクチャの視点で拡張するために、新宅モデルを念頭に置きながら、これ

をテクノロジー・リーダー企業（先進工業国）とキャッチ・アップ型企業（NIES/BRICS諸

国）との関係から捉えてみたい。 

 

６．１  新宅モデルの視点によるクリステンセンのイノベーション論 

クリステンセンが発する基本メッセージとしてのイノベーターズ・ディレンマには、ユ

ーザが必要とする以上の高機能化にトラップされた組織能力が見せる悲劇があり、ここには

                                                      
87 クリステンセン（2001）。原文は“イノベーションのディレンマ”ではなく”Innovator's Dilemma” 
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既存の経営環境にトラップされてテクノロジーを追求する我が国企業の姿が重なって見え

る。この意味でクリステンセンも、その本質でプロダクト側のイノベーションだけでなく同

時にビジネス・モデルのイノベーションを訴えていたのではないか。結論を先取りすると、

背景に技術のモジュラー化が起きる経営環境がなければ、すなわち急速な技術拡散がおきる

経営環境がなければ、クリステンセンのいうディレンマは顕在化しない。 

クリステンセンがハード・ディスク産業の事例で強調したキーワードは、既存顧客の意

見に耳を傾けているとかえってブレーク・スルー型の破壊的イノベーション（ここではプロ

ダクト･イノベーション）が起きなくなる、というものだった。ここで既存顧客（当時の IBM 

パソコン部門）に耳を傾けたのは、IBM のパソコン部門と開発連携を結んだハード・ディ

スク専業メーカのシーゲート社である。 

当時の IBM は巨大なコンピュータ市場を支配する圧倒的な存在感を持つ企業だったの

で、疑いも無く巨人 IBM が言うことだけが絶対の真実であった。したがって 1980 年代当時

のパソコン産業で起きた製品アーキテクチャの大転換とその背景を理解せず、単に表面に出

た現象としてのイノベーターズ･ディレンマを語り続けると、本質を見誤ることになる。 

クリステンセンが取上げたパソコン環境のイノベーターズ･ディレンマは、シーゲート

社を攻略するコナー社によって引き起こされた。コナー社は IBM やシーゲートからスピン・

オフした人々が作ったベンチャー企業であり、高い技術力を持っていたので、シーゲートと

同じ 5.25 インチのハード・ディスクを手がけなかった。また知的財産権の問題もあったの

で、彼らは独自に 3.5 インチ・ハード・ディスクをコンパックへ提案し、IBM のパソコン・

ビジネス攻略を目論むコンパックと戦略連携を結んだ。すなわち IBM・シーゲート連合とコ

ンパック・コナー連合の覇権争いが背景にあったのである。1985 年当時のコンパックは、

図 12 に示すように IBM の Bus･Buffer に対抗した画期的な Bus ・Bridge のコンセプトを、

ウエスターン・デジタル社やコナー社などのベンチャー企業群と作り上げていた。５章の５．

４で詳しく述べたように、このコンセプトはパソコン産業をオープン環境でモジュール・ク

ラスター型へ転換させる強力な力をもっていたのである。当時の IBM が PC/AT で採用した

Bus･Buffer 配下の AT バスには、モジュール化されたスロットではあるもののここに差し込

まれるボードには、ハード・ディスク側のデータ変復調回路などアナログ系の主要回路が搭

載されていた。またコントローラも HDD ドライブ側でなくパソコン側のボードに搭載され

ていた。1970 年代から 1980 年代に見るミニコン産業では多数のコントローラ・ハウスが独

立して存在し、SMD インタフェースとミニコン本体とを摺り合せ結合するという企業間の

水平分業が明確だったが、IBM の PC/AT はコントローラ・ハウスの機能をパソコン本体側

のボードに取り込んだという意味で、メインフレーム・コンピュータと同じように統合型だ
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ったのである。またボード側と HDD ドライブの相互依存性が非常に強いという意味で、イ

ンタフェースも擦り合わせ型であった。以上の事実は、これまで IBM 互換パソコンに対し

ていわれ続けてきた通説と全くことなる。 

一方、コンパックが提起した Bus ・Bridge のコンセプト（図 12 の中央）は、オープン

環境で標準化を狙った ISA バスへ 3.5 インチ・ハード・ディスクをデジタル・インタフェー

スで結合する設計であった。したがってアナログ回路もコントローラも、パソコン側ではな

く全てハード・ディスク側に搭載されており、3.5 インチのハード・ディス・ドライブそれ

自身は完全なモジュラー型のアーキテクチャに転換されていた。もしリスクを取らずにシー

ゲートと同じ擦り合せ型のインタフェースを採用していたなら、すなわち IBM のパソコン

部門と常時擦り合わせが必要だったなら、例え 3.5 インチという斬新な、そして画期的な小

型サイズでも、コナー社の出番はなかったであろう。そしてシーゲート社はイノベーター

ズ・ディレンマを経験することが無かったはずである。更に言えばコンパック・コナー連合

が IBM・シーゲート連合からパソコン・ビジネスの主導権を奪うことはできず、その後のイ

ンテルがパソコン業界に君臨することも困難だったはずである。 

コナー社がコンパックなどと一緒に作り上げた 3.5 インチのハード・ディスクのコンセ

プトは、デジタル・テクノロニジー（特に半導体デバイス）の技術革新に支えられて外部イ

ンタフェースだけをオープン環境で標準化し、これによって製品アーキテクチャを完全なモ

ジュラー型へ転換させたという意味で画期的である。ここからハード・ディスクだけでなく

パソコンそれ自身の競争ルールさえも激変し、図８に示す新宅モデルの軌道に乗った 3.5 イ

ンチ・ハード・ディスクだけがパソコン市場を瞬時に席巻した（図 14）。ここでも既に新宅

モデルと同じ環境が、まずアメリカ国内の既存大手企業と新興キャッチアップ型企業との間

に現れていたのである。 

シーゲート社がコナー社のビジネス・モデル・イノベーションによって仕掛けられたの

は、このような経営環境であった。当時の IBM はもとより大部分の人が未経験の経営環境

だったという意味で、シーゲート社を後知恵で批判することは間違いである。これを逆の視

点から言い換えれば、擦り合わせ型の度合いが強くて技術拡散が起きにくい、すなわち例え

モジュール・クラスター型の分業形態を取っても、深い擦り合わせを必要とする製品の場合

は、当時のコナー社のようなベンチャー企業の出番は無かった。図９の技術拡散モデルにあ

るように、擦り合せ型アーキテクチャの場合はキャッチ・アップしたくても技術が拡散して

こないので、あるいは技術体系の全体を持ち出すことができないので、キャッチ・アップ型

企業の手に負えないためである。これは、先に紹介した光ピックアップ(OPU)の事例からも

理解できるであろう。 
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事実 1970 年代までのハード・ディスク産業では、イノベーターズ・ディレンマが観察

されていない。1960 年代に興隆したハード・ディスクの製品アーキテクチャは、典型的な

擦り合わせ型だったためである。また 1990 年代から現在までのハード・ディスクも同じで

あり、1980 年代だけが例外であった。IBM の内部では 1960 年代から連綿と技術革新が続い

てはいたが、経営陣はリスクを取らず利益を優先させ続けたので、IBM の製品には安全な枯

れた技術しか採用されなかった。その後 IBM 自身も Winchester と呼ばれたカセット・タイ

プのモジュラー・ディスク・コンセプト（当初はコントローラも内蔵しない擦り合せ型のア

ナログ･インタフェース）を製品化していたので、1970 年代後半から 1980 年代にかけて多

数のハード・ディスク技術者が IBM からスピン・オフしてビジネス・チャンスを握る経営

環境が整っていた。彼らが多数のハード・ディスク・ベンチャー企業を立ち上げたのである。

この意味でも、1980 年代だけが一時的にモジュール・クラスター型の産業構造に転換した

時期だったと思われる。 

コナーとコンパックはこのような経営環境でシーゲート・IBM連合に挑んだのであり、

当時まだ半導体業界のベンチャー企業だったウエスタン･デジタル社もハード・ディスクに

内蔵させるコントローラの設計・製造を担当している。ベンチャー企業として最先端のテク

ノロジーを使い、その上でさらにパソコンとハード・ディスクとのインタフェースをモジュ

ラー型（デジタル化）にする革新的な製品コンセプトを追求することではじめて 3.5 インチ

HDDが新宅モデルの軌道に乗り、コナー社は一気に業界の主役に踊り出た。1986~1987 年こ

ろになると日本IBMすら 5.25 インチから 3.5 インチのハード・ディスク開発へ方針転換せざ

るを得なかったのである 88。図 14 に見る 3.5 インチ・ハード・ディスクと 5.25 インチ・ハ

ード・ディスクの普及スピードの違いは、まさに図 9 で示すモジュラー型と擦り合せ型に見

る普及スピードの違いに対応していることも、すぐに理解されるであろう。 

繰り返すが、クリステンセンは 1980 年代の中期に現れた一時的な表面現象を捉えたに

過ぎない。1990 年代になると MR 磁気ヘッドなどの登場でハード・ディスクが再び擦り合

せ型に戻り、さらにはハード・ディスク産業の付加価値がドライブ設計そのものからビジネ

ス・アーキテクチャ全体へと分散カプセルされ、ハード・ディスクというデバイス単体では

なくその産業構造全体が擦り合わせ型に転換してしまっていた。クリステンセンが言及した

2.5 インチ HDD やその後に登場する 1.8 インチ HDD ではイノベーターズ･ディレンマが観察

されていない。しかしクリステンセンは、自分の理論に合致しないこの事実には言及してい

ない。 

１インチという超小型ハード・ディスクの量産工建設に中国の某省政府が多額出資し、

                                                      
88 旧日本 IBM にいて現在は日立 GST にいる人々へのインタビューによる。 
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IBM をスピン・オフした技術者と一緒に開発に乗り出している。悪戦苦闘の末に設計も試作

もできて、日本のアフター・マーケットなどで 2004 年ころから少し売り出された。しかし

ながら最も擦り合わせノウハウを必要とする、“低コスト量産する技術”、“信頼性を保障し

ながら高い歩留まりで量産する生産技術”、および“工場オペレーションの擦り合せ型ノウ

ハウ”が全く無く、中国の某省高官を含む多くの関係者が巨額投資の責任を問われて悲劇的

な結末を迎えた。この時期になると、HDD の擦り合せノウハウが製品設計だけではなく、

ビジネス・アーキテクチャの全領域に分散カプセルされていたからである。特に付加価値が

量産工場のオペレーションに集中しはじめていた。最も深い擦り合わせを必要とした１イン

チの超小型ハード・ディスクは、当時の IBM とこれを受け継いだ日立、および東芝など、

統合型・擦り合わせ型の技術蓄積を持つ企業だけしか低コスト・高品質量産に成功していな

い。以上のように製品アーキテクチャが擦り合わせ型に転化され、キャッチ・アップできる

企業が存在しなくなれば、クリステンセンのいうイノベーターズ・ディレンマの前提が崩れ

てしまうことが、理解されるであろう。 

アーキテクチャの国別比較優位や企業別競争優位、あるいは比較劣位・競争劣位の組織

能力は、長い時間を経ないと変わることはない。１インチ・ハード・ディスクの事例や 3.5

インチ・ハード・ディスクの事例は、全く異なる視点から我々にその本質を教えてくれた。

この意味で製品のアーキテクチャのダイナミズムと新宅モデルが生まれる経営環境との関

係を正しく把握することなくして、クリステンセンの理論を我が国企業の経営モデルに組み

込むことは危険である。クリステンセンのモデルを考える前に、自社の製品が有するアーキ

テクチャのダイナミズムに関する深い洞察が必要となる。この意味でクリステンセンの理論

は、製品アーキテクチャのダイナミズムという視点、ならびに我が国企業の組織能力という

視点から再構築されなければならない。 

 

６．２ 新宅モデルの活用による我が国企業とアジア諸国企業の共存共栄システム 

図 8 の新宅モデルが生まれる経営環境では、アーキテクチャ・ベースのプラットフォー

ム形成こそ、図１や図２に見る我が国エレクトロニクス産業を現状から脱皮させるために極

めて重要なビジネス・モデル・イノベーションである。マイコンとファームウエアが製品設

計に深く介在する製品アーキテクチャの産業で、大量普及と高収益がグローバル市場で同時

に実現させるビジネス・モデル・イノベーションがここにあった。当然のことながら擦り合

わせ型の製品からなる産業では、まだこのようなイノベーションを必要としてない。経営者

は自社製品の属する産業がモジュール・クラスターラー型に転換する兆候を把握しながら、

どこかで組織能力を再構築する準備だけはしておかなければならないだけである。 
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モジュール・クラスター型の経営環境は間違いなく先進国の産業活性化に寄与し、同時

にモジュール・クラスター型の産業構造が登場することによって、アジア諸国の経済が人類

史上例の無いスピードで成長した。この経済成長が先進工業国の経済成長も同時に支えてい

る。従って今後我が国が生み出すイノベーションも、モジュール・クラスター型の産業構造

が持つ効用を積極的に活用すること無くして、これをグローバル市場の経済価値や社会的な

価値へ転換させることは出来ない。例えばバリュー・チェーンの要所要所に現れる擦り合せ

型スペクトラムのレイヤーに我が国企業の得意技を埋め込むビジネス・モデルがその代表的

な事例となる。ここではモジュラー型を得意とするアジア諸国企業と協業するシステム構築

が必要であり、その基盤になるのが図９に示すアーキテクチャ・ベースの技術拡散モデルで

あった。Turn-Key-Solution としてアーキテクチャ・ベースのプラットフォーム形成は、ブラ

ック・ボックスの拡散スピードを速める役目を担うとともに、プラットフォ－ムの内部と外

部のアーキテクチャを経営戦略としてコントロールしながら市場支配力と利益の源泉を強

化する、という仕掛け作りになっている。 

ここで再度繰り返すが、利益の源泉構築（ブラック・ボックス化）と大量普及

（Turn-Key-Solution 化）を同時に実現させる経営モデルが、本稿で紹介するアーキテクチ

ャ・ベースのプラットフォーム形成であった。高収益を目指しながらブラック・ボックス化

する度合いをコントロールし、さらには図 10 のモデルを念頭にプラットフォームの外部仕

様をオープン化する度合、すなわちモジュラー型の完成品に組み込み易くする度合いを、製

品戦略としてリアル・タイムにコントロールしなければならない。図 9 に示すアーキテクチ

ャ・ベースの技術拡散モデルを背景にしながら、プラットフォーム内部のブラック・ボック

ス化と外部インタフェースをオープン化する度合いなどを、製品戦略としてリアル・タイム

にコントロールし、ここから大量普及と利益の源泉確保を同時に実現させるビジネス・モデ

ルがプラットフォーム論の真髄である。これは技術ではなく経営の問題である。我が国企業

は、Vernon 型モデルから早く図８の新宅モデルへ意識を切り替え、図９の技術拡散モデルを

ベースに図 10に示すTurn-Key-Solutionとしてのプラットフォーム形成を 21世紀型の経営モ

デルと位置づけなければならない。アジア諸国が持つアーキテクチャの比較優位を生かして

我が国企業の擦り合わせ型技術をグローバル市場へ大量普及させるビジネス・モデル、と言

い換えてもよい。我が国の付加価値は、ここから世界の社会的価値に転換することが可能と

なる。 

我が国経済の活性化や国際競争力の強化に、オープン・モジュラー型とブラック・ボッ

クス・擦り合せ型のどちらが適しているかという二者択一の議論が散見されるが、少なくと

も図 1 で正常な経営環境にある産業群では、従来通りのブラック・ボックス、擦り合せ型を
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更に徹底させるべきである。一方、完成品それ自身の製品アーキテクチャが瞬時にモジュラ

ー型に転換される産業（パソコン、DVD、携帯電話など）で、あるいは製品の製造システム

が巨大モジュールとしての Turn-Key-Solution となって流通する産業（半導体デバイスや液晶

パネル、DVD メディアなど）は、図 10 で示すように二者の何れも必要であることが理解さ

れるであろう。 

日本経済の中で製造業の占める割合は国内総生産（GDP）の約 25%であるが、輸出の

85%を占め、また研究開発投資の 90%を占める巨大産業である。他の国はドイツを除いて我

が国の半分くらいである（ドイツは日本とほぼ同じ）。2007 年の輸出額 84 兆円の中で 17 兆

円が本稿で取り上げたエレクトロニクスであり、外貨の 20%を稼ぐ 89。この 20%が瞬時にモ

ジュラー型へ転換してグローバル市場の競争力が 1990 年代の後半から急速に劣えたのであ

る。 

これまで何度か繰り返したが、自動車や工作機械、プロセス型の産業などのように完成

品それ自身が全体として擦り合せ型アーキテクチャを持っている場合は、若干の例外はある

ものの、擦り合せの徹底やブラック・ボックス化がグローバル市場における競争力の源泉に

なっている。一方、今後の我が国が避けて通れないオープン・モジュラー型の経営環境では、

両者を経営戦略として巧みに使い分けるアーキテクチャ・ベースのプラットフォームを形成

した企業が勝者になっている。特に我々が留意しなければならないのは、全てをオープンに

して存続できた企業はこれまで無かった、という事実である。インテルはもとよりグーグル

ですら、市場に向かって常にオープン化を標榜するものの、彼らがオープン化を主張する領

域は自社の巨大プラットフォームが通る道だけであり、利益の源泉となるプラットフォーム

の内部は必ずブラック・ボックス化されていて、決してオープン化することはない。我々は

この事実を冷静に認識しなければならない。 

東京大学の藤本教授が主張するように（藤本、2007）、それぞれの国には長い歴史と文

化に根ざしたアーキテクチャの比較優位が歴然と存在し、これが企業の組織能力となってい

る。我が国は擦り合わせ型というアーキテクチャの比較優位を持っているが、多くのアジア

諸国が例歴史的・文化的な背景から擦り合わせ型を得意とする場合でも、産業を興隆させる

初期から中期のステージでモジュラー型の方がはるかに効率的である。モジュラー型の技術

体系を集中的に導入した、あるいは導入し易かった台湾や南中国、シンガポールなどと、擦

り合せ型技術体系を中心に技術導入したマレーシアと比較すれば、本稿の視点が理解される

                                                      
89  JEITA 統計によれば、2007 年の輸出総額 84 兆円のうち、20 兆円が自動車・自動車部品･船舶な

どの輸送用ききであり、17 兆円が半導体・家電機器・電子部品などの電気機器、17 兆円が原動機・

電気部品・産業機械・建設機械などの一般機械、10 兆円が鉄鋼・非鉄・ゴムなどの原料別製品、約８

兆円がプラスチック・有機化合物などの化学製品である。 
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であろう。 

本稿で何度が指摘したように、実はアメリカでもオープン環境でモジュール・クラスタ

ー型の経営環境を享受したのは、圧倒的な技術蓄積を持つ既存の大企業ではなくキャッチ・

アップ型のベンチャー企業であり、1980~1990年代のアメリカ経済を効率良く活性化させた。

その代表的事例として本稿ではインテルやコンパック・コナー連合を紹介した。製品アーキ

テクチャの視点で見れば、1980 年代のアメリカ・ベンチャー企業と現在の台湾・中国など

の企業の行動様式に大きな違いはない。アジア諸国企業がまだ擦り合せ型のテクノロジ－や

高度なビジネス・モデルを持っていないだけである。 

いずれにせよ、21 世紀型の技術移転モデルを支える新宅モデルの正しい理解が重要で

あり、我が国とアジア諸国との共存共栄モデルはここから構築できる。さらに強調したいの

は、我が国企業の得意技とこれを支える深層のもの造りの組織能力はそのまま維持しなけれ

ばならないという点であり、その上でアーキテクチャ・ベースのプラットフォーム形成、と

いう表層のビジネス・モデル・イノベーションが求められるのである。技術グローバル・経

営ローカル、あるいは内弁慶の経営と揶揄される現状から脱皮する道は、もの造り側や技術

側にあるのではなく、経営側に委ねられている。 

21 世紀の我が国企業が採るべきアジア諸国との共存共栄システムとは、我が国企業の

経営側が担うビジネス･モデル･イノベーションによって、テクノロジーやプロダクト・イノ

ベーションの成果をグローバル市場の経済的価値や社会的価値へと転換していく仕組みで

ある。携帯電話は 2007 年に 10 億台以上も販売され、携帯電話を使うユーザも世界で 30 億

人を越えた。製品アーキテクチャのモジュラー化やモジュール・クラスター型の産業構造、

さらにはこれを背景にしたプラットフームの形成によって、市場に登場してわずか 15 年で

30 億人の人々が使う社会インフラとなった。極貧の生活を強いられてきた人々にも行きわ

たり、極貧に苦しむ家族でも明るい未来を描けるようになったのである。例えば、開発途上

国で極貧に苦しむ人々がグラミン銀行の低金利・無担保の融資で携帯電話を買い、正しい市

場情報を入手することで、ささやかではあるが努力が報われる商売もできるようになった。 

最近になってノキアに代表される GSM 陣営は、現在の低価格機（約 20 ドル）より遥か

に安い 10 ドル携帯電話の開発に取り組んでいる。一方のパソコン陣営では、One Laptop Per 

Child(OLPC)という非営利組織とこれに呼応する多くに人々によって 100 ドル・パソコンの

プロジェクトが進められており、製品アーキテクチャのモジュラー型への転換、そして

Full-Turn-Key-Solutionのプラットフォームが形成される以前にはとても考えられなかった新

たな希望を、開発途上国の多くの人々にもたらそうとしている。アーキテクチャ・ベースの

プラットフォーム形成およびこれを核にしたアジア諸国との共存共栄システムとは、我が国



製品アーキテクチャのダイナミズムを前提にした日本型イノベーション・システムの再構築 

 
71 

の付加価値を効率良くグローバル市場へ運ぶキャリアとしてだけでなく、また効率良く経済

価値へ転換する経営ツールとしてだけでもなく、NIES/BRICS とさえ呼ばれることのない

人々が極貧から抜け出すための社会インフラ構築にも貢献する。21 世紀の我が国企業が担

うべき日本型イノベーション・システムのゴールがここにあるのではないか。 

 

７．行政のマクロ政策と企業のビジネス・モデル 

本稿の目的は、日本型イノベーション・システムを議論するための共通インフラとなる

フレーム・ワーク提案することであった。また本稿を書くことになった動機を振り返れば、

ほとんど全てのエレクトロニクス産業で研究開発投資が営業利益に寄与していない事実が

あり、またイノベーションを議論する人々がここに焦点を当てた議論をしていないことに気

付いたためであった。大部分の議論は 1980~1990 年代初期にアメリカで議論された視点から

我が国のイノベーションを議論していることもわかった。 潜在的ニーズを引き出して新た

な需要を切り開く新商品を開発すれば、すなわち売れる商品を開発できて大量普及すれば必

ず企業収益に貢献するという前提が、暗黙の内に仮定されていたのである。したがって・イ

ノベーションやプロダクト・イノベーションを論じる視点は、基礎研究・技術研究の成果を

市場で売れる商品へ効率良く繋げるための研究マネージメント論であった。 

 

 第一章で述べたように、企業の収益や国際競争力に貢献するプロダクト・イノベーション

は、研究開発投資や科学技術の蓄積といったサプライ・サイド側の要因に左右されると 1980

年まで言われ続けた。いわゆるリニア・モデル信仰である。その後、無線、電話、コンピュ

ータ、自動車、家電など、過去 100 年間に生まれた製品についてイノベーション論が展開さ

れ、サプライ・サイドではなくむしろ有効需要の創出が重要である,と経済学者が主張する

ようになったのは 1990 年代になってからである。潜在的ニーズを引き出して新たな需要を

切り開く商品を開発できれば、すなわち売れる商品を開発できてグロ-バル市場に大量普及

すれば必ず企業収益に貢献する、ということが暗黙の内に仮定された主張であった。したが

って我が国の国際標準化論も、我が国が生み出すイノベーションの成果をグローバル市場へ

普及させる手段と捉えられており、大量普及させてこれを企業収益に結び付けるビジネス・

モデルの視点は少なかった。しかしながらアメリカが 1990 年代後半からＩＴ産業で圧倒的

な競争力を持つに至ったのは、シュンペータ反革命ともいうべき 1980 年代初期のアメリカ

政府の政策転換であり、ここから生まれて 1990 年代中期以降に完成したビジネス・モデル

側のイノベーションだったのである（（ガワー＆クスマノ（2000）,バーゲルマン（2006）お

よび本稿の 5.3 節)）。 
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1990 年代後期から現在に見る我が国事例でも、パソコンやデジタル携帯電話、カメラ・

モジュール、デジカメ、DVD、液晶テレビなどが国際競争力や企業収益に直結するか否かは、

製品アーキテクチャに大きく左右されている（小川、2007）。擦り合せ型のアーキテクチャ

が長期に維持される製品であれば、確かに売れる製品を開発すると企業の国際競争力や収益

に直結しやすい。しかしながら SystemLSI とファームウエアの作用によってアーキテクチャ

が瞬時にモジュラー型へ転換する製品は、プロダクト側のイノベーション以上にビジネス・

モデル側のイノベーションを同時に生み出さなければ企業収益に直結させることはできな

い。 

本稿を書くことになったもう一つの動機は、液晶や太陽光発電システムの実態であった。

液晶は 1998 年ころまで日本企業が圧倒的に強かったものの、現在ではパネル全体でシェア

が 22％、大型テレビのパネルでは 10％まで下がった 90。太陽光発電は 2005 年からシェアが

下がりはじめ、2003 年ころに株式上場したドイツのQ-Cells社がわずか４年でシャープを追

い抜き世界のトップ・シェアを持つ。また同じ 2003 年頃に興隆した中国Suntek社が京セラ

を追い抜き、世界第３位のシェアを持つまでになった。その他、欧米企業だけでなく、台湾

/中国、シンガポール、インドなどの企業群が世界ナンバー・ワンを目指して巨額の投資を

しはじめた。これから普及するという段階になると我が国企業が劣勢に立つ姿は、太陽光発

電でも変わっていなかったのである。 

   前章まで書いた時点で筆者は、1993 年にハーバード・ビジネス・スクールが “企業に

おける研究活動の将来に関する討論会”を開催したこと、およびここに参加した企業の研究

マネジャーや科学技術史の研究者および技術革新の研究者によって“Engine of Innovation”

という本が書かれたことを知った 91。西村吉雄氏が“中央研究所の時代の終焉”と名訳した

この本を早速購入して読んでみると、15 年前のアメリカで取上げられた問題意識は本稿の

それときわめて似ており、やはりアメリカでは 20 年前の 1980 年代後半に現在の我が国と同

じ状況に直面していた事実を再確認できた。しかしながら 1980 年代から 1990 年代のコンピ

ュータ産業で顕在化した、技術の拡散スピード、製品アーキテクチャのモジュラー化、産業

構造がモジュール・クラスター化していた事実、およびこれと企業における研究のあり方な

ど、本稿で筆者が取上げた視点を“中央研究所の時代の終焉”の中から探すことはできなか

った。“中央研究所の時代の終焉”の著者が序論でいみじくも述べているように、多くはサ

                                                      
90 これはサムソン経済研究所など、韓国側から発表されるテレビ用の液晶パネルである。同等以

上の巨大市場である携帯電話や車載用の液晶パネルでは、我が国企業のシェアがまだに高い。し

かしこれらを合わせた合計でも我が国の液晶パネルシェアは 23%程度まで急落した。 
91 Rosenbloom.R & Spencer.W(1996) 
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イエンスやテクノロジーおよびプロダクトの視点から議論されており 92、その対極にあるビ

ジネス・モデル側の視点に全く言及されていない。また企業における研究の役割の再検討を

論じた重要な部分も多くあるが 93、その基本的な視点は基礎研究・技術研究の成果が市場で

売れる商品へ効率良く繋げるための研究マネージメント論であった。いわゆる 1950~1960 年

代を支配した自然放任的･楽観的なリニアー・モデルからは明らかに決別しているものの、

売れる商品を開発できれば必ず企業収益に貢献するという前提が暗黙の内に仮定されてい

る。当然のことながらここでは、自動車や部品･材料もエレクトロニクスの区別も、また擦

り合せ型（Integral）と組み合わせ型（Modular）の区別もない。 

1970 年代までのアメリカ企業を支配した垂直統合モデルは、理論的にはリニア・モ

デルを成立させる理想的な組織構造を持つ。しかしながらすでに 1970 年代の時点で企業の

マーケテング部門は研究所が語るテクノロジーをビジネスの場面に翻訳することが不可能

になっていた。また市場の要求を研究所の技術開発に翻訳することも出来なくなっていた。

それほど企業の組織構造、製品を構成する技術構造、そして市場構造も、全てが人知を超え

る複雑さを持ちはじめていたのである。ナイロンや強力磁石などのように、発明が企業収益

や市場に何をもたらすかを直感的に理解できる単機能型の製品が占める割合が、既にこの時

点から激減してしまったと言い換えてもよいであろう。例えば GaAs も GaN も、そして SiN

も、当時のテクノロジー・イノベーションが商品になるまで数 10 年以上の歳月を必要とし

た。また商品になってもこれが企業収益に結びつくにはビジネス・モデル側でイノベーショ

ンを必要とする時代に我々がおかれている。 

アメリカのエレクトロニクス産業がこの 15 年で蘇ったのは“中央研究所の時代の終焉”

の主張ではなく、テクノロジーやプロダクト側のイノベーション成果を企業収益やグローバ

ル市場の経済的な価値に結びつけるというビジネス・モデル側のイノベーションであった。

これらのビジネス・モデルは、本稿が定義するトータル・イノベーション・システムとして

のリニア・モデルを具体化させるために必要な仕掛け作りであった、と言い換えてもよい。

IBMのパルミサーノCEOが主導した“The CEO Study 2006” 94からも理解されるように、21

世紀の現在では世界の企業経営者が上記の仕掛け作りを企業戦略の重要ツールと明快に位

置づけるようになった。21 世紀になると世界で多くの企業が、技術やノウハウ獲得の手段

として自社の中央研究所によるＲ＆Ｄと同等以上にＭ＆ＡやＡ＆Ｄを重視し、サイエンス/

テクノロジー・イノベーションやプロダクト・イノベーションなど、これまで川上側で抱え

                                                      
92 西村吉雄訳、17 ペイジ 
93 西村吉雄訳、277 ペイジ 
94 IBM(2006) 
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たR&D側のディレンマを経営側の問題として明確に位置づけるようになったのである。 

本稿で繰り返したビジネス・モデル・イノベーションの位置取りを、トータル・イノベー

ション・システムの中で模式的に示したのが図 15 である。いわゆるこれまでのリニア・モ

デルでは、テクノロジーやプロダクト側で画期的なイノベーションが生まれれば、あるいは

市場の潜在的なニーズを引き出すことによって大量普及する製品が開発されれば、これが企

業の国際競争力に直結するはず、ということが暗黙の前提になっている。本稿で繰り返した

ように、摺り合せ型のアーキテクチャを持つ製品では、“中央研究所の時代の終焉”で議論

されている基礎研究・技術研究の成果を市場で売れる商品へ効率良く繋げるための研究マネ

ージメント論が有効であり、イノベーションというほどのドラスティックな経営革新を必ず

しも必要としない。例えM&AやA&Dを活用するにしても、むしろ営々と築いた組織能力を

最大限に生かしながら、当たり前のことを着実に実行し続ければよい。一方、第２章で述べ

たように、製品アーキテクチャがモジュラー型に転換されやすい産業では、1950~1960 年代

のアメリカに見る楽観的なリニア・モデルはもとより、更に進んだ“Engine of Innovation：

中央研究所の時代の終焉”のモデルさえ成立しなくなったのである 95。例え技術研究の成果

が大量普及する製品に結びついても、これが企業収益に直結することは“Engine of 

Innovation”が主張するモデルを追及しても保証されないという経営環境に、我々が置かれ

ているのである 96。 

                                                      
95 何度か繰り返したが、本稿が述べるリニアー・モデルの崩壊は 1970～1980 年代のアメリカ IBM 研

究所が生み出すプロダクト・イノベーションでも多数観察された。当時の IBM 研究所は世界のエレク

トロニクス産業で最も優れた研究機関であり、多数のイノベーションを生み出したが 1988 年から

1993 年の間に 15 万人のレイオフに追い込まれた。ここには世界的な基礎研究者が多数含まれていた

ことを忘れてはならない。世界的なサイエンスやテクノロジーのイノベーション成果が企業収益に全

く貢献していなかったのである。1970 年代の初期に江崎氏が IBM トーマス・ワトソン研究所で生み出

した超格子技術はその後のエレクトロニクス産業を一変させる偉大なテクノロジー・イノベーション

だが、これもベル研究所で生まれたトランジスタが Western Electrics の業績にさほど貢献しなかっ

たのと同じく IBM の企業収益に直結することはなかった。ハード・ディスク記録密度を飛躍的に向上

させた 1980 年代の Thin Film Head や 1990 年代初期の MR ヘッドによって IBM ハード･ディスク・ビ

ジネスの営業利益を一時的に上げ（約 20%）、市場撤退の時期を遅らせる貢献は確かにあったようだが、

これらの技術も IBM が独占することはできず、1990 年代の中期の IBM 経営陣はハード・ディスク事業

の身売りを密かに決定している。その第一弾が 1996~1997 年ころの NEC に対する MR ヘッド技術の供

与であり、その延長で 2001 年の日立に対するハード・ディスク事業の売却であった。 
96 “Engine of Innovation”を“中央研究所の時代の終焉”と名訳した西村吉雄氏は、訳者あとがき

で、企業の研究活動の変化を産業構造の転換と結び付けて考える必要があると主張し、“Engine of 

Innovation”の分析が不十分、と喝破している。そしてリニア・モデルに代わる“この指とまれ”モ

デルを提案しているが、これはまさに本稿で繰り返し紹介したインテルによるアーキテクチャ・ベー

スのプラットフォーム戦略そのものではないだろうか。吉村氏のいう産業構造の転換とは、本稿のい

うモジュール・クラスター化に他ならない。1998 年という時点を考えた時、本稿の図 2や図 1および

その後の我が国企業を見れば吉村氏のこの提案は当に卓見であることがわかる。本稿は、優れたジャ

ーナリストのみが持ち得るこのような予感的卓見に対して、10 年後ではあるが、ほんの少だけ応えら
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DVD、携帯電話、ネットワーク・システムなどの事例、さらには半導体デバイス、DVD

メディア、液晶パネルなどの事例は、本稿が定義するトータル・イノベーション・システム

としてのリニア・モデルが崩壊する象徴的な出来事であった。我が国テクノロジー･イノベ

ーションの代表例として挙げられる太陽光発電システムですら例外ではなかったのである。

また我が国が生み出した代表的なイノベーションとして、垂直磁化記録を称える著作も散見

されるが、我が国のハード・ディスク・ドライブ・メーカは長期にわたる赤字かあるいは極

めて低い利益に苦しめられ、技術力を高めてもなぜ利益を上げられないのかという悲痛な叫

びさえテクノロジーやプロダクトの研究開発現場から多く聞こえる。この現実を我々はどの

ように捉えればよいのだろうか。 

   

大学などの基礎研究 企業研究 製品開発 市場展開

小川紘一：東京大学ものづくり経営研究センター
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インジョベーション
プロダクト・イノベーション

ビジネス・モデル側の
イノベーションが必要

ビジョン、ビジネス・モデル
をガイドに選択と集中、

我が国企業はここで
リニーアモデルが崩壊

摺り合せ型：
既存の組織能力に

磨きをかける

モジュラー型：

図15 イノベーション・システムの全体像

価値獲得のフェーズ

価値創造のフェーズ

リニーアモデルが成立

 

リニア・モデルが崩壊したと外野から指摘するだけではイノベーションの成果を企業収

益に結び付ける方策が生まれてこない。1996 年から 2005 年までの第一次と第二次科学技術

基本計画で既に 42 兆円が、また 2006 年から始まる第三次計画でも 20 兆円以上の税金が技

術イノベーションへ注ぎこまれる。これは 21 世紀の我が国経済の活性化と国際競争力の強

化を狙う果敢なマクロ政策であり、その慧眼は賞賛に値する。しかし我々は同時に、国のマ

クロ政策から生み出されるテクノロジーやプロダクト側のイノベーションを企業収益やグ

ローバル市場の競争力へ直結させるという仕掛け作り、すなわち人為的･強制的にリニア・

                                                                                                                                                                    
れたように思う。 
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モデルを成立させる仕掛けづくりとしてのビジネス・モデル・イノベーションが求められて

いるのではないか。 

我が国でも 1990 年代末からイノベーションが重要課題として取上げられ、同じ土俵で

議論されてはいる（柘植、2006）。しかしながら経済的な価値に転換することなくしてイノ

ベーションとは言えないとする論点と研究所の現場の実態との間に、極めて大きな乖離がみ

られる。この乖離は現在でも放置されており、トータル・イノベーション・システムとして

のリニア・モデルを崩壊させない仕掛け作りは、まだできていない。技術と経済成長の関係

を論じる Aoki.M.& H.Yoshikawa(1999)や吉川(2000)の視点、および R.M.Solow や P.M.Romer

から Aoki.M.& H.Yoshikaw に至る視点も、我々が通常目にするイノベーション論にまだ登場

していない。さらに言えば 1912~1920 年ころまでのシュムペータと 1930~1940 年代のイギリス

やアメリカを念頭に置いた 1934~1947 年ころのシュムペータの主張の違い、そして 1970 年代か

ら 1980 年代におきたシュムペータ反革命（森嶋,1988）とその背景を論じた視点も、一部（西

村,2004）を除いて非常に少ない。特に後者は現在の我が国企業の組織能力とイノベーションと

の関係を論じる上で極めて重要である 

 

この意味で我が国は、従来のテクノロジーやプロダクト側の視点で捉えるＭＯＴ教育だ

けではなく、テクノロジーやプロダクト側のイノベーションをグローバル市場の経済的価に

結びつけるビジネス・モデル、すなわちトータル・イノベーション・システムとしてのリニ

ア・モデルを人為的･強制的に成立させる仕掛け作りこそ、ＭＯＴ教育で必ず取り込まれな

ければならない。もし現状のままなら、巨額のイノベーション投資は 10 年後でも我が国の

国富に直結しないのではないか。 

我が国でもアメリカの影響を受けてオープン化、モジュール化、モジュール・クラスタ

ー化、オープン・イノベーションなどのキーワードによる政策論や経営論が 1990 年代の後

半から興隆した。しかし筆者の疑念は、その背後で広い意味でのリニア・モデルが無意識に

想定されたている点にある。リニア・モデルで想定された“優れた技術や製品が開発されれ

ば必ず大量普及する”、そして“グローバル市場で大量普及すれば必ず企業収益に直結する”、

あるいは“世に受け入れられる製品が多数生み出されれば必ず我が国の有効需要につなが

る”、などの仮説は、我が国が得意とする擦り合せ型の製品で成立し易いかもしれない。し

かしながら、これまで見た多くの事例から明らかなように、モジュラー型の製品ではビジネ

ス・モデルとリンクすることなくして有効需要に結び付き難い 97。これは我が国だけでなく

                                                      
97 この問題は 1980 年代のアメリカで論じられるようになったが、この現象を“死の谷や“などとい

うテクノロジーとプロダクト側で語る視点が中心であった。しかしこれは、図 15 に示すようにイノ
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アメリカでも同じであった。グローバル市場で大量普及する製品であっても、我が国企業の

収益に貢献するのは最初の数年だけであって開発投資の回収が困難なケースがあまりにも

多いのである。 

オープン化、モジュール化、モジュール・クラスター化、オープン・イノベーション、

知的クラスターなどのキーワードで表現される環境なら、図 15 に示すテクノロジーやプロ

ダクト側のイノベーションが起きてグローバル市場に普及する製品が生まれ易いのは確か

だが、これを我が国企業の国際競争力に結びつけるには、本稿が定義する意味でのリニア・

モデルを人為的･強制的に成立させる仕組みが同時に構築されなければならない。これが図

15 の右下に位置取りされたビジネス・モデルのイノベーションであることは既に述べた。

1990 年代のアメリカＩＴ産業の現場でグローバル市場の競争優位に転換させた原動力は、

技術や製品開発側から“死の谷やダーウインの海”を超えたためでなく、ビジネス・モデル

側のイノベーションが原動力だったのである。現在のアメリカ IBM が次世代半導体技術で

準公的機関と一体になって推進する Common Platform や Joint Development Model も、その基

本思想はリニア・モデルを実現させるための人為的･強制的な仕掛け作りに他ならない。

Common Platform や Joint Development Model のようなコンセプトとその実行を、研究開発の

現場が語る“死の谷”などという抽象化された机上の議論に求めるのは、そもそも間違って

いる。 

オープン化やモジュラー化は確かに欧米諸国やNIES/BRICS諸国で新興企業を躍進させ

ながら経済を活性化させた。しかしながら 1980 年代から 1990 年代のアメリカでは、同時に

伝統的な企業の多くが急速に衰退して行ったのも事実である。伝統的な統合型企業の多い我

が国の場合は、特にこの点に留意しなければならない。例えばデジタル・エコノミーとその

効用を書いた代表的な著作として、アメリカ商務省の“デジタル・エコノミー”（米国商務

省、1999,2000）がある。この著作内容を企業の視点から解釈すれば、デジタル・テクノロ

ジーがもたらしたのが急激な価格下落と競争ルールの激変であった。一方マクロな経済政策

の視点でみれば、価格の下落が物価を押し下げてアメリカ経済のインフレを防止し、その上

でさらに持続的な経済成長をもたらすのが“デジタル・テクノロジー”である、と位置取り

されている。1980 年代のアメリカ経済はひどいインフレに悩まされていたのである。しか

しながら歴史上例の無い価格下落を伴う経営環境の到来は、IBMなど当時のアメリカに見る

垂直統合型の伝統的なエレクトロニクス関連企業を凋落させ、そしてまたインテル、マイク

                                                                                                                                                                    
ベーションのトータル･システムを考慮しない研究マネージメント側の視点である。またここには製

品アーキテクチャや産業構造との関連で捉える議論が無いという意味で、21 世紀の我が国企業が直面

する問題の本質を捉えていない。 
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ロソフト、シスコ・システム、クアルコムなどに代表される多様なベンチャー企業群を興隆

させている。例えばこの本に“ＩＴ革命が変える 21 世紀の企業群”、あるいは“ケース・ス

タディー”として多数の企業が紹介されているが、その全てが新興のベンチャー企業であっ

た 98。振り返って現在の我が国企業を見ると、いわゆる伝統的な組織能力を持つ企業が大多

数であってベンチャー企業が育っていない。したがって我が国の場合は、行政側が担うマク

ロ政策としての“オープン化、モジュール化、そしてオープン・イノベーション”がもたら

すマクロな効用を強調するだけでなく、これと我が国企業の伝統的な組織能力を生かすイノ

ベーション論とを統合させる理論体系が必要である。我が国企業がグローバル市場で競争力

を持てなければ、ライフラインとして外貨の 85％を稼ぎ出す製造業が危なくなる。 

1980 年代から 1990 年代にアメリカで興隆した経営論が我が国へ紹介されたとき、市場

活性化の産業政策として高度10,000ｍから語るオープン化やオープン・イノベーションと、

市場の前線に陣取る経営者が高度1.5ｍの目線で追求する利益の源泉構築や市場支配力とが、

全く区別されずに我が国へ持ち込まれたのではないか。全てをオープンにして存続できた企

業は有り得ない。 

1990 年代の中期から一部の我が国企業トップがデジタル・エコノミーの思想を企業戦

略の中枢に据えたが、その結末は周知の通りであった。我々がこの事実に留意しなければな

らない。現在のグローバル市場で競争優位を維持･拡大している企業の多くは、オープン化、

モジュール化、モジュール・クラスター化、オープン・イノベーションなどのキーワードと

対極に位置取りされるキーワード、すなわちブラック・ボックス化、擦り合せ型、統合化な

どのキーワードを徹底的に追求した企業群である。我が国企業とアメリカのベンチャー企業

とでは（伝統的なアメリカ企業ではない）、あるいは我が国企業とアジア諸国企業とでは、

デジタル・テクノロジーの作用がそれぞれ逆に働いたのである。そしてアジア諸国企業がモ

ジュラー型の製品で躍進することによって、営々と続く地道な技術開発でのみ生み出さるが

故に拡散スピードが極めて遅い我が国の擦り合せ型製品に、巨大な需要が生まれた。一方、

本稿で何度も指摘したように、製品アーキテクチャがモジュラー型に転換されやすい産業に

おいては、モジュール化、オープン化などの経営環境に立たされた我が国企業の多くが、あ

るいはブラック・ボックス化や擦り合せ型を軽視した我が国企業の多くが、グローバル市場

で勝ちパターンを構築できずに市場撤退への道を歩んだ。全てをオープンにして存続できる

企業などありえないからである。オープン化、オープン・イノベーションを標榜するインテ

ル、グーグル、ノキア、シスコなども決して例外ではない 99。更に言えばIBMが半導体のビ

                                                      
98 これらの企業の大部分は既に市場から消えた。 
99 別稿で述べたように実は我が国だけでなくアメリカ企業ですら、全てをオープンにして存続できる
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ジネス・モデルとして推進するCommon PlatformやJoint Development Modelも例外ではない 100。

例えば 32 ナノ・メートル半導体テクノロジーの場合を例にとると、営々と続く基礎研究に

支えられた擦り合せ型の高度な材料技術が半導体デバイスの主要な製造プロセスに分散カ

プセルされており、これがIBM半導体の新たなビジネス・モデルを支える原点になっている。

その延長に 25nmや 16nmという我々の想像を超える超微細加工テクノロジーが控えている

のはいうまでもない。アメリカ政府が担うマクロ政策の一環としての半導体産業へのイノベ

ーション投資を、IBMのCommon PlatformやJoint Development Modelを介してグローバル市場

の経済的価値へ人為的・強制的に転換させる仕掛け作りが、ここから明確に読み取れるので

はないか。 

いずれにせよ我々は、我が国が直面する組織能力と製品アーキテクチャとの深刻な乖離

問題を解決しなければならない。それにはまず我が国企業の組織能力を生かすブラック・ボ

ックス化、擦り合せ型、統合化などの役割、およびモジュール化、オープン化の役割を、ア

メリカの事例ではなく我が国企業の視点から見直さなければならない。そしてこれを我が国

企業がグローバル市場の経済的価値に転換させるビジネス・モデルの中で正しく位置づける

理論体系が必要である。このとき初めてオープン化、モジュール化、そしてオープン・イノ

ベーション、知的クラスターなどのキーワードで表現されるマクロな政策論や経営論あるい

はイノベーション論が我が国で本領を発揮し、我が国企業の多くがそれぞれの事業戦略の中

へ取り込むようになるであろう。 

以上の問題意識のもとに筆者はまず、我が国で 1990 年代後半から顕在化した製品アー

キテクチャのモジュラー型への転換が、半導体の技術革新に支えられたマイコンとファーム

ウエアの作用（21 世紀の現在は SystemLSI の作用）であることを明らかにした（小川、2008a）。

そしてエレクトロニクス以外の多くの産業で擦り合せ型に位置取りされた材料･部品でさえ、

マイコンとファームウエアの間接的な介在が急速に進んでいる様子も紹介した（本稿の３

章）。我々の目に触れることない深層部で、製品機能・性能・品質やコスト、さらには競争

優位の位置取りまでをも左右しはじめたと意味で、マイコンとファームウエアは人工ゲノム

                                                                                                                                                                    
企業はなかった(小川、2007b、立本,2007)。アメリカ経営学者の著作にはオープン化やモジュラー化

が持つ一面だけが記述されているが、これは事例として挙げたインタビュー先の企業が、オープン化

の背後にある他の重要な一面の公表を許可していないのではないだろうか。 
100 アメリカＮＹ州にある Fish Kill や Albany に次世代半導体技術の開発拠点を構える IBM は、2007
年末に最先端の 45nm テクノロジーを中国企業へ提供する、とアナウンスした。アメリカ政府がこれ

を認めたのである。その背景で、次世代の 32nm テクノロジーについて既にプロセスのチューニング

が終わりつつあったのであり、2008 年秋から 2009 年の春に 32nm テクノロジーの半導体デバイスが

量産されるであろう。45nm と 32nm とでは基本的な材料技術が全く異なるという意味で、プロセス

技術がこれまで無いほど難しくなっている。我が国では、某社が 2007 年夏になって初めて 45nm テク

ノロジーの製品をアナウンスしたが、IBM は 45nm テクノロジーを中国に売却した。 
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に位置取りされる。本稿で繰り返し述べたように、人工ゲノムの作用が加速するモジュラー

型への転換によって、テクノロジーやプロダクト側のイノベーション成果が瞬時に拡散し、

また組織能力とアーキテクチャとの間に巨大な乖離を作り出し、トータル・イノベーショ

ン・システムとしてのリニア・モデルを崩壊させる。これらのメカニズムを、まずは製品ア

ーキテクチャの視点および歴史的・技術的な視点で理解しなければ、これを経営戦略の中に

正しく取り込むことは出来ない。 

経済活性化を担うマクロ政策としてのオープン化、モジュラー化、オープン・イノベー

ション、あるいは知的クラスター型のイノベーションが極めて重要であるのは論を待たない。

しかしながら企業は、利益の源泉構築や市場支配力の構築をゴールにするという意味で、必

ず独占へと向かう。したがって現在の我々には、経営ツールとしてのビジネス・モデル側を

支える“ブラック・ボックス化、擦り合せ型、統合化”の役割など我が国企業の得意技と、

行政側が担うマクロ政策の役割とを連携させた新たな理論体系が求められているのである。

両者は決して二者択一ではない。 

我が国の中で、シュンペータのイノベーションとケインズの有効需要とをリンクさせる

独創的なモデルが登場した(Aoki.T & H.Yoshikawa、1999、吉川、2003)。技術イノベーション

投資をグローバルな経済的価値へ転換させるための人為的･強制的なリニア・モデルの仕掛

け作り、という本稿の主張を吉川氏の思想へリンクさせると、ここからどんな世界が開ける

であろうか。第一次から第三次にわたるイノベーション投資を本稿が定義するトータル・イ

ノベーション・システムの中で位置付ければ、科学技術投資という前工程型サプライ・サイ

ドの視点に立つイノベーション政策である 101。一方、本稿が主張する人為的･強制的な仕掛

け作りは、トータル・イノベーション・システムの最終ステージにあり、吉川氏の言う有効

需要を効果的に生み出す仕組みづくりと位置取りされる 102。この２つが連携して初めて吉川

                                                      
101 科学技術投資が有効需要を刺激するトリガーになるという意味で、前段階あるいは前工程型のサ

プライ・サイド、とここでは定義している。しかしながら逆に、前工程側のトリガーではなく、この

巨額な科学技術投資そのものを“有効需要を生み出す仕掛け作り”と位置づけている人々もいて、本

稿の見解と異なる。単なる視点の違いだけとは思われないが、どうであろうか。本稿で何度も繰り返

したが、科学技術投資からプロダクト側のイノベーションを生み出す合理的なメカニズムが全く不明

である。この意味で、前工程のリニア・モデルが崩壊しているだけでなく、例えプロダクト側でイノ

ベーションが生まれてもこれを我が国の有効需要に直結させる後工程でも、リニア・モデルが崩壊し

ている。これらを一体化したトータル・イノベーション･システムが、国の政策としても、また企業

のビジネス・モデルとしてもまだ我が国に存在しいない。 
102 吉川氏の思想をここで持ち出したのは、吉川氏は製品のライフサイクル（Ｓ字カーブ）とケイン

ズ理論を結びつけてその糸口を見出しているように思えたからである。しかしどんなメカニズムなら

科学技術投資が生み出す成果と実市場のＳ字カーブをリンクさせるかについて、筆者は吉川氏の著作

からまだ理解できていない。両者にはまだ巨大なギャップがあって、結果的にこれまで議論されてき

た既存のイノベーション論に戻ってしまう悪循環から抜け出ることができないのではないか。巨額の
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氏のモデルが完成するのではないだろうか。今後は本稿で挙げたアーキテクチャ・ベースの

プラットフォーム形成だけでなく、ヨーロッパの携帯電話やアメリカのルーターなどのモジ

ュラー型完成品、および我が国のデジカメやプロセス型･部品材料、自動車などの擦り合せ

型製品を含む多種多様なビジネス・モデルを提案しながら上記の仮説を検証してみたい。こ

れによってはじめて行政側が担うマクロ政策と個別企業が担うビジネス・モデルをリンクさ

せることができ、我が国のトータル・イノベーション･システムが完成するように思えてな

らないからである。 

 

実践の学問としての経営学を定義するなら、”現世を意味のある秩序の世界として把握

したいという自然的･合理的な要求（M・ウエーバー）“に基づきはするものの、現実感や具

体性を持って基本課題に取り組む姿勢が常に我々に期待されているのではないか。この意味

で本稿を書きながら最も気になったのは、筆者と企業幹部が同じ時代に生きていて、そのど

ちらが我が国企業の基本課題により正しく接近できているか、という問いかけであった。こ

れは学問が常に持つことを期待されている”現実的な機能“、に対する問いかけではあるも

のの、残念ながら本稿はまだ入り口に立ったに過ぎない。玩物喪志に陥っているのではない

か、という懸念さえもまだ捨て切れない。2008 年に繰り越す大きな宿題となってしまった。

2008 年にはマクロ政策としてのオープン化、モジュール化、オープン・イノベーションと

我が国企業の利益の源泉構築や市場支配力構築を担うビジネス・モデルとの関係に切り込ん

でみたい。 

 

                                                                                                                                                                    
科学技術投資によってテクノロジーやプロダクト側のイノベーションを起こし、ここから市場の潜在

的なニーズを引き出すことによって新たな需要を生み出す、という狙いを込めた需要創出政策は、確

かに重要である。1945~1970 年代までのアメリカで実行された巨額の科学技術投資、さらにはこれを

踏まえて 1980 年代から 1990 年代初期までに語られたアメリカのイノベーション論はまさにこれであ

った。そしてこの政策の破綻が“中央研究所の時代の終焉“という本によって明らかにされたのも事

実であった。筆者は本稿でこれをテクノロジーやプロダクト側のイノベーションと名付けたが、我が

国の液晶や太陽光発電システム、ＤＶＤ,デジタル携帯電話などのような立派なイノベーションがプロ

ダクトの側で生まれても、残念ながらこれが我が国の国際競争力に直結しないのが実態である。科学

技術投資によって、世界市場の有効需要を刺激するトリガーにはなったかもしれない。しかし、我が

国にとっての有効需要は極めて限定的であった。ここに最大の課題があり、本稿を書いたもっとも大

きな動機が実はここにあったのである。そしてトータル・イノベーション・システムの最終段階に位

置取りされるビジネス・モデル・イノベーションを、人為的･強制的にリニア・モデルを成立させる

手段として重視すべきと、本稿で繰り返し提案している。この背後には、1934~1944 年ころのシュン

ペータのイノベーション論（統合型・大規模企業がイノベーションの担い手）と、1970~1980 年代に

おきたシュンペータ反革命（ベンチャー企業群がイノベーションの担い手）という、相異なる本質的

な問題が横たわっているのではないか。 
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